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第１章 計画策定の趣旨と背景 

 

 

藤沢市では、1990年（平成２年）に、「ふじさわ女性行動計画」を策定、2001年（平

成13年）には、女性行動計画の理念や「男女共同参画社会基本法」の理念を尊重し

て、「ふじさわ男女共同参画プラン2010」を策定しました。 

その後、2011年（平成23年）には、「男女で共に創ろう豊かなまち“ふじさわ”」

の実現をめざし、社会のあらゆる場面で男女が対等に参画し、生涯を通じてそれぞ

れが自立した豊かな生活と自己実現を図ることができる男女共同参画社会を形成し

ていく上での基本計画として「ふじさわ男女共同参画プラン2020」が策定されまし

た。 

「ふじさわ男女共同参画プラン2020」は、2011年度（平成23年度）から2020年度

（令和２年度）までの10年間を目標年次としており、この間を前期・後期に分け、

2016年（平成28年）３月に、東日本大震災、女性活躍推進法の成立、ＤＶ・ストー

カー被害等の増加といった社会情勢の変化などに対応するため、改定を行っていま

す。 

しかしながら、こうした改定以降も、私たちを取り巻く環境においては、性別に

よる固定的な役割分担意識や、それに基づく社会慣習・社会制度は依然として根強

く残っているとともに、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）といった多様な

性への尊重と理解、あるいは、増加するＤＶ・虐待の防止等、困難を抱えた人たち

が安心して暮らせる社会づくりが求められています。また、この間、ＳＤＧｓ（持

続可能な開発目標）の17の目標の一つであるジェンダー平等の達成に向け、多様な

主体による積極的な取組や働きかけがある一方で、2019年（令和元年）12月以降発

生が報告された新型コロナウイルスの脅威は、私たちが暮らす社会や人々の行動、

今後のまちづくりに大きな影響を及ぼしています。 

この計画は、「ふじさわ男女共同参画プラン2020」に掲げている課題や施策の方向

性について、各種法令の制定及び改正、自治体を取り巻く社会情勢等、時代の変遷

を踏まえるとともに、これまでのＰＤＣＡサイクルによる進捗管理や「藤沢市男女

共同参画に関する市民意識調査報告書」〔2019年（平成31年）３月〕などを踏まえ、

“共生社会の実現をめざす誰一人取り残さないまち（インクルーシブ藤沢）”の視

点に基づき、向こう10年間、2030年（令和12年）を目標年次とするものです。 

 

  

第１章  計画策定の趣旨と背景 

 

 ♢インクルーシブ藤沢♢ 

2021年度（令和３年度）から始まる「藤沢市市政運営の総合指針2024 ～2040年に向け
た持続可能なまちづくりへの転換～」の中では、３つのまちづくりコンセプト（めざす
べきまちの姿の明確化）として、「１ 藤沢らしさを未来につなぐ持続可能な元気なまち
（サステナブル藤沢）」「２ 共生社会の実現をめざす誰一人取り残さないまち（インクル
ーシブ藤沢）」「３ 最先端テクノロジーを活用した安全安心で暮らしやすいまち（スマー
ト藤沢）」が示されています。 
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１ 法律の施行・改正 

 

 

（１）「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律（候補者男女均等法）」
の公布・施行〔2018年（平成30年）５月〕 

多様な国民の意見が政策立案や決定に的確に反映されるために、政治分野におけ

る男女共同参画が重要となるため、国や地方議会の選挙において男女の候補者の数

ができる限り均等となること等を基本原則とした法律が公布・施行されました。 

 

 

➊ 衆議院、参議院及び地方議会の選挙において、政党等の政治活
動の自由を確保しつつ、男女の候補者の数ができる限り均等とな
ることをめざして行われるものとする。 

❷ 男女がその個性と能力を十分に発揮できるようにする。 

❸ 家庭生活との円滑かつ継続的な両立が可能となるようにする。 
 

 

 

 

（２）「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（働き方改革関
連法）」の施行〔2019年（平成31年）４月〕 

働く人々がそれぞれの事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現する

“働き方改革”を総合的に推進するため、各種法律の改正が行われました。「労働

基準法」、「労働安全衛生法」においては、長時間労働の是正が、また、「短時間労

働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律（パートタイム・有期雇

用労働法）」、「労働契約法」、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者

の保護等に関する法律（労働者派遣法）」では、同一企業内における正社員とパー

トタイム労働者との間の不合理な待遇の差をなくし、どのような雇用形態を選択し

ても待遇に納得して働き続けることができるよう、不合理な待遇差を解消するため

の規定の整備や労働者に対する説明義務の強化が図られています。 

 

  

基 本 原 則 

１  法律の施行・改正 

（１）「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律（候補者男女均等法）」
の公布・施行〔2018年（平成30年）５月〕 

（２）「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（働き方改革関 
連法）」の施行〔2019年（平成31年）４月〕 



 

5 

第
１
章 

 

計
画
策
定
の
趣
旨
と
背
景 

（３）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」等の
改正〔2019年（令和元年）６月〕 

2015 年（平成 27 年）９月に、女性の職業生活における活躍を推進し、豊かで活

力ある社会の実現を図るために法律が施行され、都道府県や市町村は、当該区域内

における女性の職業生活における活躍の推進に向け、国が策定した基本方針等を勘

案して、推進計画を策定するよう努めることとされました。また、国や地方公共団

体、一部の民間事業主に対しては、女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組を定めた行動計画の策定・届出・公表等が義務付けられました。 

2019 年（令和元年）６月には、仕事と家庭生活の両立や諸外国と比べて低水準に

ある女性管理職比率などの課題を踏まえ、女性の職業生活における活躍をさらに推

進することが必要であることから、基本方針の変更があり、女性の職業生活におけ

る活躍に関する情報の公表への追記、女性の職業生活における活躍の推進に積極的

に取り組む企業の認定への追記、中小企業における行動計画の策定の促進への追記

がなされました。 

また、「女性活躍推進法」のほか、「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用

の安定及び職業生活の充実等に関する法律（労働施策総合推進法）」、「雇用の分野に

おける男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（男女雇用機会均等法）」、

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（育児・

介護休業法）」において、パワーハラスメント防止対策の法制化が図られるとともに、

セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメント等の防止対策の強化につなが

る措置が示されました。 

 

 

（４）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」の改正

〔2019 年（令和元年）６月〕 

 

2001 年（平成 13 年）10 月に、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立

支援等の体制を整備し、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため法律

が施行されました。 

2019 年（令和元年）６月には、児童虐待防止対策及び配偶者等からの暴力の被害

者の保護対策の強化を図るため、児童虐待と密接な関連があるとされるＤＶの被害

者の適切な保護が行われるよう、相互に連携・協力すべき関係機関として児童相談

所が法文上明確化されました。また、保護の適用対象として被害者の同伴家族が含

まれることも明確化されました。 

  

（４）「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法）」
の改正〔2019年（令和元年）６月〕 

（３）「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」等 
の改正〔2019年（令和元年）６月〕 
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２ 国や県の動向 

（１）【県】「かながわ男女共同参画推進プラン（第4次）」の策定 
〔2018年（平成30年）３月〕 

「男女共同参画社会基本法」第 14 条に規定された、県における男女共同参画社

会の形成を促進する施策についての基本的な計画です。「かながわ男女共同参画推

進プラン（第４次）」は、未だに低調な政策・方針決定過程への女性の参画状況や、

結婚や出産に伴う女性の就業継続の難しさ、長時間労働を前提とした働き方、高齢

単身女性や母子世帯の貧困などのさまざまな課題や社会環境の変化を踏まえ、女性

と男性がお互いを尊重し、個性と能力を発揮できる男女共同参画社会の実現に向け、

より実効性のある取組を行うため、2018 年（平成 30 年）３月に策定されました。 

 

【基本目標】 ともに生きる社会、ともに参画する社会へ 

【基本理念】 

Ⅰ 人権の尊重           Ⅲ ワーク・ライフ・バランスの実現 
Ⅱ あらゆる分野への参画 Ⅳ 固定的性別役割分担意識の解消 

 

 

（２）【国】「婦人保護事業の運用面における見直し方針」（厚生労働省）の検討 
〔2019年（令和元年）６月〕 

婦人保護事業は、ＤＶ、性暴力、貧困、家庭破綻、障がい等、さまざまな困難を

複合的に抱える女性の支援を行っており、2018 年（平成 30 年）からは、「困難な

問題を抱える女性への支援のあり方に関する検討会」を開催し、新たな制度の構築

に向けて、検討が進められています。その際、地方自治体に対しては、相談から心

身の健康の回復や自立支援に至るまで、すべての過程における支援が、より当事者

本位なものとなるよう、必要な対応を行うとされています。 
 
 
 
 

 他法他施策優先の取扱いの見直し 
 一時保護委託の対象拡大と積極的活用 
 婦人保護施設の周知・理解、利用促進 
 携帯電話等の通信機器の使用制限等の

見直し 
 広域的な連携・民間支援団体との連携

強化 
 

 ＳＮＳを活用した相談体制の充実 
 一時保護解除後のフォローアップ 

体制等の拡充 
 児童相談所との連携強化等 
 婦人保護事業実施要領の見直し 
 母子生活支援施設の活用促進 

  

見直し方針 

２  国や県の動向 

（１）【県】「かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）」の策定 
〔2018年（平成30年）３月〕 

（２）【国】「婦人保護事業の運用面における見直し方針」（厚生労働省）の検討 
〔2019年（令和元年）６月〕 
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（３）【国】女性活躍加速のための重点方針2020〔2020年（令和２年）７月〕 
【国】「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・
復興ガイドライン～」の策定〔2020年（令和２年）５月〕 

 東日本大震災をはじめとするこれまでの災害において、さまざまな意思決定過程

への女性の参画が十分に確保されず、女性と男性のニーズの違いなどが配慮されな

いといった課題を踏まえ、2020 年（令和２年）５月に「災害対応力を強化する女性

の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～」（内閣府男女共同参

画局）が策定されました。 

 女性の視点の重要性は、第３回国連防災世界会議〔2015 年（平成 27 年）３月：

仙台市〕の成果文書である「仙台防災枠組 2015-2030」においても確認され、防災・

復興に関する取組の基本的な考え方の一つとして世界的に共有されていますが、こ

のガイドラインは、国の「防災基本計画」「男女共同参画基本計画」「避難所運営ガ

イドライン」等において、防災に関する政策・方針決定過程と防災の現場における

女性の参画の拡大や、指定避難所の運営における女性の参画の推進等について定め

られていることを踏まえ、地方自治体の防災・危機管理担当及び男女共同参画担当

をはじめとする関連各部課が、女性の視点からの災害対応を進める際に参照できる

よう、「基本的な考え方」「平常時の備え」「初動段階」「避難生活」「復旧・復興」の

各段階において取り組むべき事項を示しています。 

 

 

 

（１）平常時からの男女共同参画の推進が防災・復興の基盤となる 
（２）女性は防災・復興の「主体的な担い手」である 
（３）災害から受ける影響やニーズの男女の違いに配慮する 
（４）男女の人権を尊重して安全・安心を確保する 
（５）女性の視点を入れて必要な民間との連携・協働体制を構築する 
（６）男女共同参画担当部局・男女共同参画センターの役割を位置付ける 
（７）要配慮者への対応においても女性のニーズに配慮する 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（３）【国】「災害対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・
復興ガイドライン～」の策定〔2020年（令和２年）５月〕 

７つの基本方針 
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（４）【国】性犯罪・性暴力対策の強化の方針〔2020年（令和２年）６月〕 

 

性犯罪・性暴力は、被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、その心身に長

期にわたり重大な悪影響を及ぼすものであることから、その根絶に向けた取組や被

害者支援を強化する必要性を踏まえ、2017 年（平成 29 年）に、性犯罪に関する刑

法改正が行われました。 

これを受け、法務省において、ワーキングチームが立ち上げられ、性犯罪の実態

等に関する調査を行い、2020 年（令和２年）３月にとりまとめが発表されました。

併せて、「性犯罪に関する刑事法検討会」（有識者会議）が発足するとともに、内閣

府特命担当大臣（男女共同参画）の下、「性犯罪・性暴力対策強化のための関係府

省会議」を立ち上げ、「性犯罪・性暴力対策の強化の方針」が取りまとめられまし

た。 

誰もが、性犯罪・性暴力の加害者にも、被害者にも、傍観者にもならないよう、

社会全体でこの問題に取り組む必要があることを自覚し、2020 年度（令和２年度）

から 2022 年度（令和４年度）までの３年間を「集中強化期間」とし、「被害申告・

相談しやすい環境の整備」「切れ目のない手厚い被害者支援の確立」「教育・啓発活

動を通じた社会の意識改革と暴力予防」等を柱としています 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府「共同参画 2020 年７月号（No.135）」 

  

（４）【国】性犯罪・性暴力対策の強化の方針〔2020年（令和２年）６月〕 
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（６）【国】「第５次男女共同参画基本計画（５次計画）」 
〔検討中 2020年（令和２年）７月現在〕 

「男女共同参画基本計画」は、「男女共同参画社会基本法」第 13 条に基づき、男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

2000 年（平成 12 年）に初めて策定され、５年ごとに見直しが図られています。 

 「５次計画」では、政策・方針決定過程への女性の参画拡大や、新型コロナウイ

ルス感染症拡大による女性への影響、女性に対するあらゆる暴力の根絶、貧困等生

活上の困難に対する支援と多様性の尊重、生涯を通じた健康支援などを盛り込んで

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

１ 男女共同参画基本計画のめざすべき社会 

➊ 男女が自らの意思に基づき、個性と能力を十分に発揮できる、公正で多様性に富んだ、活力

ある持続可能な社会 

❷ 男女の人権が尊重され、尊厳を持って個人が生きることのできる社会 

❸ 仕事と生活の調和が図られ、男女が共に充実した職業生活、その他の社会生活、家庭生活を

送ることができる社会 

❹ あらゆる分野に男女共同参画・女性活躍の視点を取り込み、ＳＤＧｓで掲げられている包摂

的かつ持続可能な世界の実現と軌を一にした取組を行い、国際社会と協調する社会 

２ 社会情勢の現状、予想される 
環境変化及び課題 

（１）新型コロナウイルス感染症拡大と

「新たな日常」への対応 

（２）人口減少社会の本格化と未婚・ 

単独世帯の増加 

（３）人生100年時代の到来と働き方・

暮らし方の変革 

（４）法律・制度の整備と政治分野や 

経済分野を中心とした女性の 

政策・方針決定過程への参画拡大 

（５）デジタル化社会への対応 

（Society5.0） 

（６）国内外で高まる女性に対する暴力

根絶への問題意識 

（７）頻発する大規模災害 

（８）ＳＤＧｓの達成に向けた世界的な

潮流 

（５）【国】「第５次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～ 
（５次計画）」〔2020年（令和２年）12月閣議決定〕 

第５次男女共同参画基本計画～すべての女性が輝く令和の社会へ～ 

Ⅰ あらゆる分野における女性の参画拡大 

第１分野 政策・方針決定過程への女性の参画拡大 
第２分野 雇用等における男女共同参画の推進と仕事と

生活の調和 
第３分野 地域における男女共同参画の推進 
第４分野 科学技術・学術における男女共同参画の推進 

Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現 

第５分野 女性に対するあらゆる暴力の根絶 
第６分野 男女共同参画の視点に立った貧困等生活上の

困難に対する支援と多様性を尊重する環境の
整備 

第７分野 生涯を通じた健康支援 
第８分野 防災・復興、環境問題における男女共同参画

の推進 

Ⅲ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備 

第９分野 男女共同参画の視点に立った各種制度等の 
整備 

第10分野 教育・メディア等を通じた男女双方の意識 
改革、理解の促進 

第11分野 男女共同参画に関する国際的な協調及び貢献 
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３ 新型コロナウイルスとジェンダー 

 

2019 年（令和元年）12 月以降発生が報告された新型コロナウイルスの脅威は、

私たちが暮らす社会や人々の行動、今後のまちづくりに大きな影響を及ぼしていま

すが、とりわけ女性を取り巻くさまざまな課題を浮き彫りにしています。海外では、

早くからロックダウン（都市封鎖）などにより、女性へのＤＶの増加が深刻な問題

として取り上げられていましたが、わが国でも例外ではありません。 

国の「すべての女性が輝く社会づくり本部」〔2014 年（平成 26 年）10 月設置、

本部長：内閣総理大臣〕では、例年「女性活躍加速のための重点方針」を決定して

いますが、2020 年の方針では、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、

外出自粛や休業等により、平常時における固定的な性別役割分担意識を反映し、家

事や子育て、介護等の家庭責任が女性に集中していること、生活不安・ストレスに

起因するＤＶ等の増加・深刻化、女性が多くを占める飲食、観光、サービス分野に

おける雇用の危機などが指摘されています。 

また、2020 年（令和２年）11 月には、内閣府に設置され、有識者で構成される

「コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会」が緊急提言を行い、「新型コロ

ナウイルス感染症の拡大は、特に女性への影響が深刻であり、“女性不況”の様相

が確認される」と指摘しています。とりわけ、10 月の女性の自殺者数が 879 人と、

前年同月と比べ 413 人増加し、６ヵ月連続の増加となるなど、極めて深刻な問題で

す。 

他方、オンラインの活用による在宅勤務や、それによる業務の幅の広がりなどに

より、ワーク・ライフ・バランスの推進や生産性の向上に資するものとして、働き

方改革及び女性活躍の新たな可能性も指摘されているところです。 

方針では、新型コロナウイルス感染症に起因する社会変革や人々の行動変容が生

活に与える影響を考慮し、「新たな日常」の構築につながるよう、今後の事態を見

極めながら、必要な取組の加速と柔軟な対応の必要性に言及しています。 

女性活躍加速のための重点方針 2020〔2020 年（令和２年）７月〕 
～新型コロナウイルス感染症拡大による女性への深刻な影響及び女性活躍の新たな可能性への対応～ 

 

 

  

３  新型コロナウイルスとジェンダー 

 
Ⅰ 女性の活躍を支える 

安全・安心な暮らしの実現 
 女性に対するあらゆる暴力の根絶 
 困難を抱える女性への支援 
 生涯を通じた女性の健康支援の強化 
 スポーツ参加の促進やスポーツ分野 

における男女共同参画の推進 
 男女共同参画の視点からの防災・ 

復興の取組 

Ⅱ あらゆる分野における 
女性の活躍 

 男性の暮らし方・意識の変革 
 女性活躍に資する多様な働き方の 

推進 
 地域における女性活躍の推進 
 あらゆる分野における女性の参画 

拡大・人材育成 
 

Ⅲ 女性活躍のための基盤整備 
 国際的な協調及び貢献等 
 子育て・介護基盤の整備 
 性別にとらわれず多様な選択を可能とするための意識改革、理解の促進 
 女性活躍の視点に立った制度等の整備 
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出典：内閣府男女共同参画局「コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会（参考データ）」 

〔2020 年(令和２年)12 月〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：内閣府男女共同参画局「コロナ下の女性への影響と課題に関する研究会（参考データ）」 

〔2020 年(令和２年)12 月〕 
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４ 男女平等から男女共同参画、そしてジェンダー

平等へ 

（１）男女平等、男女共同参画関する法律（候補者男女均等法）」の公布・施行〔2018
年（平成30年）５月 

1946 年（昭和 21 年）に日本国憲法が制定され、すべての国民は法の下に平等で

あり、性別によって、政治的、経済的、社会的関係で差別されないことと定められ、

「男女平等」が保障されています。 
 

 

第十四条 すべて国民は、法の下に平等であつて、人種、信条、性別、社会的身分又
は門地により、政治的、経済的又は社会的関係において、差別されない。 

 
 

1999年（平成11年）には、こうした憲法に基づく男女平等を当然の前提とした上

で、「男女共同参画社会基本法」が制定されました。 

この法律は、現実の社会において、人々の意識の中に形成された固定的役割分担

意識等からくる事実上の男女の格差の存在、特に国際的水準から見ても遅れている

政策・方針決定過程への男女共同参画の現状など、さまざまな解決すべき多くの課

題が残されていること、女性と男性が互いにその人権を尊重し、性別にとらわれる

ことなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現

は、少子高齢化など社会経済情勢の急速な変化に対応していく上でも極めて重要で

あること、などを背景とするもので、男女共同参画社会の形成に関する基本的理念

とこれに基づく基本的な施策の枠組を定めることにより、社会のあらゆる分野にお

いて国、地方自治体及び国民の取組が総合的に推進することを目的としています。 
 

 

 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ
ろによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思に
よって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女
が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、
共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

 

  

男女共同参画社会基本法（抜粋） 

日本国憲法（抜粋） 

４  男女平等から男女共同参画、そしてジェンダー平等へ 

（１）男女平等、男女共同参画 
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この法律において、“ジェンダー”という表現は、当時その考え方がまだ一般には

理解されにくいという点もあり、用いられていませんが、第１条（男女の人権が尊

重されることの緊要性を規定）、第３条（個人として能力を発揮する機会が確保され

ることという意味でジェンダーの問題意識が含まれている）、第４条（この規定全体

にジェンダーの問題意識が込められている）、第５条（従来、女性が物事の決定過程

になかなか参画できなかったことを踏まえたもので、ジェンダーの問題意識を込め

たものである）、第６条（固定的な役割分担のために女性に家事の負担が重く課せら

れているという現状を踏まえ基本理念を定めており、ジェンダーの問題意識を反映

している）等に言及しています＊。 

＊内閣府男女共同参画局 執務概要：衆議院・内閣委員会〔1999年（平成11年）6月8日〕での答弁 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）持続可能な開発目標“ＳＤＧｓ” ～ジェンダー平等を実現しよう～ 

 

この間、多様な主体と連携し、国内外でジェンダー平等社会の実現に向けたさま

ざまな取組が行われる中、2015 年（平成 27 年）９月、国連サミットにおいて「持

続可能な開発目標“ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：エスディージー

ズ）”」が、先進国を含む国際社会全体の開発目標として、全会一致で採択され、

2030 年（令和 12 年）を期限とする包括的な 17 の目標（ゴール）が設定されました。

これらの目標はその対象を世界中のすべての主体としており、その達成に向けたプ

ロセスにおいては、地方自治体も参加することが求められています。 

  

（２）持続可能な開発目標“ＳＤＧｓ” ～ジェンダー平等を実現しよう～ 

 

 ♢ジェンダー♢ 

生まれついての生物学的性別に対し、社会通念や慣習などに基づき、社会的・文化的に
形成された性別のこと。 
「ジェンダー平等」とは、誰もが性別に関わらず平等に機会を与えられること。 
「ジェンダー主流化」とは、あらゆる分野でのジェンダー平等を達成するため、すべて
の政策、施策及び事業について、ジェンダーの視点を取り込むことをいい、最近では、
「ジェンダー投資」など、より多くの資金をジェンダー平等と女性のエンパワーメント
に向ける経済分野での積極的な動きも紹介されています。 
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そして、前文及び 17 のゴールの一つとして「目標５ ジェンダー平等を実現し

よう：ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う」が掲げ

られていますが、これは、女性のエンパワーメントとジェンダー平等が持続可能な  

開発を促進する上で欠かせないことから、重要なテーマと考えられているためです。 

国の「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）推進本部」〔2016 年（平成 28 年）５月

設置、本部長：内閣総理大臣〕公表による「ＳＤＧｓアクションプラン 2018」〔2017

年（平成 29 年）12 月〕においても、３つ柱の一つとして、「ＳＤＧｓの担い手と

して次世代・女性のエンパワーメント」が盛り込まれるとともに、「ＳＤＧｓアク

ションプラン 2020」〔2019 年（令和元年）12 月〕では、政府によるＳＤＧｓを推

進するための主な取組の一つとして、「あらゆる人々が活躍する社会・ジェンダー

平等の実現」が掲げられています。 
 

他方、各国の社会進出における男女格差を示す指標である「ジェンダー・ギャッ

プ指数」においては、2019 年（令和元年）、日本はこれまでで過去最低の 153 か国

中 121 位となり、意思決定への参画やリーダー層の男女比に課題があることから、

政治や経済分野で女性が活躍する環境や制度を整えること、女性リーダーの起用促

進に向けた支援等の重要性が指摘されています。 

ジェンダー平等は、誰もが性別にとらわれることなく、個性と能力を十分に発揮

できるようにすることをめざすものであり、これまでの男女共同参画を否定するも

のではありません。めざすべきまちの姿の一つである“共生社会の実現をめざす誰

一人取り残さないまち（インクルーシブ藤沢）”の実現に向け、今後は、男女の性

別に関わらず、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）も含めたジェンダー平等

の視点と“多様性と包摂性のある社会”への共感を持つことが重要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 

  

 

 ♢ジェンダー・ギャップ指数♢ 

世界経済フォーラム（WEF）が毎年公表する各国の社会進出における男女格差を示す指
標。「経済活動への参加と機会」（経済）、「政治への参加と権限」（政治）、「教育の到達度」
（教育）、「健康と生存率」（健康）の４分野の14項目で、男女平等の度合いを指数化して
順位を決めています。 
日本は、国会議員の男女比や女性閣僚の比率などから男女格差を測る「政治分野」と管
理的職業従事者の男女比、同一労働における賃金の男女格差などから男女格差を測る「経
済分野」の指数が低いことが順位を下げる大きな要因となっています。 
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 藤沢市の現状 

 

 

 

（１）人口推移 

藤沢市の人口の推移は、増加傾向が続いており、2020 年（令和２年）４月１日現

在、436,466 人となっています。男女比では、女性が男性を上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：藤沢市住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

 

（２）将来人口推計（年齢３区分別） 

 

藤沢市の将来人口推計については、2030 年（令和 12 年）にピークとなり、その

後減少に転じる見込みです。年齢３区分別でみると、年少人口（０～14 歳）はおお

むね減少傾向を見込んでいます。生産年齢人口（15～64 歳）は 2025 年（令和７年）

までは増加傾向を見込んでいますが、2030 年（令和 12 年）以降は減少傾向を見込

んでいます。高齢者人口（65 歳以上）は増加傾向が継続する見込みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 資料：藤沢市将来人口推計について／国勢調査〔2015 年(平成 27 年)〕を基準とした推計値 

57,642 55,896 52,394 48,847 47,688 47,796 47,699

267,015 270,094 273,949 271,470 259,683 242,297 230,503

99,237 108,988 114,788 123,751 135,981 150,385 158,387

423,894 434,978 441,131 444,068 443,352 440,478 436,589

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

2015年

（平成27年）

2020年

（令和２年）

2025年

（令和７年）

2030年

（令和12年）

2035年

（令和17年）

2040年

（令和22年）

2045年

（令和27年）

(人）

年少人口（０～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 高齢者人口（65歳以上）

（１）人口推移 

５ 藤沢市の現状 

（２）将来人口推計（年齢３区分別） 

204,895 207,177 211,153 211,862 213,157 214,740 216,214 217,359 219,284 220,399

203,649 205,521 208,733 209,262 210,278 211,710 212,632 213,303 215,121 216,067

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

400,000

450,000

500,000

2011年
(平成23年)

2012年
(平成24年)

2013年
(平成25年)

2014年
(平成26年)

2015年
(平成27年)

2016年
(平成28年)

2017年
(平成29年)

2018年
(平成30年)

2019年
(平成31年)

2020年
（令和２年）

（人）
女性 男性

408,544 412,698 419,886 421,124 423,435 426,450 428,846 430,662 434,405 436,466
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（３）家族類型 

 

藤沢市の家族類型は、核家族世帯が 60.8％、単独世帯は 33.4％となっており、

神奈川県や全国と比較して核家族の割合が高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査〔2015 年(平成 27 年)〕 

 

 

（４）女性の労働力率 

藤沢市の女性の労働力率を年齢５歳ごとにみると、30 歳代で労働力率が大きく

低下するいわゆるＭ字カーブとなっていますが、神奈川県と比較すると、大きな差

異はみられませんが、全国と比較すると、Ｍ字の谷が深くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査〔2015 年(平成 27 年)〕 

 

（４）女性の労働力率 

（３）家族類型 

60.8

58.4

55.8

33.4

35.5

34.5

5.8 

6.1 

9.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

藤沢市

神奈川県

全国

核家族 単独世帯 その他世帯

全国, 81.4 
全国, 72.7 

全国, 77.9 神奈川県, 82.2 

神奈川県, 66.8 

神奈川県, 73.3 

17.6 

65.3 

80.5 
68.5 

63.7 
67.5 

72.2 71.4 
64.0 

46.5 

29.7 

16.8 
9.4 

5.5 3.1 

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

1
5
～
1
9
歳

2
0
～
2
4
歳

2
5
～
2
9
歳

3
0
～
3
4
歳

3
5
～
3
9
歳

4
0
～
4
4
歳

4
5
～
4
9
歳

5
0
～
5
4
歳

5
5
～
5
9
歳

6
0
～
6
4
歳

6
5
～
6
9
歳

7
0
～
7
4
歳

7
5
～
7
9
歳

8
0
～
8
4
歳

8
5
歳
以
上

(%) 全国（女性） 神奈川県（女性） 藤沢市（女性）
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（５）雇用形態 

雇用形態は、藤沢市、神奈川県、全国いずれも男性では正規雇用が８割を超えて

いるのに対し、女性では藤沢市で 42.1％、神奈川県で 43.0％、全国で 45.5％とな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査〔2015 年(平成 27 年)〕 

 

 

（６）各分野における男女の地位・立場について 

各分野における男女の地位の平等感は、「平等になっている」は『学校教育』が

63.7％でもっとも高く、『地域生活』（41.8％）、『法律や制度』（30.5％）、『家庭』（27.9％）

も高くなっています。 

「男性のほうが優遇されている」と「どちらかというと、男性のほうが優遇され

ている」の合計は、依然として『社会通念・慣習・しきたり』が 82.4％、『社会全

体』が 73.6％、『職場』が 72.1％で高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

82.2 

81.6 

81.8 

17.8 

18.4 

18.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

藤沢市

神奈川県

全国

正規雇用 非正規雇用

42.1 

43.0 

45.5 

57.9 

57.0 

54.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

藤沢市

神奈川県

全国

正規雇用 非正規雇用

【女性】 【男性】 

（５）雇用形態 

（６）各分野における男女の地位・立場について 

(N) (%)

法律や制度 1,149

 社会通念・慣習・しきたり 1,149

家庭 1,149

職場 1,149

学校教育 1,149

地域生活 1,149

社会全体 1,149

11.5

29.7

13.9

25.5

4.6

6.2

16.0

41.1

52.7

43.5

46.6

17.8

32.3

57.6

30.5

9.7

27.9

14.2

63.7

41.8

13.4

4.8

1.9

6.3

4.7

2.0

6.0

3.9

0.8

0.3

2.0

0.8

0.3

1.4

0.9

8.6

3.0

4.0

5.5

8.4

9.9

6.1

2.7

2.6

2.3

2.8

3.1

2.4

2.1

男性のほうが
優遇されている

どちらかというと、
男性のほうが

優遇されている

平等に
なっている

どちらかというと、
女性のほうが

優遇されている

女性のほうが
優遇されている

わからない 無回答
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（（７）性別役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」という考え方） 

 

性別役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」という考え方）は、「反対」「どちら

かといえば反対」と考える人が 61.2％で、「賛成」と「どちらかといえば賛成」と

考える人が 37.4％であるのと比較すると、反対と考える人が 23.8 ポイント多くな

っています。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 

（８）「女性が職業をもつこと」についての考え 

「女性が職業をもつこと」については、「子どもができたら職業を中断し、子ど

もに手がかからなくなったら再びもつ方がよい」という再就職型を考える人が

52.2％で最も高く、全国の調査と比較すると、藤沢市が 31.9 ポイント高くなって

います。一方、「ずっと職業をもつ方がよい」という就労継続型を考える人は 33.3％

で、全国の調査と比較すると、藤沢市が 27.7 ポイント低くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

内閣府男女共同参画社会に関する世論調査〔2019 年(令和元年)９月〕  

(N) (%)

全体 1,149

女性 672

男性 463

性
別

3.5

1.9

5.2

33.9

31.8

37.4

37.4

39.6

34.3

23.8

25.6

21.6

1.3

1.0

1.5

賛成 どちらかといえば賛成 どちらかといえば反対 反対 無回答

（７）性別役割分担意識（「男は仕事、女は家庭」という考え方） 

（８）「女性が職業をもつこと」についての考え 

(N)

藤沢市 全体 1,149

全国 全体 2,645

藤沢市 女性 672

全国 女性 1,407

藤沢市 男性 463

全国 男性 1,238

(%)

33.3

61.0

34.7

63.7

31.5

58.0

1.6
4.8

0.7

3.8

2.8

5.9

3.4

6.5

3.1

6.3

3.9

6.7

52.2

20.3

52.7

19.7

52.1

21.1

1.0

3.9

0.7

3.5

1.1

4.4

7.6

1.7

7.7

1.6

7.1

1.8

0.9

1.7

0.3

1.4

1.5

2.1

ずっと職業を
もつ方がよい

結婚するまで
職業をもち、
後はもたない

方がよい

子どもができる
まで職業をもち、
後は子育てに
専念するために

もたない
方がよい

子どもができた
ら職業を中断
し、子どもに手
がかからなく
なったら再び
もつ方がよい

女性は職業
をもたない
方がよい

その他 無回答
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（９）女性の活躍を進めるために必要なこと 

女性の活躍を進めるために必要なことは、「必要な知識や経験などを持つ女性が増

えること」（54.0％）、「保育・介護など公的サービスが充実すること」（49.8％）、「夫

などの家族が子育て・介護・家事などをともに分担すること」（47.3％）が 50％前

後で上位となっており、どれも女性が男性より高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

  

（９）女性の活躍を進めるために必要なこと 

54.0

49.8

47.3

38.4

30.2

26.2

21.8

18.0

3.8

2.1

3.0

1.6

54.8

53.9

53.9

42.6

32.6

23.5

23.1

18.3

3.1

1.3

3.7

1.2

53.3

44.7

38.2

32.8

26.8

30.5

20.1

17.9

4.1

3.2

2.2

1.3

0％ 20％ 40％ 60％

必要な知識や経験などを持つ女性が増えること

保育・介護など公的サービスが充実すること

夫などの家族が子育て・介護・家事などを
ともに分担すること

長時間労働が改善されること

職場の上司・同僚・部下や顧客が
女性リーダーを必要とすること

リーダーになることを希望する女性が増えること

企業などで、広域異動を伴わない
管理職ポストが増えること

ロールモデルとなる女性のリーダーが増えること

その他

特にない

わからない

無回答

全体(n=1,149)

女性(n=672)

男性(n=463)
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（10）ワーク・ライフ・バランスを実現するために必要だと思うことは仕事、女は
家庭」という考え方） 

ワーク・ライフ・バランスを実現するために必要だと思うことは、「育児・介護

休業制度の拡充や育児・介護休業を取りやすい就労環境」が 42.3％で最も高く、

次いで「柔軟な就労時間や在宅勤務など多様な働き方が可能な就労形態」が39.3％、

「仕事優先の考え方を見直す」が 34.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

  

（10）ワーク・ライフ・バランスを実現するために必要だと思うこと 

42.3

39.3

34.4

23.3

22.7

19.9

18.3

16.8

12.1

11.1

6.5

6.0

3.2

4.3

49.3

38.5

29.9

16.8

24.6

21.7

18.8

17.6

12.6

11.2

7.3

6.4

2.5

4.8

32.8

40.8

41.3

33.0

19.7

17.1

17.7

15.3

11.7

11.2

5.2

5.6

4.1

3.0

0％ 20％ 40％ 60％

育児・介護休業制度の拡充や育児・介護休業を
取りやすい就労環境

柔軟な就労時間や在宅勤務など多様な働き方が
可能な就労形態

仕事優先の考え方を見直す

仕事以外の時間を多くもてるようにする

家族間の理解を深める

男女で異なる賃金体系を是正し、育児・介護休業取得
による男女間の経済的影響の差をなくす

子どもの頃からの育て方や教育

地域の支援や各種サービスの充実により、
家事・育児・介護の負担を減らす

男性が家事などを行うことについて、
社会的評価を高める

家事・育児や介護に関する知識や技術の習得

家庭と仕事の両立について、
男女ともに相談しやすい窓口の設置

男女ともに参加できる子育て・介護などの
仲間（ネットワーク）づくり

その他

無回答

全体(n=1,149)

女性(n=672)

男性(n=463)
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（11）ＤＶを防ぐために重要だと思うこと 

ＤＶを防ぐために重要だと思うことは、「被害者が早期に相談できるよう、身近な

窓口を増やす」が 44.8％で最も高く、次いで「あらゆる所で暴力を防止するための

教育を行う」、「加害者への罰則を強化する」がそれぞれ 33.5％、「家庭内でも男女

は対等であることの教育を推進する」が 30.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

 

  

（11）ＤＶを防ぐために重要だと思うこと 

44.8

33.5

33.5

30.3

24.3

22.3

17.3

13.1

13.1

10.5

2.3

5.3

46.3

33.6

31.5

30.5

24.4

22.2

18.0

11.9

13.7

11.9

1.2

5.4

43.4

33.7

36.9

30.5

24.6

22.9

16.6

14.9

12.3

8.9

4.1

3.7

0％ 20％ 40％ 60％

被害者が早期に相談できるよう、身近な窓口を増やす

あらゆる所で暴力を防止するための教育を行う

加害者への罰則を強化する

家庭内でも男女は対等であることの教育を推進する

地域のつながりを深め、互いに見守れる社会をつくる

暴力は人権侵害であるという広報・啓発活動を
積極的に行う

加害者に対し、再発防止のための教育を行う

被害者を発見しやすい立場にある警察・
医療関係などに対し、研修や啓発を行う

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、
コンピュータソフトなど）を取り締まる

加害者が相談できる身近な窓口を設置する

その他

無回答

全体(n=1,149)

女性(n=672)

男性(n=463)
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（12）メディアにおける性表現・暴力表現についての考えは仕事、女は家庭」とい
う考え方） 

メディアにおける性表現・暴力表現についての考えは、「非常にそう思う」と「や

や思う」の合計は『女性の性的側面を過度に強調するなど、行き過ぎた表現が目立

つ』（62.8％）、『社会全体の性に関する道徳観・倫理観が損なわれている』（67.6％）、

『女性に対する犯罪を助長する恐れがある』（62.9％）、『そのような表現を望まな

い人や、子どもの目に触れないような配慮が足りない』（66.5％）のすべてが６割

以上と高く、全般的に否定的な様子がうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

 

（13）セクシュアル・マイノリティの人にとって生活しづらい社会だと思うか 

セクシュアルマイノリティの人にとって、偏見や差別などにより、生活しづらい

社会だと思う人は「思う」（32.9％）と「どちらかといえば思う」（43.9％）を合わ

せると、全体の４分の３以上を占めています。 

年代別でみると、「思う」と「どちらかといえば思う」の合計は 20 代から 60 代

が８割以上で、30 代（87.0％）、40 代（86.1％）でやや高くなっており、母数が少

ないため参考値ではありますが、20 歳未満でも「思う」が 58.3％、「思う」と「ど

ちらかといえば思う」を合わせると 91.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 12

20代 79

30代 139

40代 187

50代 198

60代 216

70代以上 308

32.9

58.3

40.5

44.6

39.0

31.8

33.8

21.1

43.9

33.3

40.5

42.4

47.1

52.5

48.6

36.4

10.6

11.4

9.4

8.6

10.1

8.8

14.6

9.1

8.3

7.6

3.6

4.8

5.6

6.0

17.9

3.6

0.5

2.8

10.1

思う
どちらかといえば

思う
どちらかといえば

思わない
思わない 無回答

（12）メディアにおける性表現・暴力表現についての考え 

（13）セクシュアルマイノリティの人にとって生活しづらい社会だと思うか 

(N) (%)
女性の性的側面を過度に強調するなど、
行き過ぎた表現が目立つ 1,149

社会全体の性に関する道徳観・倫理観
が損なわれている 1,149

女性に対する犯罪を助長する恐れがある 1,149

そのような表現を望まない人や、子どもの
目に触れないような配慮が足りない 1,149

16.2

18.8

17.8

23.9

46.6

48.8

45.1

42.6

25.7

21.8

25.3

18.1

7.0

5.9

6.5

6.1

4.5

4.7

5.3

9.2

非常にそう思う やや思う あまり思わない 思わない 無回答
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（114）セクシュアル・マイノリティの人に対する偏見・差別をなくし、 

生活しやすくなるために必要な対策 

セクシュアルマイノリティの人に対する偏見・差別をなくし、生活しやすくなる

ために必要な対策としては、「学校教育の中で、性の多様性について正しい知識を教

える」が 61.7％と特に高く、これに「法律等に、セクシュアルマイノリティの方々

への偏見や差別解消への取り組みを明記する」が 27.0％で続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 ♢セクシュアルマイノリティ♢ 

からだの性と性自認が異なる人、性的指向が同性（あるいは両性）に向いている人など
を、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）と呼ぶことがあります。また、セクシュ
アルマイノリティを表すことばとして、ＬＧＢＴ等があります。ＬＧＢＴはレズビアン
（Lesbian）、ゲイ（Gay）、バイセクシャル（Bisexual）、トランスジェンダー（Transgender）
の頭文字を組み合わせたものです。 
その他にも、恋愛感情や性愛の感情を抱かないアセクシュアル、自身の性別や性的指向
を分類できないと考えるクエスチョニングや、身体的に男女の区別をつけにくいインタ
ーセックス、性自認を男女のいずれかと認識しないＸジェンダーなど、多彩なセクシュ
アリティが存在します。 

（14）セクシュアルマイノリティの人に対する偏見・差別をなくし、 
生活しやすくなるために必要な対策 

(%)

N

学校教育
の中で、

性の多様性
について

正しい知識を
教える

法律等に、
セクシュアル
マイノリティの

方々への偏見や
差別解消への
取り組みを
明記する

企業などが、
働きやすい

職場環境づくり
の取り組みをする

生徒や市民への
対応を想定し、
小中高などの
学校教員や

行政職員への
研修等を行う

相談窓口等を
充実させ、
周知する

行政が市民等へ
周知啓発を行う

当事者や
支援団体、

行政等を交えた
連絡、意見交換

を行う

わからない その他 無回答

全体 882 61.7 27.0 24.4 20.5 10.5 9.6 6.6 7.8 2.3 1.4

20歳未満 11 63.6 36.4 45.5 18.2 9.1      -      - 9.1      -      -

20代 64 65.6 32.8 31.3 25.0 1.6 6.3 9.4 4.7 3.1 1.6

30代 121 63.6 24.8 24.8 24.0 4.1 6.6 3.3 8.3 5.8 0.8

40代 161 64.0 24.8 26.1 24.2 7.5 11.2 5.6 7.5 2.5      -

50代 167 58.1 34.1 25.7 15.0 9.6 4.2 5.4 10.2 3.0 0.6

60代 178 64.6 27.0 24.2 23.6 11.2 11.2 9.0 6.7      -      -

70代以上 177 57.6 20.9 16.9 15.8 21.5 15.8 7.9 7.9 1.1 5.1
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（15）生活や身の回りの環境の５年前との比較 
 

国では、「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）が実現した社会」に

ついて、『就労による経済的自立が可能な社会』、『健康で豊かな生活のための時間

が確保できる社会』、『多様な働き方・生き方が選択できる社会』の３つの項目を掲

げています。 

『就労による経済的自立が可能な社会』は藤沢市、全国とも「変わらないと思う」

の割合が高く、藤沢市 48.5％、全国 63.4％で藤沢市が 14.9 ポイント低くなってい

ます。「良くなったと思う」「どちらかといえば良くなったと思う」の合計（以下「良

くなった（計）」という。）は、藤沢市、全国ともほとんど差はありません。「悪く

なったと思う」「どちらかといえば悪くなったと思う」の合計（以下「悪くなった

（計）」という。）は、全国 12.3％に対し、藤沢市は 19.3％で 7.0 ポイント高くな

っています。 

『健康で豊かな生活のための時間が確保できる社会』は藤沢市、全国とも「変わ

らないと思う」の割合が高く、藤沢市 50.7％、全国 61.7％で藤沢市が 11.0 ポイン

ト低くなっています。「良くなった（計）」は藤沢市、全国ともほとんど差はありま

せん。「悪くなった（計）」は全国 11.7％に対し藤沢市は 16.2％で 4.5 ポイント高

くなっています。 

『多様な働き方・生き方が選択できる社会』も同様に「変わらないと思う」の割

合が高く、藤沢市 49.9％、全国 60.2％で藤沢市が 10.3 ポイント低くなっています。

「良くなった（計）」は藤沢市 25.5％、全国 22.3％で藤沢市が 3.2 ポイント高くな

っています。「悪くなった（計）」は藤沢市、全国ともほとんど差はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

 

 

（15）生活や身の回りの環境の５年前との比較 

(N) (%)

藤沢市 全体 1,149

全国 全体 3,059

藤沢市 全体 1,149

全国 全体 3,059

藤沢市 全体 1,149

全国 全体 3,059

就労による経済的
自立が可能な社会

健康で豊かな生活
のための時間が
確保できる社会

多様な働き方・生き
方が選択できる社会

3.1

3.6

2.4

3.2

2.4

2.5

16.5

15.6

19.1

19.5

23.1

19.8

48.5

63.4

50.7

61.7

49.9

60.2

12.2

9.3

11.1

9.7

7.3

9.9

7.1 

3.0 

5.1 

2.0 

4.4 

2.6 

8.9

5.2

8.2

3.9

9.4

5.1

3.7

3.4

3.6

良くなったと思う
どちらかといえば
良くなったと思う

変わらないと思う
どちらかといえば
悪くなったと思う

悪くなったと思う わからない 無回答
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（16）男女共同参画社会を実現していくために行政に望むこと 

 

男女共同参画社会を実現していくために行政に望むことは、「育児や介護に関する

サービスの充実」が 51.1％で最も高く、次いで「学校教育や社会教育の場で、男女

の人権を尊重する学習の充実」が 49.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

 

（16）男女共同参画社会を実現していくために行政に望むこと 

51.1

49.4

39.1

38.6

33.8

29.5

28.8

25.3

24.0

20.3

16.7

11.8

10.3

1.7

6.9

54.6

49.9

45.4

39.1

34.7

30.7

29.3

27.7

25.4

19.8

16.4

12.6

11.6

1.3

6.3

47.1

50.1

30.7

39.1

33.0

28.1

28.9

22.5

22.7

21.6

17.5

11.0

8.6

2.2

6.0

0％ 20％ 40％ 60％

育児や介護に関するサービスの充実

学校教育や社会教育の場で、男女の人権を尊重する
学習の充実

育児や介護を、家庭だけでなく地域や企業など
社会全体で担っていく意識の醸成

法律や制度の見直しによる女性の不利益の改善

職場における男女の平等な扱いについての
企業等への周知徹底

就労条件の改善等についての企業等への啓発

政治・経済・社会など多様な分野で、活躍できる
女性の人材育成

女性の就労機会の増加や、職業訓練等の充実

行政の政策・方針を決定する審議会等委員への
女性の積極的な登用

国・地方公共団体・企業が、採用や管理職への
登用における女性の比率を定める積極策を講じる

男女の多様なライフスタイルなどについての
情報提供の充実

情報提供や総合相談、交流、女性の就労支援などを
総合的に行う拠点施設の充実

各国の女性との交流・協力の推進

その他

無回答

全体(n=1,149)

女性(n=672)

男性(n=463)
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第２章 計画の基本的な考え方 

 

 

１ プランの名称 

 

 

藤沢市では、前述のとおり、1990年（平成２年）に、「ふじさわ女性行動計画」を

策定後、2001年（平成13年）に「ふじさわ男女共同参画プラン2010」を策定し、男

女共同参画の推進を図るため、プランの改定や策定を行ってきました。 

今後は、ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）における17の目標の一つとして「ジェ

ンダー平等の実現」が掲げられていること、また、次世代に向けて、多様な生き方

や考え方を認め合うまちづくりをさらに進め、「男女」に限らず、誰もが生きやすい

社会の実現に向けためざすまちの姿を示すものとして、プランの名称を「ふじさわ

ジェンダー平等プラン2030～藤沢市男女共同参画計画～」と称します。 

 

 

２ 将来像 

 

 

「ふじさわジェンダー平等プラン2030～藤沢市男女共同参画計画～」は、一人ひ

とりの人権を尊重し、皆で協働して「ジェンダー平等」のまちを創ることをめざし

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第２章  計画の基本的な考え方 

１  プランの名称 

共に生き、共に創ろう、未来につなぐ、 

ジェンダー平等のまち「ふじさわ」 

将 来 像 

２  将来像 
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３ ３つの基本理念 

 

将来像“共に生き、共に創ろう、未来につなぐ、ジェンダー平等のまち「ふじさ

わ」”を実現するため、３つの基本理念を定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ ６つの重点目標 

 

３つの基本理念の実現のため、次の６つの重点目標を掲げ、積極的に施策を推進

していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３  ３つの基本理念 

４  ６つの重点目標 

固定的性別役割分担を解消し、人権を尊重したジェンダー平等社会を実現する 
ワーク・ライフ・バランスの実現をめざすとともに、誰もが多様な分野に参画し、
互いに認め育て合う社会を実現する 
困難な状況にある人々への支援をはじめ、誰もが健康で安心して暮らせる社会を
実現する 

３つの基本理念 

重点目標１  人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 
重点目標２  あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 
重点目標３  ワーク・ライフ・バランスの推進 
重点目標４  あらゆる暴力の根絶 
重点目標５  多様な性を尊重する社会づくり 
重点目標６  誰もが安心して暮らせる社会づくり 

６つの重点目標 
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（１）重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 

ジェンダー平等の社会を実現するためには、性別及び性的指向、人種、年齢、障

がいの有無などにとらわれず、誰もが個人として尊重され、お互いに対等な存在と

して認識することが出発点であり、一人ひとりが自らの人生を豊かにすることので

きる社会づくりが重要です。このため、社会教育や学校教育などあらゆる場におい

て、こうした人権尊重の精神に基づく、ジェンダー平等の視点に立った学習機会を

充実するとともに、家庭、地域社会、職場等における性別による固定的性別役割分

担意識の解消を図る必要があります。 

 

（２）重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 

 

あらゆる分野において女性の参画が拡大することにより、多様な視点・価値観を

政策や方針に取り入れることが可能になります。それは、一人ひとりの人権を擁護

するだけでなく、社会の多様性と活力を高めることにもつながります。このため、

政策・方針決定過程への女性の参画の促進をはじめ、女性の参画が進んでいない分

野においては、実効性のあるポジティブ・アクション（積極的改善措置）などを推

進するとともに、より多くの女性が主体的に参画する意欲を高められるよう取組を

進めていくことが重要です。 

 

（３）重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 

 

ジェンダー平等の社会を実現するためには、働きたい誰もが社会の対等な構成員

として、その個性と能力を十分に発揮できることが極めて重要です。そのためには、

育児休業や介護休業取得の啓発、女性に対して妊娠中または出産後も安心して働き

続けるために母性健康管理の推進や起業・再チャレンジの支援、また男性に対して

は働き方の見直しなど、男女が対等なパートナーとして働くことができるよう社会

全体で支えていくことが必要です。 

  

重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 

重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 

重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 
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（４）重点目標４ あらゆる暴力の根絶 

 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）をはじめ、虐待や性暴力といったさまざまな暴力は、

犯罪となる行為を含むだけでなく、重大な人権侵害であり、ジェンダー平等社会の

実現を阻害するものとして許されるものではありません。こうした認識が市民に浸

透するよう、ＤＶやデートＤＶ等を防止するための広報・啓発の取組を継続すると

ともに、被害者、とりわけ、声を上げにくい状況にある人々への支援体制の強化と

相談体制の充実に向け、きめ細かな対応を図ることが重要です。 

 

（５）重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 

 

性的指向、性自認などにとらわれず一人の人間としてその個性と能力を十分に発

揮し、社会的責任を分かち合い、ともに家庭、地域社会、職場等のあらゆる分野に

参画できる社会を実現するためには、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）の

立場を理解し、認識を深め、定着させていくことが重要です。また、性的指向、性

自認などを理由に悩み、生活のしづらさを感じている人々の支援も社会全体で進め

ていく必要があります。 

 

 

（６）重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 

 

国全体で人口減少と少子高齢化がより一層進行し、私たちを取り巻く環境が急速

に変化するなか、社会のさまざまな場面で弱い立場にある人が、さらに困難な状況

に陥り、悪循環に苦しむことのないようなまちづくりが求められています。ひとり

親家庭の自立支援や、高齢者や障がいのある人が安心して暮らせる環境づくりを進

める必要があります。また、誰もが生涯を健やかに暮らすためには、日頃からの心

身の健康づくりが重要です。女性は、妊娠・出産や女性特有の更年期疾患を経験す

る可能性があるなど、生涯を通じ女性と男性で異なる健康上の問題に直面すること

に留意することを引き続き啓発していくことも重要です。 

 

 

  

重点目標４ あらゆる暴力の根絶 

重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 

重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 
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 全体像「将来像・３つの基本理念・６つの重点目標」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

５  全体像「将来像・３つの基本理念・６つの重点目標」 
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６ 計画の位置づけ・基本的方向 

 

 

この計画は「男女共同参画社会基本法」第14条第３項に基づく「市町
村男女共同参画計画」です。 

この計画の重点目標２の課題１及び２、並びに重点目標３の各課題に
ついては、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、
「女性活躍推進法」という。）第６条第２項に基づく「市町村推進計画」
を包含して策定しています。 

この計画の重点目標４の課題２については、「配偶者からの暴力の防止
及び被害者の保護等に関する法律」（以下、「ＤＶ防止法」という。） 
第２条の３第３項に基づく「市町村基本計画」を包含して策定してい
ます。また、「ふじさわ男女共同参画プラン2020」の別冊として、2013
年（平成25年）３月に策定した「ふじさわＤＶ防止・被害者支援計画」
を包含して策定しています。 

この計画は、国の「第５次男女共同参画基本計画」、県の「かながわ男
女共同参画推進プラン（第４次）」を勘案するとともに、「藤沢市市政
運営の総合指針」及び各種関連計画と連携した計画です。 

この計画は、ジェンダー平等社会の実現をめざして、直接的、間接的
に関連する施策を体系化し、市民、ＮＰＯ、ボランティア、大学、 
企業、行政、それぞれの活動主体が連携し、協働して実施していく 
ものです。 

 

７ 計画の期間 

 

 

この計画は、2021年度（令和３年度）から2030年度（令和12年度）までの10年間

を目標年次とした計画です。 

 

 

 

 

  

 

 

 

６  計画の位置づけ・基本的方向 

2021年度
(令和3年度)

2022年度
(令和４年度)

2023年度
(令和５年度)

2024年度
(令和６年度)

2025年度
(令和７年度)

2026年度
(令和８年度)

2027年度
(令和９年度)

2028年度
(令和10年度)

2029年度
(令和11年度)

2030年度
(令和12年度)

ふじさわジェンダー平等プラン2030～藤沢市男女共同参画計画～

７  計画の期間 

前 期 後 期 
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 体系 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

将来像 

共
に
生
き
、
共
に
創
ろ
う
、
未
来
に
つ
な
ぐ
、 

ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
の
ま
ち
「
ふ
じ
さ
わ
」 

基本理念 

固
定
的
性
別
役
割
分
担
を
解
消
し
、
人
権
を
尊
重
し
た
ジ
ェ
ン
ダ
ー
平
等
社
会
を
実
現
す
る 

ワ
ー
ク
・ラ
イ
フ
・バ
ラ
ン
ス
の
実
現
を
め
ざ
す
と
と
も
に
、
誰
も
が
多
様
な
分
野
に
参
画
し
、 

互
い
に
認
め
育
て
合
う
社
会
を
実
現
す
る 

困
難
な
状
況
に
あ
る
人
々
へ
の
支
援
を
は
じ
め
、
誰
も
が
健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
社
会
を
実
現
す
る 

重 点 目 標 課  題 

８  ふじさわジェンダー平等プラン2030 ～藤沢市男女共同 
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施策の方向性 取組の内容 

参画計画～体系図 
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し
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互
い
に
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育
て
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う
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会
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現
す
る 
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難
な
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況
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あ
る
人
々
へ
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援
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め
、
誰
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で
安
心
し
て
暮
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せ
る
社
会
を
実
現
す
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重 点 目 標 課  題 
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施策の方向性 取組の内容 
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第３章 重点目標と課題・施策の方向性 
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第３章 重点目標と課題・施策の方向性 

 

 

１ 重点目標と課題・施策の方向性 

 

（１）重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 

 

あらゆる場において、人権尊重の精神に基づく、ジェンダー平等の視点に立った学習機会を充実す

るとともに、家庭、地域社会、職場等における性別による固定的役割分担意識の解消をめざします。 

重点目標１を実現するための担い手の役割と方向性 

市 民 ジェンダー平等社会の実現に向けたイベントや学習会に自発的に
参加し、ジェンダー平等についての理解を深めることに努めます。 

ＮＰＯ 
ボランティア 

さまざまな地域活動の組織・運営を通じて、人権を尊重したジェン
ダー平等の社会づくりに努めます。 

大 学 地域、行政等と協働し、学生をはじめ、市民への意識啓発活動など、
人権を尊重したジェンダー平等の社会づくりに努めます。 

企 業 企業内のジェンダー平等をさらに進めるため、研修会などを実施し
て社員等の意識啓発を図ります。 

行 政 研修会や講演会の開催、情報紙の配布などを通して、ジェンダー平
等の意識啓発活動を推進・支援します。 

 

  課題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

各分野における「男女の地位・立場の平等感」については、「藤沢市男女共同参画

に関する市民意識調査〔2018 年（平成 30 年）11 月実施〕」（以下、「市民意識調査」

という。）において、「男性のほうが優遇されている」と「どちらかというと、男性

のほうが優遇されている」の合計（以下、「男性優遇（計）」という。）は、依然とし

て『社会通念・慣習・しきたり』が最も高くなっています（17 ページ）。 

また、この「男性優遇（計）」については、性別を問わず、すべての年代で高く、

男性では 50 代・60 代で８割を超えているのに比べ、女性は 20 代から 60 代までが

８割を超え、40 代は 91.2％となっており、国の調査と比較しても、市として 12.3

ポイント高くなっています。 

また、「今後男女があらゆる分野で平等になるためにもっとも重要と思うこと」と 

して「男女を取巻くさまざまな偏見、固定的な社会通念・慣習・しきたりなどを改 

課題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

第３章  重点目標と課題・施策の方向性 

１  重点目標と課題・施策の方向性 

重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 
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めること」については、2013 年（平成 25 年）に実施した「藤沢市男女共同参画に 

関する市民意識調査」（以下、「前回調査」という。）と比較するとやや改善されたも

のの、他の項目と比較すると、37.0％と依然高くなっています。 

 「社会通念」「慣習」「しきたり」を改めていくためには、固定的な性別役割分担

意識の改革や性差に対する偏見の解消を図る必要があります。そのためには、引き

続き、行政のみならず、さまざまな主体が協働して、情報提供や啓発活動の充実に

努め、ジェンダー平等の社会づくりを進めていくことが重要です。 

図表 1 男女の地位・立場について 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

内閣府男女共同参画社会に関する世論調査〔2019 年(令和元年)９月〕 

図表 2 性別・年代別でみた男女の地位・立場について＜社会通念・慣習・しきたり＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 6

20代 50

30代 90

40代 114

50代 120

60代 128

70代以上 162

20歳未満 6

20代 28

30代 48

40代 73

50代 78

60代 88

70代以上 141

女
性
年
代

男
性
年
代

29.7

50.0

20.0

44.4

44.7

40.0

35.2

27.8

25.0

18.8

17.8

21.8

29.5

15.6

52.7

16.7

68.0

44.4

46.5

47.5

50.8

50.6

83.3

42.9

54.2

58.9

59.0

56.8

60.3

9.7

4.0

4.4

5.3

3.3

10.2

11.7

21.4

10.4

16.4

16.7

4.5

17.0

1.9

2.0

1.1

0.9

2.5

1.6

7.1

6.3

5.5

1.3

2.3

0.7

0.3

0.6

16.7

3.6

1.4

3.0

33.3

6.0

4.4

0.9

4.2

0.8

4.9

4.2

1.3

2.3

2.8

2.6

1.1

1.8

2.5

1.6

4.3

6.3

4.5

3.5

男性のほうが
優遇されている

どちらかというと、
男性のほうが

優遇されている

平等に
なっている

どちらかというと、
女性のほうが

優遇されている

女性のほうが
優遇されている

わからない 無回答

(N) (%)

藤沢市 全体 1,149

国 全体 2,645

社会通念･
 慣習･
しきたり

29.7

19.1

52.7

51.0

9.7

22.6

1.9

2.1

0.3

0.2

3.0

5.0

2.6

男性のほうが
優遇されている

どちらかというと、
男性のほうが

優遇されている

平等に
なっている

どちらかというと、
女性のほうが

優遇されている

女性のほうが
優遇されている

わからない 無回答

82.4%

70.1%
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図表 3 今後男女があらゆる分野で平等になるためにもっとも重要と思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 

 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

 講演会やワークショップなどの啓発活動により、企業及び地域団体等への働きか

けを行い、市民・地域・行政が協働して意識改革を進めていきます。 

また、多様な出版物や広報において、性別に基づく固定観念にとらわれず、多様

なイメージが社会に浸透する表現にします。 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

１ 

ジェンダー平等社会の形成に向けた意識改革のための 
イベント、研修の実施 
ジェンダー平等についての理解を深め、気づきを促すため、
多様な事業を実施します。 

 人権男女共同平和課 
 職員課 

２ 

ジェンダー平等の視点に立った広報・出版物などにおける 
表現の配慮 
市から情報発信する刊行物・ホームページ・放送でのことば
やイラストなどを、ジェンダー平等の視点から望ましい表現
にします。 

 広報課 

 

  

施策の方向性①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

(N) (%)

今回調査 1,149

前回調査 1,127

9.5

7.2

37.0

41.9

11.8 9.4

13.5

12.0

21.6

12.0

9.3

2.2

4.6

6.1

2.0

法律や制度の
見直しを
おこない、
性差別

につながる
ことを改める

こと

男女を取巻く
さまざまな

偏見、固定的
な社会通念

・慣習・しきたり
などを改める

こと

家庭内に
おいて、男女が

それぞれの
個性を発揮
し、協力した
家庭生活が
営まれること

女性自身が
経済力を
つけたり、

知識・技術
を習得したり
するなど、
積極的に

能力の向上を
図ること

女性の就業、
社会参加を

支援する施設
やサービスの

充実を図ること

官公庁・企業
などの重要な
役職や、議会
に一定の割合
で女性を登用
する制度を
推進すること

その他 無回答
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施策の方向②ジェンダー平等を推進するための情報収集と提供 

ジェンダー平等に関する資料や情報を積極的に収集し、広報紙や図書館等で特集

を組むなど、市民にわかりやすいように提供していきます。 

また、ジェンダー平等社会の実現に向け、解決すべき課題を把握するために必要

に応じて市民意識調査等を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  課題２ ジェンダー平等社会の意識づくり 

ジェンダー平等社会の実現のためには、年齢にともなって変化する生活段階に応

じた教育や学習が重要です。「市民意識調査」の結果においても、『学校教育や社

会教育の場で、男女の人権を尊重する学習の充実』は、「前回調査」と比較すると、

『育児や介護に関するサービスの充実』に次いで多くなっています。 

「藤沢市教育振興基本計画（第３期）」〔2020 年（令和２年）３月〕では、新学

習指導要領における、“よりよい学校教育を通してよりよい社会を創る”という理

念のもと、「一人ひとりの児童生徒が、自分のよさや可能性を認識するとともに、

あらゆる他者を価値のある存在として尊重すること」ができるような教育課程が重

要であるとの指摘を踏まえて、人権尊重の理念を身につけさせる子どもたちの育成

を、事業として位置づけています。 

「市民意識調査」の「男女の地位の平等感」（17 ページ）において、「平等にな

っている」は『学校教育』が最も高くなっていますが、子ども・青少年を取り巻く

社会環境は大きく変化しており、幼少期も含めたジェンダー平等意識の形成や、固

定的な性別役割分担意識にとらわれない、女子中学生・高校生の理系志望の促進・

支援等のライフキャリア教育の推進などに向けて、家庭・学校・地域が協働して取

り組むことが重要です。 

また、社会教育の場においても、すべての人が生涯を通じて学び続け、一人ひと

りの学びの成果を地域の課題解決に生かして活躍できるようにする体制づくりの充

実が求められています。理志 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

３ 
ジェンダー平等に関する情報収集と提供 
ジェンダー平等意識の啓発や理解を深めるための情報提供
を積極的に進めます。 

 人権男女共同平和課 
 総合市民図書館 

４ 
ジェンダー平等に関する意識調査等の実施 
ジェンダー平等に関する意識や考え方について実態調査等
を実施します。 

 人権男女共同平和課 

施策の方向性②ジェンダー平等を推進するための情報収集と提供 

課題２ ジェンダー平等学習の推進 
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図表 4 男女共同参画社会を実現していくために行政に望むこと ＜経年比較＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 

 施策の方向①子ども・青少年へのジェンダー平等教育の推進 

子ども・青少年に固定的な性別役割分担意識を持たせないよう配慮し、子ども・

青少年が互いの人格や人権を尊重できる心を育てていくことができるように、幼少

期からのジェンダー平等意識の形成を進めていきます。 

 また、成長段階に応じ、いじめや性暴力といった課題が生じる背景について子ど

も自身が考え、互いの性やジェンダー平等について理解を深める教育を進めるとと

もに、セクシュアルハラスメントやデートＤＶの防止、セクシュアルマイノリティ

（性的少数者）に対する理解などの多様な課題に教職員が対応するために、教職員

の研修や相談体制を充実します。 

  

51.1

49.4

39.1

38.6

33.8

29.5

28.8

25.3

24.0

20.3

16.7

11.8

10.3

1.7

6.9

58.4

47.9

48.3

40.0

35.3

38.6

26.6

29.8

25.2

23.0

20.1

17.8

11.3

3.4

5.4

0％ 20％ 40％ 60％

育児や介護に関するサービスの充実

学校教育や社会教育の場で、男女の人権を尊重する
学習の充実

育児や介護を、家庭だけでなく地域や企業など
社会全体で担っていく意識の醸成

法律や制度の見直しによる女性の不利益の改善

職場における男女の平等な扱いについての
企業等への周知徹底

就労条件の改善等についての企業等への啓発

政治・経済・社会など多様な分野で、活躍できる
女性の人材育成

女性の就労機会の増加や、職業訓練等の充実

行政の政策・方針を決定する審議会等委員への
女性の積極的な登用

国・地方公共団体・企業が、採用や管理職への
登用における女性の比率を定める積極策を講じる

男女の多様なライフスタイルなどについての
情報提供の充実

情報提供や総合相談、交流、女性の就労支援などを
総合的に行う拠点施設の充実

各国の女性との交流・協力の推進

その他

無回答

今回調査 全体(N=1,149)

前回調査 全体(N=1,127)

施策の方向性①子ども・青少年へのジェンダー平等教育の推進 
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No. 取組の内容 主な担当課 

５ 

家庭・保育園などにおける幼少期からのジェンダー平等 
意識の形成 
子どもに固定的な性別役割分担意識を持たせないよう配慮し
ます。また、性についてジェンダー平等の視点から、子ども
の成長段階に応じた指導を行います。 

 保育課 

６ 

ジェンダー平等に基づく教育課程の推進 
学校生活において、基本的人権を尊重したジェンダー平等観
を育むとともに、地域の実態に応じた特色のある教育課程の
編成を行い、ジェンダー平等教育がより充実するように推進
します。 

 教育指導課 

７ 

心身の発育・発達と性に関わる教育の推進 
ジェンダー平等の視点から、児童・生徒の発達段階に応じて、
心身の発育・発達と性に関わる教育を継続的に推進します。
また、セクシュアルマイノリティとされる児童・生徒へのき
め細かな対応を推進します。 

 教育指導課 
 子ども健康課 

８ 

教育相談の充実 
子どもを取り巻くさまざまな環境の中で、多様な問題を持つ
児童・生徒が充実した学校生活を送ることができるよう、相
談活動の充実に努めます。 

 教育指導課 

９ 

教育現場におけるジェンダー平等の職場づくりと 
研修の推進 
各学校において、ジェンダー平等社会を実現する視点に立っ
た学校運営、職務内容、役割分担が確立されるよう、一層の
意識の確立と課題の解決に努めます。 

 教育指導課 
 学務保健課 

 

 ③ 施策の方向②社会教育におけるジェンダー平等学習の推進 

市では、生涯のさまざまな段階に応じ、一人ひとりの学びや活動の循環を個人レ

ベルから地域レベルへと広げていくことで、持続可能な地域社会づくりをめざして

います。13 地区にある公民館をはじめとする社会教育の場において、ジェンダー平

等の意識を高め、固定的な性別役割分担にとらわれない意識が醸成されるよう、多

様な主体との連携により、一層の学習機会の充実に努めます。 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

10 

生涯を通じたジェンダー平等学習の充実 
あらゆる年代の人々が、ジェンダー平等への理解を深め、
実践につなげることができるよう、多様な学びの機会を提
供します。 

 生涯学習総務課・公民館 

 

施策の方向性②社会教育におけるジェンダー平等学習の推進 
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  課題３ ジェンダー平等社会実現のための人権意識の醸成 

ジェンダー平等社会の実現をめざす上で、人はみな平等であるという基本認識に

立ち、さまざまな文化や価値観、生活様式などの個性を認め合い、互いの人権を尊

重し合うことが大切です。 

差別を容認する環境は、平和で安全な社会づくりを阻害するものであり、いじめ、

虐待、ＤＶ、ＳＮＳなどインターネット上における人権侵害、ヘイトスピーチなど、

さまざまな人権問題を生むこととなります。 

昨今では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、感染者や医療従事者と

その家族などに対する不当な差別や偏見、誹謗中傷、いじめといった問題や、家庭

内における虐待やＤＶの増加が大きな問題となっています。 

「藤沢市人権施策推進指針」〔2016年（平成28年）３月改定〕の中では、人権尊重

の精神が社会や生活の中に定着し、すべての市民の日常行動の基準となることを「人

権文化」としてとらえ、「人権を大切にし、『人権文化』を育むまちづくり」を基本

理念に位置づけ、人権施策の推進を図っていますが、今後も新たな課題への適切な

対応を図りながら、人権意識を醸成する啓発・教育活動の推進と各分野の個別施策

を推進していくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市人権施策推進指針〔2016年(平成28年)３月改定〕 

 

  

課題３ ジェンダー平等社会実現のための人権意識の醸成 
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 ③ 施策の方向①人権を醸成するまちづくりの推進 

すべての市民がお互いの人権を尊重し、自分らしい生き方ができるよう、人権施

策を総合的に推進します。喫緊の人権課題や新たな人権課題への対応をはじめ、外

国につながりのある人やセクシュアルマイノリティ（性的少数者）など、社会的支

援や社会の中における理解が進んでいない人権課題への対応を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市人権施策推進指針 リーフレット〔2020年(令和２年)４月〕 

No. 取組の内容 主な担当課 

11 

人権施策の総合的な推進 
「藤沢市人権施策推進指針」〔2016年(平成28年)３月改定〕
に基づき、あらゆる施策において、人権尊重の視点を反映
させていくとともに、人権に対する正しい理解と認識を深
めるため、講演会等の開催及び人権団体主催の講演会・研
修会等への積極的参加を進めます。 

 人権男女共同平和課 
 教育総務課 
 教育指導課 
 生涯学習総務課・公民館 

12 

互いの文化を尊重した多文化共生のまちづくりの充実 
「藤沢市多文化共生のまちづくり指針」〔2014年(平成26年)
２月改定〕に基づき、国際交流等を通じて国際理解を深め
ることにより、さまざまな文化を認め合い、人権を尊重し
た多文化共生のまちづくりを推進します。 

 人権男女共同平和課 
 青少年課 

施策の方向性①人権意識を醸成するまちづくりの推進 
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（２）重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 

多様な視点や価値観に基づく社会づくりに向け、政策・方針決定過程への女性の参画の促進をは

じめ、女性の参画が進んでいない分野において、より多くの女性が主体的に参画する意欲を高められ

るような取組を進めます。 

 

重点目標２を実現するための担い手の役割と方向性 

市 民 
職業教育・訓練機会に積極的に参加し、自分自身の能力を高める
とともに、女性の参画が強く期待されている防災分野をはじめと
する、さまざまな地域活動に参画するよう努めます。 

ＮＰＯ 
ボランティア 

地域活動を通じて、多様な市民の地域参加を促す取組やジェンダ
ー平等の意識啓発、学習機会づくりに努めます。 

大 学 
ジェンダー平等についての研究・教育を進めていくとともに、女
性の参画が進んでいない分野への参画を促す取組や女性の積極的
な登用を図ります。 

企 業 労働関連法規を遵守して、誰もが働きやすい職場環境を整えると
ともに、女性管理職の登用比率を高めることに努めます。 

行 政 政策・方針決定過程に女性の意見が反映されるよう、女性の積極
的な登用を図ります。 

 

  課題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

多様な意見が政策立案や決定に的確に反映されるように、国や地方議会において

男女の候補者の数ができる限り均等となること等を基本原則とした「候補者男女均

等法」が、2018年（平成30年）に公布・施行されました。他方、2015年（平成27年）

に施行された「女性活躍推進法」においては、諸外国と比べて依然低水準にある女

性管理職比率などの課題を踏まえ、女性のさらなる活躍推進の必要性を踏まえた変

更が加えられています。 

市議会においては、直近の2019年（平成31年）の選挙において、候補者に占める

女性の比率は16.3％で、女性議員の比率は16.7％となっています。これは、12年前

の選挙時である2007年（平成19年）の候補者に占める女性の比率が22.9％で、女性

議員の比率が27.8％であったことと比較すると大きく減少しています。 

市職員における女性管理職の比率は、ここ数年20.0％前後で推移しています。「藤

沢市審議会等の女性の登用状況」では、国への報告が義務づけられている、法律を

根拠として設置する附属機関や条例によって設置される附属機関などの各種審議会

の女性登用比率は、ここ数年30％をやや下回る状況となっています。 

また、地域を含めた市独自の審議会などへの女性登用比率については、2016年度

（平成28年度）の目標値として掲げた42.0％については、その時点では達成がなさ

れたものの、2020年度（令和２年度）の目標値である50.0％については、依然42.0％ 

課題１ 政策・方針決定過程への女性の参画 

重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 
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前後を推移する中で、女性が１人もいない審議会等もある状況となっています。 

「市民意識調査」の「男女共同参画社会を実現していくために行政に望むこと」

（25ページ）においても、『行政の政策・方針を決定する審議会等委員への女性の積 

極的な登用』については24.0％、『国・地方公共団体・企業が、採用や管理職への登

用における女性の比率を定める積極策を講じる』については20.3％を占めており、

引き続き、市政等への参画を推進していく必要があります。 
 

図表5 藤沢市議会議員選挙における女性立候補者及び当選者の比率推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 議員定数については、平成 11 年(40 人)、平成 15 年(38 人)、平成 19 年以降(36 人) 

資料：藤沢市選挙管理委員会事務局「選挙結果調」 

 図表6 藤沢市職員における女性管理職の比率推移 

  

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

資料：「女性活躍推進法第21条の規定に基づく女性の職業選択に資する情報の公表」〔各年４月１日時点〕 
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図表7 藤沢市審議会等の女性の登用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ ①は法律、条例設置の審議会などの数。 

②は要綱、要領などによる協議会や任意の会議、実行委員会などの数。 

資料：藤沢市 企画政策部人権男女共同平和課調べ 

 

 ①政策・方針決定過程への女性の参画促進 

議会、各種審議会・委員会などへの女性の参画を促進するとともに、民間企業・

団体なども含めた、女性の参画が進んでいない分野に重点をおいて対応を図ります。 

また、市女性職員の登用・人材育成等についても、「女性活躍推進法」における「事

業主行動計画」に基づき、積極的に推進します。 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

13 

議会、審議会、市職員など、市政（政治・行政分野） 
に対する女性の参画促進 
広く全市的な視野に立って、行政と市民との協働によるまち
づくりの実現に向け、議会及び各種審議会・委員会などの議
員、委員への女性参画を促進します。また、市においては、
公平・公正な職員配置を進める中で、女性職員の管理監督者
への積極的な登用を図ります。 

 人権男女共同平和課 
 職員課 
 市民自治推進課 
 学務保健課 
 消防総務課 
 議会事務局 総務課 
 選挙管理委員会事務局 

14 

企業・団体などにおける女性登用の促進 
「女性活躍推進法」に基づき、企業・団体などの「事業主行
動計画」の策定・公表などの取組を促進するとともに、女性
登用の重要性について意識啓発に努めます。 

 人権男女共同平和課 
 産業労働課 

 

  

施策の方向性①政策・方針決定過程への女性の参画促進 

審議会数 委員数 女性委員 比率 審議会数 委員数 女性委員 比率 審議会数 委員数 女性委員 比率

61 770 223 29.0% 60 750 220 29.3% 62 788 230 29.2%

259 8,130 3,389 41.7% 266 8,020 3,377 42.1% 263 8,163 3,368 41.3%

審議会数 委員数 女性委員 比率 審議会数 委員数 女性委員 比率 審議会数 委員数 女性委員 比率

60 732 228 31.1% 59 714 228 31.9% 56 642 199 31.0%

265 8,164 3,386 41.5% 261 8,086 3,332 41.2% 254 7,783 3,265 42.0%

 ①国へ報告する
  登用率

 ②藤沢市独自分類
  による登用率

 ①国へ報告する
  登用率

 ②藤沢市独自分類
  による登用率

平成29年度（2017.4.1） 平成28年度（2016.4.1） 平成27年度（2015.4.1）

令和２年度（2020.4.1） 令和元年度（2019.4.1） 平成30年度（2018.4.1）
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 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

地域において女性の参加が進み、自治会長などの女性のリーダーが増えることは、

多様な視点が加わり、新たな価値の創造や活性化につながることから、地域のまち

づくりへの女性参画を促進します。 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

15 
女性のエンパワーメントのための学習の充実 
地域まちづくりへの女性参画を促進し、地域で活躍できる 
人材育成に向け、必要とされる学習の機会を提供します。 

 生涯学習総務課・公民館 
 市民自治推進課 

16 
男女共同参画ネットワーク協力員による事業展開 
13地区から選出された協力員を通じ、研修会や啓発活動を 
積極的に進め、地域における女性の参画を推進します。 

 人権男女共同平和課 

 

  課題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

働きたい誰もが社会の対等な構成員として、その個性と能力を十分に発揮できる

ことは、多様な生き方や考え方を認め合うまちづくりにとって重要な意義を持って

います。 

就業は、生活の経済的基盤である中で、藤沢市、神奈川県、国のいずれにおいて

も、男性の正規雇用が８割を超えているのに対し、女性では、藤沢市 42.1％、神奈

川県 43.0％、国 45.5％となっています（17 ページ）。 

昨今では、新型コロナウイルスの感染拡大により、子育て中や立場の弱い非正規

労働者が解雇や雇い止め、派遣切りにあうなど深刻な影響を受けています。また、

出産などを機に女性が職場から離れることで、非正規から再スタートしなければな

らない状況などの課題も指摘されています。 

「市民意識調査」における「自らの能力を発揮していきいきと働くために必要だ

と思うこと」として、女性は、「前回調査」同様、『出産、育児、介護に関わる休業・

休暇を男女とも取りやすくする』（64.1％）、『労働時間を短くするなど調整して、男

性も女性も仕事と生活（家庭や地域）の調和がとれるようにする』（54.9％）をはじ

め、全体としても、『昇級・昇格の条件となる教育を平等に受けられるようにする』

（37.5％）、『パートでも社員でも同一価値労働は、同一賃金にする』（37.2％）とい

った基本的な労働条件に関する項目が中心となっています。 

「働き方改革関連法」の施行及び「女性活躍推進法」等各種関連法の改正におい

て、不合理な待遇差を解消するための規定の整備や労働者に対する説明義務の強化

が図られるとともに、マタニティハラスメント等の防止対策の強化につながる措置

が示されましたが、就労をはじめ、創業・起業等においても女性が活躍できるよう、

引き続き支援を進める必要があります。 

  

課題２ 女性の職業生活における活躍の推進 

施策の方向性②女性の地域リーダーへの起用促進 



 

55 

第
３
章 

 

重
点
目
標
と
課
題
・
施
策
の
方
向
性 

図表 8 自らの能力を発揮していきいきと働くために必要だと思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 
 

 

 

 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

働きたい女性が意欲を失わずに、能力を伸長・発揮できるよう、情報提供や相談

支援等、女性の就業、職域拡大、キャリアアップ、創業を促進するためのさまざま

な支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

17 

女性のキャリア形成支援 
働く女性が希望するライフステージに応じてその能力を伸
長・発揮できるように女性のキャリア形成を支援します。 
また、起業セミナーなどを通して、コミュニティビジネスを
はじめとする事業者同士のマッチングなどを行う中で、女性
による新事業の創出・創業機運の醸成を支援します。 

 産業労働課 

18 

女性の雇用・就労機会の促進 
広域での合同就職面接会などの開催を通じ、就職・再就職を
希望する女性がライフステージに応じてその能力を伸長・発
揮できるように女性の就業を促進します。 

 産業労働課 

施策の方向性①女性の創業・就労支援・キャリアアップ促進 

57.5

51.4

37.5

37.2

30.4

29.2

24.7

23.2

18.2

13.5

64.1

54.9

35.0

37.4

30.7

31.3

25.1

24.3

15.8

11.3

47.9

46.7

41.3

36.7

30.2

26.1

24.0

21.8

21.8

16.2

0％ 20％ 40％ 60％ 80％

出産、育児、介護に関わる休業・休暇を男女とも取りやすくする

労働時間を短くするなど調整して、男性も女性も仕事と生活
（家庭や地域）の調和がとれるようにする

昇級・昇格の条件となる教育を平等に受けられるようにする

パートでも社員でも同一価値労働は、同一賃金にする

職場でセクシュアルハラスメント、パワーハラスメント防止の
人権教育をしっかりする

補助的な仕事を女性だけにさせるような
性別での役割分担をなくす

セクシュアルハラスメント、パワーハラスメントなどを
安心して訴えることのできる相談窓口の充実を図る

職場の意思決定の場に女性をもっと参画させる

企業などに男女共同参画についての啓発事業を行う

無回答

全体(N=1,149)

女性(N=672)

男性(N=463)
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 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

基本的な労働条件及び多様化する就労形態における労働条件の確保・向上を図る

ため、勤労者や事業主へ関連法規等についての周知啓発により、誰もが働きやすい

環境づくりを推進します。 

また、マタニティハラスメントなど、女性の諸問題解決のために労働相談を実施

するとともに、女性労働に関する施策を円滑に推進するため、労働関係機関との連

携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

19 

女性の活躍推進に関する協議の場の設置 
女性の職業生活における活躍に関する施策が効果的かつ円滑
に推進されるよう、地域におけるさまざまな関係機関と連携
し、協議を行います。 

 産業労働課 
 人権男女共同平和課 

20 

職場におけるハラスメント等防止に向けた労働関連法規の 
遵守についての情報提供 
各種情報媒体やセミナーの開催を通じ、社会・経済情勢とと
もに変化する労働関連法規に関する正しい理解と実践に向け
た周知啓発を進めます。 

 産業労働課 

21 
女性の労働相談体制の充実 
女性の労働に関する諸問題の解決に向け、労働相談の充実を
図ります。 

 産業労働課 

22 
国・県などの労働関係機関との連携 
女性労働施策の円滑な推進に向け、労働関係機関との連携を
図ります。 

 産業労働課 

施策の方向性②女性の労働条件の向上と雇用の場における平等の推進 
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題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

市では、めざすべきまちの姿の一つとして、“藤沢らしさを未来につなぐ持続可能

な元気なまち（サステナブル藤沢）”を掲げています。「市民集会」にはじまり「郷

土づくり推進会議」につながる先進的な市政参加の取組、自治会・町内会をはじめ、

市民によるボランティア、ＮＰＯ等の地域力による魅力ある地域づくりが展開され

ていることは“藤沢らしさ”の一つともいえます。 

「市民意識調査」では、「ボランティア活動や地域活動への参加状況」においては、

『町内会や自治会などの活動』（36.0％）が最も高く、性別・年代別でみた場合、女

性40代で46.5％、男性70代以上で47.5％となっています。また、『ＰＴＡなどの活動』

については、女性が14.9％で、男性の2.2％と比較しても非常に高くなっています。

一方、仕事をしている、関心がないなどの理由で「どれにも参加したことがない」

は全体で37.6％、女性34.5％、男性42.1％となっています。 

持続可能な活力あるまちづくりを着実に推進するためには、多様な人材が、地域

でいきいきと活躍できることが重要ですが、ライフスタイルの多様化などにより、

自治会をはじめとする地域団体が担い手不足に直面しているのも事実です。 

「藤沢市市民活動推進計画」〔2019年（平成31年）４月〕においては、「市民活動

の息づくまち 誰もが個性の輝きを放つ未来へ」をビジョンとし、ビジョン実現に

向けた基本方針の一つとして「多様な市民活動の創出」を掲げています。今後も、

引き続き、市民活動団体の相互の協力、連携や学校、企業、ＮＰＯ、市などが交流

できるよう多様な市民活動の創出を進めていく必要があります。 

また、人材育成に関しては、生涯学習人材バンク「湘南ふじさわ学びネット」な

どを通じ、発掘と支援に努めています。ジェンダー平等の推進を図るためには、性

別及び年代に応じた情報提供を行うとともに、「女性の参画が進んでいない分野」あ

るいは「男性の参画が進んでいない分野」について、関心を高め、参画を促す取組

が重要です。 

 

  

課題３ 地域におけるジェンダー平等の推進 
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図表 9 ボランティア活動や地域活動への参加状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

図表 10 性別・年代別でみたボランティア活動や地域活動への参加状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

36.0

16.5

12.0

10.2

9.7

9.6

37.6

36.6

14.9

12.6

11.5

10.6

14.9

34.5

35.4

18.8

11.2

8.6

8.6

2.2

42.1

0％ 20％ 40％ 60％

町内会や自治会などの活動

ビーチクリーンや街の緑化・美化などの活動

地域での自主的なグループ・サークル活動

市の講座や市主催の活動

子ども・青少年育成に関する地域での活動

ＰＴＡなどの活動

どれにも参加したことがない

全体(n=1,149)
女性(n=672)
男性(n=463)

（％）

N
町内会や

自治会などの
活動

ビーチクリーンや
街の緑化・美化

などの活動

地域での
自主的な
グループ・

サークル活動

市の講座や
市主催の活動

子ども・青少年
育成に関する
地域での活動

ＰＴＡなどの
活動

どれにも参加
したことがない

全体 1,149 36.0 16.5 12.0 10.2 9.7 9.6 37.6
20歳未満 6 - - - - - - 100.0
20代 50 10.0 6.0 2.0 4.0 10.0 - 64.0
30代 90 35.6 20.0 8.9 10.0 16.7 23.3 32.2
40代 114 46.5 21.1 9.6 10.5 22.8 49.1 22.8
50代 120 39.2 12.5 10.0 14.2 7.5 12.5 29.2
60代 128 43.8 19.5 16.4 14.1 7.0 4.7 32.8
70代以上 162 32.1 9.3 19.8 11.7 4.3 1.2 38.3
20歳未満 6 - 33.3 16.7 - - - 50.0
20代 28 7.1 17.9 3.6 - 7.1 - 71.4
30代 48 27.1 10.4 2.1 4.2 4.2 - 50.0
40代 73 26.0 24.7 5.5 9.6 12.3 2.7 45.2
50代 78 33.3 19.2 5.1 1.3 5.1 6.4 51.3
60代 88 40.9 17.0 11.4 12.5 14.8 1.1 37.5
70代以上 141 47.5 19.1 22.0 13.5 7.1 1.4 29.8

男
性
年
代

女
性
年
代
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図表 11 ボランティア活動や地域活動に多くの市民が参加するために必要なこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 
 

図表 12  性別・年代別でみたボランティア活動や地域活動に多くの市民が 
参加するために必要なこと 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

  

（％）

N
広報紙などによる

活動内容の
情報提供

一緒に参加する
仲間をつくる

労働時間の短縮や
休暇制度の
普及により、

活動を行う時間の
ゆとりをつくる

ボランティア休暇等
を気軽に取得できる
ような職場等の環境

全体 1,149 41.0 28.7 27.9 26.5
20歳未満 6 33.3 16.7 33.3 33.3
20代 50 32.0 32.0 48.0 30.0
30代 90 43.3 27.8 43.3 24.4
40代 114 33.3 26.3 39.5 32.5
50代 120 48.3 22.5 29.2 30.8
60代 128 46.9 31.3 18.8 25.0
70代以上 162 49.4 30.2 12.3 16.7
20歳未満 6 50.0 16.7 33.3 -
20代 28 21.4 35.7 39.3 39.3
30代 48 16.7 27.1 39.6 35.4
40代 73 32.9 32.9 32.9 28.8
50代 78 41.0 23.1 38.5 30.8
60代 88 43.2 25.0 20.5 27.3
70代以上 141 45.4 33.3 17.7 23.4

男
性
年
代

女
性
年
代

41.0

28.7

27.9

26.5

43.8

28.0

28.3

25.7

38.0

29.2

27.9

28.1

0％ 20％ 40％ 60％

広報紙などによる活動内容の情報提供

一緒に参加する仲間をつくる

労働時間の短縮や休暇制度の普及により、
活動を行う時間のゆとりをつくる

ボランティア休暇等を気軽に取得できるような
職場等の環境

全体(n=1,149)

女性(n=672)

男性(n=463)
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 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

市民の地域活動を促進し、市民活動におけるジェンダー平等を進めるために情報

提供や団体育成及び活動の場の提供など、さまざまな支援を行います。 

No. 取組の内容 主な担当課 

23 

ＮＰＯなど市民活動への支援、情報提供と連携 
多様な主体との協働によるまちづくりをめざし、市民活動
がより活発に展開できるよう活動資金や運営支援の充実、
市民活動を行う場所の確保を推進します。 

 市民自治推進課 

24 

ジェンダー平等についての情報提供、学習機会・学習相談 
の充実 
ジェンダー平等に関する自主的な学習や活動を積極的に推
進できるよう、情報提供、学習機会の充実を図るとともに、
ジェンダー平等に関する理解を深め、実践につながるよう
な学習相談体制の充実をめざします。 

 人権男女共同平和課 
 生涯学習総務課・公民館 

25 

人材登録制度の充実 
さまざまな分野で豊富な知識や優れた技術技能を有する市
民を発掘し、そうした知見を生かすことのできる活動の場
を提供するなど、人材資源の活用を充実させるとともに、
日頃、地域活動に参加しにくい市民の地域参加を促すなど、
主体的な学習活動を支援します。 

 生涯学習総務課 

施策の方向性①ジェンダー平等社会を支える市民活動の育成・支援 

男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」より 

VOL．120 2019年春号〔2019年(平成31年)４月〕
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③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

性別や年代にかかわらず、さまざまな市民による地域活動への参加が図られるよ

う、情報や学習機会の提供など積極的な働きかけを行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

26 

地域コミュニティにおける世代間交流の促進 
地域活動に若い世代をはじめとするさまざまな世代の市
民が参加することで、世代間交流が促進されるよう、積極
的な情報提供を進めます。 

 市民自治推進課 
 生涯学習総務課・公民館 

27 

学校・家庭・地域の連携強化、ＰＴＡ活動への支援 
学校・家庭・地域の連携による「地域協力者会議」を通じ、
子どもたちに関わる地域課題を解決するとともに、ジェン
ダー平等に基づく児童・生徒の健やかな成長を支援しま
す。また、ＰＴＡ活動におけるジェンダー平等を促進しま
す。 

 教育総務課 

28 

保育つき事業の促進と保育者活動への支援 
子育て中でも、市民活動や学習の機会に積極的に参加でき
るよう、各種事業の開催に際し、保育の場を設けます。ま
た、最も身近な施設としての公民館における学習活動を支
援するための公民館保育者（保育ボランティア）活動を支
援します。 

 生涯学習総務課・公民館 

施策の方向性②多様な市民の地域参加の促進 
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  課題４ 防災分野におけるジェンダー平等の推進 

近年、増加及び激甚化する地震、津波、風水害等の自然災害に対し、国の「災害

対応力を強化する女性の視点～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン

～」によると、災害は、自然現象（自然要因）とそれを受け止める側の社会のあり

方（社会要因）により、その被害の大きさが決まると考えられており、被害を小さ

くするためには、社会要因による災害時の困難を最小限にする取組の重要性が指摘

されています。中でも人口の半分は女性であり、女性と男性が災害から受ける影響

の違いなどに十分に配慮された女性視点からの災害対応が行われることが、防災や

減災、災害に強い社会の実現にとって必須であるとされています。 

これまでも、防災にかかる課題として、意思決定の場に参画する女性の割合の低

さや、固定的な性別役割分担意識により、災害時においても子育てや介護など女性

の家庭責任が増大する一方で、男性は仕事や家庭の経済的責任の面での重圧が高ま

る傾向にあること、あるいは、女性に対する暴力（ＤＶや性暴力）といった問題が

指摘されていますが、市においては、防災会議の女性比率は 5.0％であり、地区の

自主防災組織（防災関連地域団体）においても、３割に近い地区がある一方で、多

くの地区においては、概ね 10％台となっています〔令和２年度 藤沢市審議会等の

女性の登用状況〕。 

災害時には、平常時における社会の課題がより一層顕著となって現れるという点

を再認識するとともに、ジェンダー平等の視点に立った取組をすすめることで、子

どもや若者、高齢者、障がい者、セクシュアルマイノリティ（性的少数者）といっ

た、多様な人々への配慮につなげていくことの重要性が指摘されています。 

③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

防災に関する意思決定の場や防災の現場への女性の参画の拡大及び女性リーダー

の育成を推進し、ジェンダー平等の視点を取り入れた防災体制を確立します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

29 

自主防災組織、消防団活動の充実強化に向けた 
ジェンダー平等の促進 
防災リーダー研修や指定避難所等での研修といった各種防災
研修等において、女性の積極的な参加を働きかけ、人材育成
を図るとともに、防災関連の協議会や自主防災組織の役員等
への積極的な登用を進めます。併せて、職場、学校といった
さまざまな場面で災害に対応する女性の発掘を推進します。 
また、ジェンダー平等の視点を取り入れた消防団活動をはじ
めとする地域防災活動の推進や家庭・地域・職場における防
災への対応についての周知啓発を図ります。 

 防災政策課 
 危機管理課 
 警防課 

30 

ジェンダー平等に配慮した指定避難所等運営の促進 
指定避難所等の開設や環境整備、物資の供給については、災
害から受ける影響やニーズの違いに配慮し、多様な主体との
連携・協働体制に基づくジェンダー平等の視点に立った指定
避難所等の運営を促進します。 

 危機管理課 

課題４ 防災分野におけるジェンダー平等の促進 

施策の方向性①防災分野におけるジェンダー平等の促進 
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VOL．111 2017 年冬号〔2017 年(平成 29 年)１月〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

VOL．118 2018 年秋号〔2018 年(平成 30 年)10 月〕 

男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」より 
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（３）重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 

働きたい誰もが、その個性と能力を十分に発揮できるよう、働き方の見直し、育児休業や介護休業と

いった制度の積極的な取得や女性の起業・再チャレンジの支援など、男女が対等なパートナーとして

働くことができるよう社会全体で支える取組を進めます。 

重点目標３を実現するための担い手の役割と方向性 

市 民 家事、育児、介護など、家庭の仕事を協力、分担し、仕事と家庭・地
域生活の両立に努めます。 

ＮＰＯ 
ボランティア 

さまざまな団体との連携を促進するとともに、ワーク・ライフ・バラ
ンスの実現に向けて、子育てや介護など、地域での多様なサービスや
各種支援に努めます。 

大 学 

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた各種調査・研究や先駆的な
取組を実践し、広く社会にその成果を発信していくことに努めます。
また、社会に出る学生に対しジェンダー平等の視点に立った教育に努
めます。 

企 業 

ワーク・ライフ・バランスの実現に向けて、法令等を遵守し、誰もが
安心して育児・介護休業制度が利用できる環境づくりに努めるととも
に、それぞれの職場環境や労働者を取り巻く状況に応じた対応に努め
ます。 

行 政 
各種制度の周知など、職場環境づくりを支援し、ワーク・ライフ・バ
ランスの啓発と推進を図ります。また、市職員の「働き方改革」をよ
り一層推進します。 

 

  課題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

ワーク・ライフ・バランスの実現のためには、長時間労働の削減に加え、多様で

柔軟な働き方の実現が重要です。「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）

憲章」（内閣府）によると、仕事と生活の調和が実現した社会の一つとして、『多様

な働き方・生き方が選択できる社会』を掲げています。この点に関し、「市民意識調

査」によると、５年前との比較について性別・年代別でみた場合、男性20代で「良

くなったと思う」「どちらかといえば良くなったと思う」の合計が46.4％と比較的高

いものの、男女とも、30代・40代では「変わらない」が高い割合を示しています。 

また、「ワーク・ライフ・バランスを実現するために必要だと思うこと」として、

性別・年代別では、『柔軟な就労時間や在宅勤務など多様な働き方が可能な就労形態』

は女性20代・40代、男性20代から40代で５割前後、『仕事優先の考え方を見直す』は

男性20代・50代で高く、『仕事以外の時間を多くもてるようにする』が女性20代、男

性20代・30代で４割を超え、特に男性20代では67.9％と高くなっています。 

新型コロナウイルスの影響により、在宅勤務（テレワーク）の導入やオンライン

の活用が進み、多様で柔軟な働き方に関する新たな可能性も指摘される中、引き続

き、働きたい人すべてがその能力を十分に発揮できるような環境の整備を推進する

必要があります。 

重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 

課題１ 働き方改革の推進 
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図表13 生活や身の回りの環境の５年前との比較 
＜多様な働き方・生き方が選択できる社会＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 図表14 ワーク・ライフ・バランスを実現するために必要だと思うこと（上位５項目） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕  

42.3

39.3

34.4

23.3

22.7

49.3

38.5

29.9

16.8

24.6

32.8

40.8

41.3

33.0

19.7

0％ 20％ 40％ 60％

育児・介護休業制度の拡充や育児・介護休業を
取りやすい就労環境

柔軟な就労時間や在宅勤務など多様な働き方が
可能な就労形態

仕事優先の考え方を見直す

仕事以外の時間を多くもてるようにする

家族間の理解を深める

全体(n=1,149)
女性(n=672)
男性(n=463)

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 6

20代 50

30代 90

40代 114

50代 120

60代 128

70代以上 162

20歳未満 6

20代 28

30代 48

40代 73

50代 78

60代 88

70代以上 141

女
性
年
代

男
性
年
代

2.4

6.0

1.1

2.6

1.7

1.9

16.7

7.1

2.1

4.1

2.6

2.3

2.8

23.1

50.0

30.0

32.2

19.3

25.8

15.6

17.3

33.3

39.3

16.7

20.5

33.3

27.3

20.6

49.9

16.7

40.0

53.3

63.2

53.3

57.8

39.5

16.7

28.6

54.2

58.9

46.2

53.4

44.7

7.3

8.0

5.6

3.5

11.7

7.0

5.6

33.3

10.7

4.2

8.2

5.1

6.8

9.9

4.4

4.0

4.4

2.6

4.2

7.0

2.5

8.3

5.5

9.0

2.3

3.5

9.4

33.3

12.0

3.3

8.8

3.3

10.2

20.4

14.3

14.6

2.7

2.6

6.8

10.6

3.6

2.3

13.0

1.3

1.1

7.8

良くなったと思う
どちらかといえば
良くなったと思う

変わらないと思う
どちらかといえば
悪くなったと思う

悪くなったと思う わからない 無回答
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図表15 性別・年代別でみたワーク・ライフ・バランスを実現するために 
必要だと思うこと 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

企業や商工会議所などと連携し、長時間労働の抑制・職場環境の改善等を行い、

働きがいのある職場形成に取り組むとともに、生産性の向上に向けた効率的な働き

方、各種制度の普及・啓発活動を進め、働き方改革を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

31 

長時間労働抑制・職場環境の改善等に向けた企業や関係機関 
との連携 
国・県等の関係機関との連携を図るとともに、「ふじさわワー
ク・ライフ・バランス推進会議」の開催や企業向け・市民向
け事業の実施等を通じ、情報提供や意識啓発を図ります。 

 産業労働課 

32 

仕事と生活の両立についての意識啓発 
仕事と生活の両立支援及び「働き方改革」を推進するため、
さまざまな機会を捉え、情報提供や意識啓発に努めます。 

 人権男女共同平和課 
 産業労働課 

施策の方向性①働き方改革に向けた意識改革の推進 

（％）

N
柔軟な就労時間や

在宅勤務など
多様な働き方が
可能な就労形態

仕事優先の
考え方を見直す

仕事以外の時間を
多くもてるようにする

全体 1,149 39.3 34.4 23.3
20歳未満 6 33.3 33.3 50.0
20代 50 54.0 32.0 42.0
30代 90 41.1 31.1 28.9
40代 114 48.2 36.8 14.9
50代 120 43.3 30.8 11.7
60代 128 32.0 28.9 15.6
70代以上 162 27.2 24.1 7.4
20歳未満 6 50.0 33.3 50.0
20代 28 46.4 57.1 67.9
30代 48 47.9 37.5 41.7
40代 73 47.9 41.1 37.0
50代 78 41.0 47.4 35.9
60代 88 45.5 42.0 27.3
70代以上 141 30.5 35.5 22.7

男
性
年
代

女
性
年
代
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  課題２ 家庭におけるジェンダー平等の推進 

家庭における固定的な性別役割分担意識も依然として大きな課題となっています。 

「市民意識調査」では、「家庭における役割分担についての考え」において、「夫妻

で協力」しあって家庭生活を営むことが望ましいものとして、『子育て・子どものし

つけ』『学校行事等への参加』『家庭の重大問題の決定』で７割前後にのぼるととも

に、『掃除・洗濯』『介護・看護』『食事の後片付け』でも５割を占めています。他方、

「家庭における役割分担の状況」について見ると、どの役割でも女性が男性を上回

っており、男性では『洗濯』『食事の支度』で、「全くしていない」が４割弱と高く

なっています。このうち、就学前の子どもがいる人について、家庭の役割に携わっ

ている平均時間を性別で見ると、『食事の支度』は女性83.5分、男性26.4分、『子育

て』は女性950.7分、男性171.3分と、理想と現実には大きな乖離があり、さらには

新型コロナウイルス感染症のような想定外の状況において、家庭における女性の負

荷がさらに増す事態も生じています。 

また、「産前産後休暇、育児休業、看護休暇、介護休業の取得の有無と取得希望」

において性別で見ると、男性も一定の割合で取得希望があるものの、実際の取得率

は極めて低く、『取得したいが取得できない』は男性が女性より高いことが示されて

います。 

固定的な性別役割分担意識を背景に、家事や育児等の家庭責任、また最近では“名

もなき家事”ともいわれる家事に付随するさまざまな事柄の多くを女性が担ってい

る実態は、女性が働く場において活躍することを困難とし、他方、介護を例に、男

性が家事に不慣れであることや地域とのつながりに乏しく孤立しがちであることか 

ら、男性が家事や育児、介護等に参加しやすい環境づくりの重要性が指摘されてい

ます。 

国では、2020年度（令和２年度）から、国家公務員における男性職員の仕事と家

庭生活の両立支援のため、子どもが生まれたすべての男性職員が１カ月以上を目途

に育児に伴う休暇・休業を取得できることをめざし、方針を出しました。 

ワーク・ライフ・バランスを実現するためには、「働き方改革」と併せて、育児・

介護休業制度の拡充や育児・介護休業を取りやすい就労環境の実現に向け、引き続

き、社会全体で取り組む必要があります。 

  

課題２ 家庭におけるジェンダー平等の推進 
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図表16 家庭における役割分担についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

図表17 家庭における役割分担の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

(N) (%)

掃除・洗濯 1,149

食事の支度 1,149

食事の後片付け 1,149

生活費を得る 1,149

家庭の重大問題の決定 1,149

自治会・町内会等への参加 1,149

子育て・子どものしつけ 1,149

学校行事等への参加 1,149

介護・看護 1,149

0.8

0.3

4.6

38.0

10.3

7.2

0.7

0.4

0.3

18.6

37.8

15.1

0.6

0.7

9.1

9.0

17.1

5.6

52.6

40.1

50.1

49.6

65.8

62.9

74.7

67.4

50.7

0.1

0.3

0.3

0.2

0.6

0.3

0.3

0.5

25.7

19.6

27.9

9.4

21.4

18.3

13.2

12.0

30.4

0.5

0.3

0.2

2.2

1.8

1.9

2.1

2.7

10.0

1.7

1.7

1.7

2.4

主に夫 主に妻 夫妻で協力
夫・妻以外

の家族
家族で協力

家族以外の人
または

サービスを利用
無回答

(N) (%)

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

女性 344

男性 199

女性 113

男性 93

介護・看護
（対象者がいる
人のみ）

食事の後片付け

買物

子育て
（子どもがいる
人のみ）

食事の支度

掃除

洗濯

68.9

21.4

81.5

20.3

83.8

19.7

80.8

33.5

68.8

29.2

60.5

16.6

40.7

25.8

22.0

36.3

10.3

22.5

7.6

22.2

9.7

24.4

21.4

36.7

0.9

23.6

18.6

10.8

4.3

24.0

3.1

17.7

3.4

20.3

5.4

21.4

4.3

18.1

2.0

13.1

5.3

7.5

3.0

16.6

4.0

37.6

4.0

36.1

2.5

19.0

3.3

14.5

2.6

9.0

7.1

14.0

1.8

1.7

1.0

1.9

1.2

1.7

1.6

1.7

2.2

1.5

34.0

37.7

28.3

41.9

いつもしている ときどきしている 少ししている 全くしていない 無回答
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図表18 家庭における役割分担の状況 就学前の子どもがいる人の平均時間数 

  

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

図表 19 産前産後休暇、育児休業、看護休暇、介護休業の取得の有無と取得希望 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

固定的な性別役割分担意識を解消し、男性が主体的に家事、育児、介護等に参加

するよう、また、参加できるよう、男性向けの育児・介護講座の開催や、さまざま

な啓発活動及び情報提供を通じて積極的に男性に働きかけ、意識啓発を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

33 

男性の家事、育児への参加促進 
固定的性別役割分担意識をなくし、男性の生活的自立を促
すための学習機会を提供するとともに、働き方を見直し、
さまざまな状況を踏まえた、家事、育児等のロールモデル
の情報提供等を行います。 

 人権男女共同平和課 
 子ども健康課 
 生涯学習総務課・公民館 

34 

男性の介護への参加促進 
介護に必要な知識習得の場や、介護者同士の交流の場を設
け、男性の積極的な参加を促すとともに、ジェンダー平等
に基づく介護意識の向上に努めます。 

 地域包括ケアシステム
推進室 

施策の方向性①固定的性別役割分担意識の解消 

（分）

掃除 洗濯 食事の支度 食事の後片付け 買物
子育て

（子どもが
いる人のみ）

介護・看護
（対象者がいる

人のみ）

全体 29.6 30.9 68.8 26.8 46.1 717.9 30.0
女性 36.0 35.4 83.5 31.9 49.9 950.7 30.0
男性 14.0 16.3 26.4 13.8 35.5 171.3       -

(N) (%)

女性 336

男性 295

女性 336

男性 295

女性 336

男性 295

育児休業

病児のための
看護休暇

介護休暇・
介護休業

15.8

0.3

5.1

1.4

2.1

1.7

29.8

21.7

34.5

31.2

40.8

31.9

3.0

9.8

4.2

7.8

4.2

7.8

5.7

18.6

3.6

9.2

3.3

10.5

14.6

13.6

17.0

13.2

16.7

11.5

9.5

12.2

11.6

13.2

11.6

14.2

21.7

23.7

24.1

24.1

21.4

22.4

取得した
ことがある

取得したい
取得したいが
取得できない

取得する
つもりはない

制度がない わからない 無回答
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  課題１ ジェンダー平等社会の意識づくり 

「市民意識調査」によると、「女性が職業をもつこと」については、全体では「子

どもができたら職業を中断し、子どもに手がかからなくなったら再びもつ方がよい

（再就職型）」が52.2％で最も高く、「ずっと職業をもつ方がよい（就労継続型）」が

33.3％で続き、これらを合わせた85.5％が、“女性は結婚、出産後も職業をもつ方が

よい”と考えていることになります。しかしながら、国との比較（18ページ）では、

再就職型は市が31.9ポイント高く、就労継続型については、逆に市が27.7ポイント

低くなっており、このことが、「女性の労働力率（Ｍ字カーブ）」（16ページ）に影響

を及ぼしていることがうかがえます。 

共働き世帯数は年々増加し、近年ではその数が男性雇用者と無業の妻からなる世

帯の約２倍となり、家族形態の変化や生き方の多様化が進む中、誰もがライフステ

ージに応じた柔軟な選択をすることができるためには、それを支える制度づくりが

重要です。 

「第２期藤沢市子ども・子育て支援事業計画」〔2020年（令和２年）３月〕では、

“安心して子どもを産み健やかに育てることができるまち”の実現のために、引き

続き、当事者の視点に立った「子育て支援の充実」や、「仕事と家庭との両立の推進」

に向け、地域の実情に応じた支援施策を着実に進めることとしています。 

他方、地域における子育て支援事業については、さまざまな取組がありながら、

「利用したい」という高いニーズに反し、「知らない」ことで利用に結びついてい 

ないなどの課題が見られたため、多様な主体との連携を図り、子育て情報を積極的

に発信していく必要性が指摘されています。 

他方、高齢者人口（65歳以上）が継続して増加する中、県の「かながわ男女共同 

参画推進プラン（第４次）」では“ダブルケア”問題が取り上げられています。これ

は、晩婚化・晩産化の進展に伴い、育児と介護の二つのケアが同時期に発生する現

象を捉えたもので、女性に重い負担がかかっている状況が指摘されています。また、

要支援・要介護の状況にある人は女性が多いことから、女性のみならず男性にとっ

ても、今後介護の負担が増大する可能性が指摘されています。 

こうした状況を踏まえ、介護休業・介護休暇の制度改正が適宜行われてはいます

が、「市民意識調査」によると、こうした制度改正について、「知らなかった」が85.0％

と極めて高く、「男女ともに育児・介護休業の取得が進まない理由」としては、『職

場で不利益を受けるから』『経済的な保障がないから』『家族（特に女性）が面倒を

みるべきだという社会通念があるから』が上位を占めています。行政・企業等はこ

うした制度へのきめ細かな周知啓発を図るとともに、性別で見ると、『家族（特に女

性）が面倒をみるべきだという社会通念があるから』においては、女性が男性より

も13.0ポイント高くなっていることから、ジェンダー平等の視点に立った相談体制

の整備や各種サービスなどを充実させる必要があります。 

 

 

 

 

課題３ ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた環境の整備 
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図表20 「女性が職業をもつこと」についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019年(平成31年)３月〕 

 

図表 21 第２期藤沢市子ども・子育て支援事業計画 
     ライフステージごとの主な取組（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(N) (%)

全体 1,149

女性 672

男性 463

性
別

33.3

34.7

31.5

1.6

0.7

2.8

3.4

3.1

3.9

52.2

52.7

52.1

1.0

0.7

1.1

7.6

7.7

7.1

0.9

0.3

1.5

ずっと職業を
もつ方がよい

結婚するまで
職業をもち、
後はもたない

方がよい

子どもができる
まで職業をもち、
後は子育てに
専念するために

もたない
方がよい

子どもができた
ら職業を中断
し、子どもに手
がかからなく
なったら再び
もつ方がよい

女性は職業
をもたない
方がよい

その他 無回答

 

 ♢M字カーブ♢ 

日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、30歳代を谷とし、20歳代後半
と40歳代後半が山になるアルファベットのＭのような形になることをいいます。これは、
結婚や出産を機に労働市場から退出する女性が多く、子育てが一段落すると再び労働市
場に参入するという特徴によるものであるとされています。 
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図表 22 介護休業・介護休暇の制度改正の認知状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

図表 23 男女ともに育児・介護休業の取得が進まない理由 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

  

50.2

44.7

33.3

27.9

24.1

19.8

15.8

12.6

10.7

5.6

4.1

50.7

41.7

38.5

28.6

24.6

20.2

16.1

12.2

10.9

4.9

4.6

49.9

49.2

25.5

27.9

23.8

19.4

15.6

13.2

10.6

6.7

2.6

0％ 20％ 40％ 60％

職場で不利益を受けるから

経済的な保障がないから

家族（特に女性）が面倒をみるべきだという
社会通念があるから

会社の制度が使いにくいから

男性が休業することに対する近親者や
まわりの目があるから

取得日数の制限があり、長期化に対応できないから

制度の趣旨が分かりにくいから

手続きの仕方が分かりにくいから

どこに相談したらよいか分かりにくいから

その他

無回答

全体(n=1,149)

女性(n=672)

男性(n=463)

(N) (%)

全体 1,149

女性 672

男性 463

10.7

7.7

14.9

85.0

87.8

82.3

4.3

4.5

2.8

知っていた 知らなかった 無回答
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  施策の方向①多様なニーズに対応した子育て支援の充実 

喫緊の課題である待機児童の解消をはじめとし、女性の社会進出や働き方が多様

化していることを受けて、引き続き、延長保育や休日保育、一時預かり事業などの

多様なニーズに対応した保育サービスを提供します。 

また、地域における子ども・子育て支援サービスや保育・教育サービスを充実さ

せるとともに、子育てネットワークづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

35 

乳幼児期の保育・教育の充実 
待機児童の解消に向け、認可保育所や小規模保育事業の新設
整備のほか、既存保育施設の活用などにより、保育の受け皿
を確保するとともに、保護者の多様な保育ニーズへの対応と
して、延長保育事業や休日保育事業の実施のほか、藤沢型認
定保育施設事業や幼稚園における預かり保育事業への支援、
病児・病後児保育事業の推進等を行います。 

 子育て企画課 
 保育課 

36 
発達に課題がある子どもの支援体制の充実 
発達に心配のある児童及び障がいのある児童について相談・
支援を行うほか、関係機関と連携し支援の充実を図ります。 

 子ども家庭課 

37 

地域における子育て支援の促進 
地域の子育て支援の拠点である子育て支援センターを中心
に、ファミリー・サポート・センター事業や子育て短期支援
事業（ショートステイ事業・トワイライトステイ事業）など、
子育て家庭のライフスタイルに合わせた多様な支援を行いま
す。また、地域に開かれた保育園として、さまざまな世代と
の交流事業を行い、地域での交流・連携を図るとともに、基
幹保育所を中心に、子育てに関する相談等を行います。 
子どもの居場所の充実として、放課後児童クラブや放課後子
ども教室の拡充を図ります。 

 子育て企画課 
 子ども家庭課 
 保育課 
 青少年課 

38 
小児に対する医療の充実 
子育て家庭の経済的負担の軽減と小児の保健の向上と福祉の
増進を図るため、各種医療費の助成を行います。 

 子育て給付課 

施策の方向性①多様なニーズに対応した子育て支援の充実 
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 ③ 施策の方向①意識改革のための市民・地域・行政の協働 

育児制度・介護休業制度について、広く事業主や労働者へ意識啓発と制度の普及

を図るとともに、持続可能な働き方の実現をめざします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
VOL．120 2019 年春号〔2019 年(平成 31 年)４月〕  

No. 取組の内容 主な担当課 

39 
育児、介護休業制度の普及促進 
情報紙等を通じ、育児休業制度・介護休業制度についての意
識啓発と制度の普及を図ります。 

 人権男女共同平和課 
 産業労働課 

40 
高齢者介護、障がい者介護に関するサービスの充実 
要援護高齢者や障がい者などへの支援やその家族の負担軽減
のため、各種福祉サービスの充実を図ります。 

 地域包括ケアシステム
推進室 

 障がい福祉課 

施策の方向性②介護等への社会的支援 

男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」より 
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（４）重点目標４ あらゆる暴力の根絶 

配偶者等からの暴力（ＤＶ）をはじめ、虐待や性暴力といったさまざまな暴力は、重大な人権侵害で

あり、ジェンダー平等社会の実現を阻害するものであることから、あらゆる暴力を絶対しない、許さない

社会づくりを進めます。 

重点目標４を実現するための担い手の役割と方向性 

市 民 
お互いの人権を尊重し、やさしさや思いやりの心をもった人間関係
づくりに努めるとともに、あらゆる暴力を絶対にしない、許さない
という意識の醸成に努めます。 

ＮＰＯ 
ボランティア 

多様な主体との連携に基づく地域活動を通して、あらゆる暴力の根
絶に向けた環境づくりや意識啓発に努めるとともに、被害者の心の
ケアに向けた取組を推進します。 

大 学 

あらゆる暴力の根絶のためにその実態を解明するとともに、より効
果的な社会対応策の提案に努めます。また、学生に対し、セクシュ
アルハラスメント、デートＤＶや性犯罪の防止に向けた予防教育の
実施や意識啓発に努めます。 

企 業 
法令等を遵守し、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント
等を未然に防ぐことができるよう、社内体制の整備徹底を行いま
す。 

行 政 
ＤＶやセクシュアルハラスメント等といったあらゆる暴力の防止
に向け、周知啓発を図るとともに、関係機関と連携し、被害者の相
談支援体制の拡充を図ります。 

 

  課題１ あらゆる暴力の根絶に向けた社会づくり 

2001年（平成13年）の「ＤＶ防止法」の制定を受け､2007年（平成19年）には、こ

れらの施策実施に関する基本的計画の策定が市町村の努力義務とされたことから、

市では2013年（平成25年）３月に「ふじさわＤＶ防止・被害者支援計画」を策定し、

「ふじさわ男女共同参画プラン2020」の別冊として位置づけ、各種施策を進めてき

ました。 

この間、社会では、ＤＶに限らず、児童、高齢者、障がい者への虐待や、職場や

学校におけるセクシュアルハラスメント、パワーハラスメント、あるいは、外国に

つながりのある人に対するヘイトスピーチ、性犯罪やストーカー、ＳＮＳ上での誹

謗中傷など、さまざまな暴力が身近に存在しています。重点目標１でも述べたよう

に、昨今では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、感染者や医療従事者

とその家族などに対する不当な差別や偏見、誹謗中傷、いじめといった問題や、家

庭内における虐待やＤＶの増加が大きな問題となっています。 

暴力には、身体的なもの、精神的なもの、性的なものなどさまざまな形態があり、

これらの暴力は単独で発生することもありますが、多くは何種類かの暴力が重なっ

て生じる、あるいは、一つの行為が複数の形態に該当する場合があるとされていま

す。 

課題１ あらゆる暴力の根絶に向けた社会づくり 

重点目標４ あらゆる暴力の根絶 
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暴力は重大な人権侵害であり、社会全体で取り組んでいかなければならない問題

ですが、今後、ジェンダー平等社会を実現していくためには、あらゆる暴力を容認

しない社会づくりとそれを支える人々、とりわけ次世代を担う子ども・青少年とい

った若年層からの教育が重要となります。 

 

 ③ 施策の方向①暴力を容認しない社会づくり 

暴力の発生を予防し、根絶するため、啓発活動やジェンダー平等に基づく教育の

推進を図るとともに、関係機関と連携し、被害の早期発見を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

41 

あらゆる暴力防止のための周知啓発 
「女性に対する暴力をなくす運動」や「児童虐待防止推進月
間」等の各種機会や講演会の開催等を通じ、意識の向上を図
るとともに、相談窓口の周知を行います。 

 人権男女共同平和課 
 子ども家庭課 

42 

被害の早期発見の促進 
警察及び医療機関や地域に密着した民生委員児童委員等を
はじめ、関係機関との連携を図り、被害の早期発見を促進し
ます。 

 人権男女共同平和課 
 生活援護課 
 地域包括ケアシステム
推進室 

 障がい福祉課 
 子ども家庭課 
 教育指導課 

43 

子ども・青少年に対する暴力を認めない社会づくりへの 
理解促進 
暴力は絶対に許されないということに気づけるよう、また、
感情を上手にコントロールできるよう、子ども・青少年の発
達段階に応じた教育の充実と継続的実施を推進します。 

 人権男女共同平和課 
 保育課 
 青少年課 
 教育指導課 

施策の方向性①暴力を容認しない社会づくり 
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  課題２ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の根絶 

「多くの女性や女児にとって最も安全であるべき場所の家庭内で暴力の脅威にさ

らされています。すべての政府に新型コロナウイルス感染症の応急措置として女性

に対する暴力の防止と救済を要請します。」との国連事務総長のメッセージ〔2020

年（令和２年）４月〕からもわかるように、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う

外出制限等を受け、最も深刻化した問題としてＤＶの増加が挙げられます。 

こうした急激な社会の変化に限らず、男女の経済力の格差や社会的地位の差など

の社会構造に起因し、結果として暴力を受忍しなければならない環境におかれてし

まう多くの事例があります。 

「市民意識調査」では、配偶者・恋人間で暴力を振るった、または振るわれた経

験について、「振るったことがある」「振るわれたことがある」のいずれについても、

その内容として『殴るふり、怒鳴るなど脅す』『何を言っても無視する』が高くなっ

ており、「見聞きしたことがある」においては、『交友関係や電話・ＳＮＳなどを細

かく監視する』が比較的高くなっています。全体として、『医師の治療が必要となる

ほどの暴力』や『命の危険を感じるほどの暴力』は低い数値を示していますが、「自

分のまわりにはいないと思う」が高い割合を示していることとも関連し、現実には

さまざまな形の暴力が潜在化していることや、身体と心に深い傷を負った人が、声

を上げにくい、助けを求めにくい状況にあることも考慮に入れる必要があります。 

また、児童虐待の背景には、ＤＶが潜むことが多いことを踏まえ、被害者の適切

な保護が行われるよう、「ＤＶ防止法」の改正により、児童相談所と配偶者暴力相談

支援センターの連携強化が明記されました。 

相談機能の整備・充実や関係機関との連携強化に向け、引き続き、社会状況を踏

まえた、柔軟かつきめ細かな取組を推進する必要があります。 

図表 24 藤沢市におけるＤＶ相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市 福祉健康部生活援護課調べ 

 
 

課題２ ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）の根絶 
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図表 25 配偶者・恋人間での暴力に関する経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

図表 26 ＤＶを防ぐために重要だと思うこと 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 
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8.9

4.1

3.7

0％ 20％ 40％ 60％

被害者が早期に相談できるよう、身近な窓口を増やす

あらゆる所で暴力を防止するための教育を行う

加害者への罰則を強化する

家庭内でも男女は対等であることの教育を推進する

地域のつながりを深め、互いに見守れる社会をつくる

暴力は人権侵害であるという広報・啓発活動を
積極的に行う

加害者に対し、再発防止のための教育を行う

被害者を発見しやすい立場にある警察・
医療関係などに対し、研修や啓発を行う

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、
コンピュータソフトなど）を取り締まる

加害者が相談できる身近な窓口を設置する

その他

無回答

全体(N=1,149)

女性(N=672)

男性(N=463)

(N) (%)

何を言っても無視する 1,149

交友関係や電話・ＳＮＳなどを
細かく監視する

1,149

外出しないように言う 1,149

大切にしているものをわざと壊す・捨てる 1,149

｢ 誰のおかげで食べられるんだ｣
等の発言

1,149

殴るふり、怒鳴るなど脅す 1,149

医師の治療は必要ない暴力 1,149

医師の治療が必要となるほどの暴力 1,149

命の危険を感じるほどの暴力 1,149

見たくないのにﾎﾟﾙﾉ等を見せる 1,149

避妊に協力しない 1,149

いやがっているのに性的な行為を
強要する

1,149

生活費を渡さない 1,149

その他 6

9.7

4.0

2.9

4.3

7.5

10.3

5.7

2.1

1.5

1.5

3.7

4.4

3.0

7.1

0.7

0.3

0.7
1.8

3.6

2.3

0.4

0.1

0.2

0.4

0.5

15.6

16.4

10.3

9.3

16.2

13.8

11.4

7.7

5.3

4.3

7.9

8.2

11.8

16.7

62.5

71.5

78.5

77.7

67.4

66.1

73.5

82.0

84.7

86.1

80.2

79.2

77.2

7.5

7.7

8.1

8.1

7.6

7.7

7.8

7.9

8.5

8.0

8.0

8.0

7.9

83.3

振るわれたことがある 振るったことがある 見聞きしたことがある
自分のまわりには

いないと思う
無回答
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 ③ 施策の方向①安心・安全な保護体制づくり 

ＤＶに関する相談内容が複雑化・長期化する中、ＤＶ被害者のさまざまな状況に

応じた相談体制の整備・充実を推進します。 

緊急に保護を必要とするケースの増加を踏まえ、ＤＶ被害者が安心して保護を受

けることができるよう、迅速かつ広域的な対応を図ります。また、ＤＶ被害者の子

どもへの支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No. 取組の内容 主な担当課 

44 

相談機能の整備・充実 
各相談窓口でＤＶに関係する内容があったときには、連携し
て的確かつ迅速な対応を図ります。また、男性被害者からの
相談窓口について周知を図ります。 

 生活援護課 
 地域包括ケアシステム
推進室 

 子ども家庭課 
 市民相談情報課 

45 

相談時におけるプライバシーの保護と安全の確保 
ＤＶ被害者に関する情報の保護と管理を徹底し、プライバシ
ーの保護に努めるとともに、関係各課及び各相談窓口の連携
を強化することにより、ＤＶ被害者の安全を確保します。 

 生活援護課 
 市民窓口センター 
 市民相談情報課 
 地域包括ケアシステム
推進室 

 子ども家庭課 

46 

一時保護、安全の確保に向けた支援 
緊急に保護を要するＤＶ被害者の一時保護について、広域的
対応を図るため、神奈川県配偶者暴力相談支援センター等と
の連携を強化します。また、ＤＶ被害者の安全を確保するた
め、状況に応じて同行支援を実施します。 

 生活援護課 

47 

ＤＶ被害者の子どもへの支援 
ＤＶを身近に見てきた子どもは、心理的な影響をはじめ、健
康面、教育面といった点でさまざまな影響を受けることか
ら、関係各課及び児童相談所と連携し、心理的なケアの充実
を図るとともに、子どもの就学・保育等に関する手続き及び
必要な情報提供を行います。 

 子ども家庭課 
 子ども健康課 
 保育課 
 学務保健課 

48 

推進体制の充実 
警察及び県をはじめ、より充実した支援を行うことができる
よう民間団体等の関係機関との協力・連携強化を図ります。
また、庁内における連携の強化として、庁内連絡会議の開催
や関係各課における職員の適切な対応に向けたＤＶ対応マ
ニュアルの作成や研修を実施します。 

 人権男女共同平和課 
 生活援護課 

施策の方向性①安心・安全な保護体制づくり 
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 ③ 施策の方向②被害者の自立支援 

ＤＶ被害者がこれまでの生活の場を離れ、新たな場所で自立した生活を送ること

ができるよう支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

VOL．120 2019年春号〔2019年(平成31年)４月〕 

No. 取組の内容 主な担当課 

49 

住まい、就労などの経済的支援 
ＤＶ被害者の住まいの確保、状況に応じた就労など経済的支
援を行うとともに、住民基本台帳、健康保険など各種制度を
活用した切れ目ない支援を行います。 

 生活援護課 
 子育て給付課 
 住宅政策課 
 市民窓口センター 
 税制課 
 保険年金課 
 選挙管理委員会事務局 

施策の方向性②被害者への自立支援 

男女が共に生きる情報紙「かがやけ地球」より 
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課題３ ハラスメントと虐待の根絶 

パワーハラスメントやセクシュアルハラスメント（スクールセクハラ含む）等の

さまざまなハラスメントは、職場や学校等においては、働く人や学ぶ人が能力を十

分に発揮し、成長することの妨げになることはもちろん、人権の観点からも、個人

の尊厳や人格を不当に傷つけるものであり、決して許されるものではありません。 

企業にパワーハラスメント防止対策を義務付けた改正労働施策総合推進法などが、

2020年（令和２年）６月に施行されましたが、この中で、パワーハラスメントとは

「優越的な関係を背景とした言動であり、業務上必要かつ相当な範囲を超えたもの

で労働者の就業環境が害されるもの」と定義しています。また、指針では、何がパ

ワーハラスメントに該当するかについて、身体的な攻撃や精神的な攻撃、人間関係

の切り離しなど６類型に分けて事例を示すとともに、相談体制の整備や被害を受け

た人へのケアや再発防止等について規定しています。 

「市民意識調査」では、セクシュアルハラスメントやパワーハラスメント等の被

害経験がある人のうち、「相談した」人は21.8％、「相談したかったが、しなかった」

人は9.2％、「相談しようとは思わなかった」人が32.7％となっており、「前回調査」

と比較すると、全体では「相談しようとは思わなかった」が11.6ポイント増加して

おり、女性で10.7ポイント、男性で13.3ポイントの増加となっています。また、「相

談しなかった」理由として、『相談するほどのことではないと思ったから』『相談し

ても無駄だと思ったから』が多く、『自分さえ我慢すれば、このままやっていけると

思ったから』『自分にも悪いところがあると思ったから』などが続いていますが、暴

力を暴力であると認識できない・させない状況を改善する必要があります。 

また、虐待については、児童、高齢者、障がい者など、こうした人々への虐待を

未然に防ぐため、早期発見と迅速な対応、適切な支援に向け、引き続き、関係機関

との連携強化に取り組む必要があります。 

性犯罪・性暴力の防止も極めて重大な問題です。性暴力を告発したり、被害者に

寄り添う立場を表明したりする#MeToo運動や性暴力根絶を訴えるフラワーデモなど

を通じ、被害が可視化されつつあるとも言われますが、性犯罪・性暴力は、被害者

の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、その心身に長期にわたり重大な悪影響を及

ぼすとともに、声を上げた人が新たな差別や誹謗中傷等にさらされるなど、深刻化・

複雑化し、解決を困難にしている現実があります。 

「市民意識調査」では、メディアにおける性表現・暴力表現について、『女性の性

的側面を過度に強調するなど、行き過ぎた表現が目立つ』を性別・年代別でみた場

合、「思わない」と「あまり思わない」の合計が、女性 20 代（54.0％）、男性の 20

代から 40 代で、それぞれ 46.4％、50.0％、48.0％で５割前後と高くなっており、『女

性に対する犯罪を助長する恐れがある』においても、同様の傾向が見られることが

懸念されます。児童への性的虐待、ＪＫビジネスといった性犯罪・性暴力における

低年齢化の問題等も踏まえ、幼少期を含めた青少年や若年層への意識啓発が重要で

す。 

  

課題３ ハラスメントと虐待の根絶 
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図表 27 セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント等の 
被害を受けた際の相談の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

図表 28 相談しなかった理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

50.9

36.0

24.3

21.5

15.9

12.1

11.7

10.3

8.9

1.9

7.0

0.9

51.0

35.0

23.6

17.8

13.4

10.8

11.5

7.6

8.9

1.9

8.3

1.3

50.0

37.5

25.0

30.4

23.2

16.1

12.5

17.9

8.9

1.8

3.6

0％ 20％ 40％ 60％

相談するほどのことではないと思ったから

相談しても無駄だと思ったから

自分さえ我慢すれば、このままやっていけると思ったから

自分にも悪いところがあると思ったから

周りに相談する人がいなかったから

どこに相談したらよいかわからなかったから

恥ずかしくて誰にも言えなかったから

相談したことがわかると、仕返しやもっとひどい暴力を
受けると思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

身内に危害が及ぶと思ったから

その他

無回答

全体(n=214)

女性(n=157)

男性(n=56)

(N) (%)

今回調査 全体 510

前回調査 全体 498

今回調査 女性 382

前回調査 女性 371

今回調査 男性 124

前回調査 男性 114

21.8

22.3

24.6

25.9

12.1

12.3

9.2

8.0

9.9

8.6

7.3

7.0

32.7

21.1

31.2

20.5

37.9

24.6

36.3

48.6

34.3

45.0

42.7

56.1

相談した
相談したかったが、

しなかった
相談しようとは
思わなかった

無回答
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図表 29 メディアにおける性表現・暴力表現についての考え 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

図表 30 メディアにおける性表現・暴力表現についての考え 
    ＜女性の性的側面を過度に強調するなど、行き過ぎた表現が目立つ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 6

20代 50

30代 90

40代 114

50代 120

60代 128

70代以上 162

20歳未満 6

20代 28

30代 48

40代 73

50代 78

60代 88

70代以上 141

女
性
年
代

男
性
年
代

16.2

4.0

20.0

14.0

14.2

26.6

17.3

33.3

7.1

10.4

11.0

17.9

13.6

16.3

46.6

66.7

42.0

40.0

53.5

58.3

48.4

46.9

16.7

46.4

39.6

39.7

41.0

55.7

40.4

25.7

16.7

42.0

32.2

31.6

20.8

17.2

14.2

33.3

32.1

33.3

32.9

30.8

25.0

27.7

7.0

16.7

12.0

7.8

0.9

4.2

0.8

6.8

16.7

14.3

16.7

15.1

9.0

5.7

9.2

4.5

2.5

7.0

14.8

1.4

1.3

6.4

非常にそう思う やや思う あまり思わない 思わない 無回答

(N) (%)

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

女性 672

男性 463

そのような表現を
望まない人や、子どもの
目に触れないような
配慮が足りない

女性の性的側面を
過度に強調するなど、
行き過ぎた表現が
目立つ

社会全体の
性に関する
道徳観・倫理観が
損なわれている

女性に対する犯罪を
助長する恐れがある

17.3

14.3

20.2

16.2

18.3

16.8

26.6

20.1

49.3

43.2

50.6

47.5

51.2

36.9

44.6

40.4

23.4

29.6

20.1

24.4

20.5

32.8

14.9

23.3

4.8

10.6

3.9

9.1

4.3

9.7

3.9

9.1

5.4

2.4

5.2

2.8

5.7

3.7

10.0

7.1

非常にそう思う やや思う あまり思わない 思わない 無回答
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図表 31 メディアにおける性表現・暴力表現についての考え 

  ＜女性に対する犯罪を助長する恐れがある＞ 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

  

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 6

20代 50

30代 90

40代 114

50代 120

60代 128

70代以上 162

20歳未満 6

20代 28

30代 48

40代 73

50代 78

60代 88

70代以上 141

女
性
年
代

男
性
年
代

17.8

2.0

11.1

18.4

20.8

24.2

21.0

16.7

14.3

10.4

19.2

12.8

22.7

17.0

45.1

50.0

44.0

54.4

51.8

55.0

56.3

44.4

16.7

35.7

33.3

28.8

43.6

48.9

31.9

25.3

33.3

40.0

26.7

27.2

19.2

11.7

14.2

50.0

32.1

43.8

34.2

32.1

22.7

34.8

6.5

16.7

14.0

5.6

2.6

2.5

1.6

4.9

16.7

17.9

12.5

16.4

7.7

4.5

7.8

5.3

2.2

2.5

6.3

15.4

1.4

3.8

1.1

8.5

非常にそう思う やや思う あまり思わない 思わない 無回答
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 ③ 施策の方向①ハラスメントと虐待の防止 

セクシュアルハラスメント、パワーハラスメント等の防止に向けて、意識啓発と

相談窓口の整備・充実を推進します。 

また、児童、高齢者、障がい者への虐待防止に向け、虐待の早期発見、迅速な対

応、適切な支援に向け、情報提供や相談体制の充実を図るとともに、関係機関との

連携を強化します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ② 性犯罪などの防止 

性犯罪などの暴力を容認しない社会づくりのための啓発活動を進めるとともに、

ジェンダー平等の視点に立った若年層からの教育を推進していきます。 

また、性の商品化の防止に向けて、意識啓発や情報提供を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

50 

セクシュアルハラスメントや虐待の防止に向けた 
意識啓発・相談の充実 
セクシュアルハラスメント防止週間等さまざまな機会を捉
えた周知・啓発を図るとともに、相談支援体制を強化します。
また、市内相談支援事業所職員、その他事業所職員、保護者、
行政職員に向けた虐待防止研修を実施するとともに、ネット
ワークの構築や障がい者虐待防止センターの運営等を行い
ます。 

 人権男女共同平和課 
 職員課 
 産業労働課 
 子ども家庭課 
 地域包括ケアシステム
推進室 

 障がい福祉課 
 教育指導課 

No. 取組の内容 主な担当課 

51 

性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた意識啓発 
性犯罪、売買春、人身取引、ストーカー行為などの暴力は「犯
罪」であるという意識を広め、その発生を予防・根絶するた
め、関係機関と連携して啓発を進めます。 

 人権男女共同平和課 
 保育課 
 青少年課 
 教育指導課 

52 

メディアにおける性表現・暴力表現の防止、 
性の商品化の防止 
女性を含むあらゆる人を人格から切り離したモノとする性表
現・暴力表現や性の商品化を防止するため、青少年のための
社会環境浄化活動と非行防止活動を推進します。 

 人権男女共同平和課 
 青少年課 
 教育指導課 

施策の方向性①ハラスメントと虐待の防止 

施策の方向性②性犯罪などの防止 
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（５）重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 
 

性的指向、性自認などを理由に悩み、生活のしづらさを感じているセクシュアルマイノリティ（性的少

数者）の人々がその個性と能力を十分に発揮できるよう、家庭、地域社会、職場等での理解と支援の

促進を図ります。 

 

重点目標５を実現するための担い手の役割と方向性 

市 民 性の多様性に対する正しい理解と認識を持つとともに、差別や偏見
のない社会づくりに努めます。 

ＮＰＯ 
ボランティア 

多様な主体との連携に基づく地域活動を通して、セクシュアルマイ
ノリティの支援に向けた取組を推進します。 

大 学 
セクシュアルマイノリティについて、正しい情報発信を行い、より
効果的な社会対応策の提案に努めます。また、セクシュアルマイノ
リティの学生への適切な対応と配慮に努めます。 

企 業 
セクシュアルマイノリティの人々が就労等で不当な差別や偏見を
受けることがないよう、支援・相談体制の充実を図るとともに、職
場における意識啓発に努めます。 

行 政 
県及び他の自治体や人権関連団体等と連携し、性の多様性について
の意識啓発に努めるとともに、性の多様性を尊重した施策について
検討・導入を進めます。 

 

  課題１ 性の多様性への理解と支援 

“共生社会の実現をめざす誰一人取り残さないまち（インクルーシブ藤沢）”の視

点に基づき、誰もが多様な分野に参画し、互いに認め育て合う社会の実現には、性

の多様性、いわゆるセクシュアルマイノリティ（性的少数者）への理解と支援が欠

かせません。 

「市民意識調査」では、「セクシュアルマイノリティ（またはＬＧＢＴ等）という

ことばの認知状況」は、全体で82.9％となっており、年代別でみると、20代から60

代の認知度は９割程度と極めて高くなっていますが、「セクシュアルマイノリティの

人にとって生活しづらい社会だと思うか」（22ページ）という点については、偏見や

差別などにより、生活しづらい社会だと思う人（「思う」と「どちらかといえば思う」

の合計）は、全体の76.8％を占めており、年代別で見ると、20代から60代で８割以

上となっています。また、「身体・心の性、性的指向に悩んだり、身近で悩んでいる

人がいた経験」では、「自分が悩んだことがある」「知人や家族が悩んでいたことが

ある」について、20代・30代で高くなっています。 

セクシュアルマイノリティについては「藤沢市人権施策推進指針」〔2016年（平成

28年）３月改定〕においても、理解が進んでいない人権課題の一つとして挙げられ

ており、その理由として、家庭、地域社会、職場等での学習機会が少ないことが大

きな要因として指摘されていますが（23ページ）、中でも、学校教育の場において、 

課題１ 性の多様性への理解と支援 

重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 
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自らの性について悩み苦しみ、自己肯定感を持てず、本来の自分の姿を出せずにい

る子どもへの対応、配慮は極めて重要です。 

また、職場においては、「労働施策総合推進法」の改正により、性的指向や性自 

認に関する侮辱的な言動としての「ＳＯＧＩハラスメント」や、働く人の性的指向・

性自認などを本人の了解を得ずに第三者に暴露する「アウティング」といった行為

はパワーハラスメントに該当することが明確にされ、企業等にはそれらを防止する

義務があることが定められました。 

他方、市では、東京２０２０オリンピック競技大会に向け、まちの魅力創出に取

り組んでいますが、スポーツとセクシュアルマイノリティをめぐる現状もクローズ

アップされてきています。セクシュアルマイノリティの人にとって、更衣室やトイ

レといった施設利用、ユニフォームの着用、コーチや監督といった指導者からの差

別的な発言に直面するなどの課題が指摘されていますが、施設利用等に関しては、

今後、地域や学校、職場等のさまざまな場面において適切な対応を図っていく必要

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ♢ＳＯＧＩ♢ ～ＬＧＢＴからＳＯＧＩへ～ 

恋愛感情などが、どの性別に向いているかを示す性的指向（Sexual Orientation）と自分
の性別をどのように認識しているかを示す性自認（Gender Identity）の頭文字をとった
ことば。ＬＧＢＴが“人”を示すことばであるのに対し、ＳＯＧＩはすべての人に関係す
るものであることから“ＳＯＧＩの当事者”という表現はなく、誰もが当事者としてその
生き方やあり方を示す概念とされています。 
“共生社会の実現をめざす誰一人取り残さないまち（インクルーシブ藤沢）”の実現に向
け、このＳＯＧＩの概念を基盤とした施策の推進が必要です。 
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図表 32 セクシュアルマイノリティ（またはＬＧＢＴ等）ということばの認知状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 

図表 33 身体・心の性、性的指向に悩んだり、身近で悩んでいる人がいた経験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査報告書〔2019 年(平成 31 年)３月〕 

 

 

 

 

 

 

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 12

20代 79

30代 139

40代 187

50代 198

60代 216

70代以上 308

82.9

91.7

91.1

89.9

88.2

91.4

87.0

66.9

15.1

8.3

8.9

10.1

11.2

8.6

12.0

27.6

2.0

0.5

0.9

5.5

はい いいえ 無回答

(N) (%)

全体 1,149

20歳未満 12

20代 79

30代 139

40代 187

50代 198

60代 216

70代以上 308

1.6

3.8

5.8

1.1

2.0

0.5

7.7

26.6

16.5

10.2

6.1

3.2

1.9

88.8

100.0

70.9

79.1

88.2

92.4

94.9

91.2

2.3

0.5

1.4

6.8

自分が悩んだことがある
知人や家族が悩んでいた

ことがある
特にない 無回答
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 ③ 施策の方向①セクシュアル・マイノリティに対する理解の促進 

さまざまな機会を利用して、性的指向や性自認に対する正しい認識が深まるよう、

関係機関と連携し、啓発活動を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③ 施策の方向②セクシュアル・マイノリティに対する支援 

相談窓口の情報提供を行うとともに、国、県及び他の自治体や人権関連団体等と

連携し、支援につなげます。また、生きづらさを抱えるセクシュアルマイノリティ

の人々が自分らしい生き方ができるよう、性の多様性を尊重した施策についての検

討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

53 

差別や偏見をなくすための啓発や研修の実施 
家庭、地域社会、職場といったさまざまな場で、セクシュ
アルマイノリティに対する差別や偏見に基づくいじめや嫌
がらせなどが生じないよう、啓発活動や研修を実施します。 

 人権男女共同平和課 
 職員課 
 産業労働課 
 生涯学習総務課・公民館 

54 

子ども・青少年に対する心身の発育・発達と性に関わる 
教育の推進 
ジェンダー平等の視点から、子ども・青少年の発達段階に
応じた心身の発育・発達と性に関わる教育を継続的に推進
します。また、性的指向・性自認に係る児童生徒に対し、
関係機関と連携した支援体制を構築し、きめ細かな対応を
実施します。 

 保育課 
 青少年課 
 教育指導課 

No. 取組の内容 主な担当課 

55 

セクシュアルマイノリティの支援に向けた制度の検討・導入 
セクシュアルマイノリティの人々が日常生活において感じ
る困難や不安を解消するため、「パートナーシップ宣誓制度」
など行政手続きやさまざまな場面における支援のあり方に
ついて検討・導入を推進します。 

 人権男女共同平和課 

56 

関係機関との連携強化 
セクシュアルマイノリティの支援充実に向け、人権関連団体
等をはじめとする多様な主体への働きかけと連携強化を推
進します。 

 人権男女共同平和課 

施策の方向性①セクシュアルマイノリティ（性的少数者）に対する理解の促進 

施策の方向性②セクシュアルマイノリティ（性的少数者）に対する支援 
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 （６）重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 

人口減少と少子高齢化が進行する中、社会のさまざまな場面で、困難な状況にある人々が安心して

暮らせるよう支援を図るとともに、“人生100年時代”において、誰もが生涯を健やかに暮らせるよう心

身の健康づくりを推進します。 

重点目標６を実現するための担い手の役割と方向性 

市 民 さまざまな啓発イベント等に積極的に参加し、ライフステージごと
の健康課題に応じた、望ましい食生活と健康づくりに努めます。 

ＮＰＯ 
ボランティア 

市民が日常から健康づくりに取り組めるよう、さまざまな啓発イベ
ントの機会づくり・交流づくりに努めます。 

大 学 

さまざまな年代の人の心身の健康のために、実証実験等先駆的な役
割を果たし、その成果を地域社会へ還元することに努めます。また、
学生をはじめとする若年層に向けた健康づくりへの正しい理解促
進に努めます。 

企 業 
働く人の健康に配慮した職場づくりを推進します。また、ひとり親、
高齢者、障がい者の自立のための社会的活動を支援するとともに、
就労支援や雇用の促進に努めます。 

行 政 市民一人ひとりのライフステージに合わせた健康づくりの推進と
援助が必要な人々への支援と自立の促進を図ります。 

 

 

  課題１ さまざまな困難を抱える人々への支援と自立の促進 

国の「2019年（令和元年）国民生活基礎調査」によると、「子どもの貧困率」は、

2018年（平成30年）時点で13.5％であり、前回〔2015年（平成27年）〕の13.9％から

大きな改善は見られず、依然として子どもの７人に１人が貧困状態にあることが報

告されています。また、世帯類型別では、母子家庭など大人１人で子どもを育てる

世帯の貧困率は48.1％となっています。 

市では、核家族化の進行や地縁関係の希薄化など社会環境が大きく変化する中で、

困難を抱えた子どもとそうした子どものいる家庭は特別な存在ではなく、地域全体

で支えていくことが重要であるとの視点に立ち、「藤沢市子ども共育計画」〔2020年

（令和２年）３月〕を策定しました。この計画における「保護者の就労状況」を見

ると、５歳児をもつひとり親世帯（２世代同居）の母親の約９割が働いており、そ

のうち週30時間以上働く割合は約８割となっています。また、困窮層の保護者は、

父親、母親ともに常勤・正規職員の割合が低い傾向が示されていますが、こうした

保護者にとっては、正規就労への壁として、子育てと正規就労に求められる長時間

労働との両立が難しいことが要因の一つとして挙げられています。ひとり親家庭を

はじめ、生活上の困難に直面している人々への就業支援と生活の安定に向けた継続

的な取組が重要です。 

課題１ さまざまな困難を抱える人々への支援と自立の促進 

重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 
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新型コロナウイルス感染症による影響は、社会的に弱い立場の人々に、より深刻

な影響を与えていますが、平時においても女性は、高齢であること、疾病、障がい 

があることや、外国につながりのあること等により複合的に困難な状況に置かれて

いる場合が少なくないことが指摘されています。とりわけ、外国につながりのある

女性とその子どもが、ことばの問題や、文化・価値観の違い等から地域において孤

立しないよう、また、困難の連鎖が生じないよう、引き続き、多文化共生施策を推

進する必要があります。 

図表34 藤沢市の生活保護受給世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市子ども共育計画〔2020 年(令和２年)３月〕 

神奈川県「神奈川県福祉統計」※各年度３月時点 

図表35 母親の就業状況（５歳児保護者）  図表36 父親の就業状況（５歳児保護者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市子ども共育計画〔2020 年(令和２年)３月〕 
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図表37 母親の１週間の平均就業時間（働いている５歳児保護者） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：藤沢市子ども共育計画〔2020 年(令和２年)３月〕 

 

 

 ③ 施策の方向①多様な困難（ひとり親、貧困、外国人等）を抱える人々への支援 

日常生活に困難がある状態や、経済的に不安定な状況にある人々に、生活の安定

に向け、実情やニーズに応じた継続的支援を行います。 

また、外国につながりのある市民が安心して暮らせるよう生活支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

57 

ひとり親家庭及び養育者家庭などへの支援 
日常生活に困難がある状態や、経済的に不安定な状況にあ
るひとり親家庭などに対し、家庭相談や医療費の助成、自
立に向けた各種支援を行います。 

 子育て給付課 

58 

生活に困難がある人々への支援 
地域共生社会の推進を図るため、包括的な相談体制の整備、
コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）による個別支
援・地域支援等を行います。また、世代や属性を超えて生
活に困難がある人々が安心して生活をするための支援を行
います。 

 地域包括ケアシステム
推進室 

 福祉健康総務課 
 住宅政策課 

59 

外国につながりのある市民への生活支援 
県及び外国につながりのある市民を支援する各種団体等と
連携し、外国につながりのある市民への生活支援として、
多言語、やさしい日本語による生活情報の提供や相談体制
の充実を図ります。また、子どもたちの就学支援に向けた
取組を進めます。 

 人権男女共同平和課 
 市民相談情報課 
 学務保健課 

施策の方向性①多様な困難（ひとり親、貧困、外国につながりのある人等）を抱える人々
への支援 

(%)

 全体（N＝1,384）

ひとり親世帯（2世代同居）
（N=81）

 困窮層（N＝49）

13.7

8.6

14.3

21.3

2.5

18.4

14.2

9.9

10.2

24.1

38.3

26.5

21.0

37.0

24.5

2.6

2.5

0.9
1.2

2.2

6.1

10時間
未満

10～20
時間未満

20～30
時間未満

30～40
時間未満

40～50
時間未満

50～60
時間未満

60時間
以上

わからない
・無回答
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  課題２ リプロダクティブ・ヘルス／ライツの保護 

リプロダクティブ・ヘルス／ライツは、生殖年齢にある女性のみならず、生涯に

わたる性と生殖に関する健康を意味し、すべての個人に保障されるべき健康の概念

です。また、リプロダクティブ・ライツは人権の一つであり、すべてのカップルと

個人が、いつ何人子どもを産むか産まないかを自由かつ責任を持って決定でき、そ

のための情報と手段を得ることができるという権利です。 

誰もが互いの身体的性差を十分に理解し尊重し合うこと、心身及びその健康につ

いて、主体的に行動し、正確な知識・情報を入手することは、生涯を通じ重要なこ

とですが、女性の心身の状況が、思春期、妊娠・出産期、更年期、老年期といった

ライフステージごとに大きく変化する中で、妊娠・出産期は、女性の健康にとって

大きな節目といえます。 

近年、働く女性の増加等に伴う晩婚化による初産年齢の上昇や、心身に複雑な症

状が発生しやすい更年期の女性が社会において多くの役割を担う状況にあること、

あるいは、不妊治療に係る経済的負担の問題など、引き続き、安全な妊娠・出産に

向けた支援を行うとともに、女性特有の疾病の予防に向けた健康相談体制の充実を

図る必要があります。 

2019年（令和元年）12月には、「母子保健法の一部を改正する法律」が公布され、

産後ケア事業の法制化が図られました。産後の母親の身体的・精神的な負担は大き

く、最悪の場合には、自殺や虐待につながるケースもあることが指摘されており、

その健康を保持していくことは、子どもの健やかな成長にも大きく影響するとされ

ています。今後、産後うつの早期発見など、産後ケアを必要とする出産後１年を経

過しない女子及び乳児に対して、心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安

心して子育てができる支援体制を確保する必要があります。 

 

 ③ 施策の方向①出産に関わる健康の確保と増進 

妊娠前から妊娠、出産、産後にいたるまでの各段階に応じた保健事業を進め、母

子の心身の健康保持と子どもの健やかな発育・発達支援の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

60 
健やかな妊娠・出産や育児のための支援の充実 
妊娠期から産後にわたり必要な保健指導及び育児支援を行う
とともに、未熟児、慢性疾患児などの療養支援を行います。 

 子ども健康課 

61 
障がいの早期発見と健康管理体制の充実 
乳幼児の各種健康診査を実施し、疾病と障がいの早期発見に
努め、健やかな発育・発達を支援します。 

 子ども健康課 

62 
生涯を通じた女性の健康づくり 
健康教育や健康相談等により、女性のライフサイクルに合わ
せた支援を行います。 

 健康増進課 

課題２ リプロダクティブ・ヘルス／ライツの保護 

施策の方向性①出産に関わる健康の確保と増進 
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図表38 第２期藤沢市子ども・子育て支援事業計画（抜粋） 

母子保健計画の施策体系 
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   課題３ 「人生100年時代」に向けた健康づくり 

持続可能なまちづくりのためには、誰もが、住み慣れた地域で、からだも心も元

気に暮らし続けられることが大切です。 

市では、2015年（平成27年）３月に健康増進法に基づき「元気ふじさわ健康プラ

ン 藤沢市健康増進計画（第２次）」（以下、「元気ふじさわ健康プラン」という。）

を策定し、市民が主体となって、ライフステージごとの健康課題に応じた健康づく

りに取り組めるよう、地域、関係機関、行政等で連携を図り、さまざまな施策を推

進しています。 

市民の平均寿命、健康寿命（日常生活動作が自立している期間の平均）は男女と

も伸びており、2017年（平成29年）の平均寿命は、女性88.0歳、男性82.4歳であり、

健康寿命は、女性85.2歳、男性81.2歳となっています。 

2020年（令和２年）の「元気ふじさわ健康プラン」における中間評価では、男女

ともに40歳から64歳の「肥満」の割合が悪化しており、20歳から39歳の女性の「肥

満」に関しても増加傾向がみられる一方で、20歳から39歳の「やせ」に関しては他

の世代と比べると多くなっている点などを指摘しており、計画後半における強化す

べき取組として「生活習慣病対策の強化」等を掲げ、引き続き、健康寿命の延伸と

健康格差の縮小を到達目標としています。 

他方、次世代を含めたすべての人々の健やかな生活習慣を形成するために、引き

続き、若年層への喫煙防止教育や飲酒の害に関する教育、薬物乱用防止を推進する

とともに、成人については、ストレスや心の問題への対応、スポーツを通じた健康

づくりのための施策推進を図る必要があります。 

図表39 藤沢市の平均寿命と健康寿命の年次推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：元気ふじさわ健康プラン 藤沢市健康増進計画（第２次）中間評価報告書〔2020年(令和２年)３月〕 

＜女性＞ ＜男性＞ 

課題３ “人生100年時代”に向けた健康づくり 
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図表40 成人のストレス解消法の有無 

  

 

 

 

 

 

 

 

資料：元気ふじさわ健康プラン 藤沢市健康増進計画(第２次)中間評価報告書〔2020 年(令和２年)３月〕 

 

 

図表41 元気ふじさわ健康プラン 藤沢市健康増進計画（第2次） 
計画後半の推進イメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(%)

H30
（ｎ＝1,425）

H25
（ｎ＝1,230）

H20
（ｎ＝1,477）

57.8

61.1

63.3

38.5

33.5

32.8

3.8

5.4

3.9

持っている 持っていない 無回答
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 ③ 施策の方向①生涯にわたる健康づくりの推進 

「私たちの藤沢 健康都市宣言」〔2010年(平成22年)10月１日〕を基本理念とし、

ライフステージごとの特徴やそれぞれの健康課題に応じた健康づくりを進めていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

No. 取組の内容 主な担当課 

63 

ライフステージに応じた健康管理と健康づくり 
生活習慣病を予防し、健康寿命の延伸を図るため、健康診査
の実施・受診啓発、食育、身体活動促進に向けた環境整備を
図るとともに、各種スポーツ教室・スポーツ事業を実施しま
す。また、ストレスや心の問題への対応として、いのちを支
える自殺対策に取り組みます。 

 健康増進課 
 子ども健康課 
 スポーツ推進課 
 学校給食課 
 保健予防課 

64 

ＨＩＶ・エイズ、性感染症防止についての啓発 
ＨＩＶ・エイズ、性感染症に対して正しい知識を持って、感
染を予防し、また、患者や感染者への理解を深めるよう、検
査、相談事業、各種啓発活動を行います。 

 保健予防課 

65 

薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題に関する啓発 
薬物、喫煙、飲酒に関連する問題について、正しい知識の普
及啓発を行うとともに、関連機関等と連携した相談支援体制
の整備を図ります。 

 地域保健課 
 保健予防課 
 健康増進課 
 青少年課 

 

 

国の「第５次男女共同参画基本計画（検討中）」では、第４次計画に引き続き、生涯にわ
たる女性の健康を確保するために、運動・スポーツ習慣の重要性に言及しています。また、
スポーツ庁では、「女性スポーツ促進キャンペーン」として、働きざかり・子育て世代が
日常生活の中で気軽に取り組める運動や、女子生徒の食べない・運動しないことによるや
せすぎ、身体機能の低下を防ぐ取組などが紹介されています。 
東京２０２０オリンピック競技大会を契機とし、女性競技者の出産後の復帰支援や競技生
活と子育ての両立、あるいは、スポーツ指導者における女性の参画を促進するための教育
プログラムの実施などが進められる一方、女性競技者に対するセクシュアルハラスメント
や性犯罪も課題として指摘されています。藤沢市では、これまで山口香さん（ソウルオリ
ンピック女子柔道銅メダリスト）、益子直美さん（女子バレーボール元全日本代表）をお
迎えし、スポーツ界で女性への偏見を乗り越え輝き続ける原動力や、ご自身の部活動での
体験を踏まえ、指導者が怒らないバレーボール大会を開催する意味など、ご講演をいただ
いています。 

♢スポーツとジェンダー平等♢ 

施策の方向性①生涯にわたる健康づくりの推進 
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２ 具体的事業一覧 

この計画における重点目標１から６に関する具体的な事業と担当課は、次のとおりです。 

（１）重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 
 

01 
 

 ジェンダー平等社会の形成に向けた意識改革のためのイベント、研修の実施 
● ジェンダー平等を啓発するイベント等の実施 人権男女共同平和課 
● ジェンダー平等に関する職員研修の実施 職員課 

02 
 

 ジェンダー平等の視点に立った広報・出版物などにおける表現の配慮 
● 「広報ふじさわ」などの発行にあたっての配慮 

広報課 ● 藤沢市公式ホームページでの配慮 
● 行政刊行物発行などに際しての配慮 

03 
 

 ジェンダー平等に関する情報収集と提供 
● 情報紙の発行やホームページ等での情報提供 人権男女共同平和課 
● ジェンダー、男女共同参画、セクシュアルマイノリティ等に 

関連した図書の収集と提供 
総合市民図書館 

04 
 

 ジェンダー平等に関する意識調査等の実施 
● 市民意識調査の実施 人権男女共同平和課 

05 
 

 家庭・保育園などにおける幼少期からのジェンダー平等意識の形成 
● 園児等へのジェンダー平等に関する意識づけ 

保育課 
● 保育に関わる職員、保護者などへの啓発、情報提供 

06 
 

 ジェンダー平等に基づく教育課程の推進 
● 各教科、道徳、特別活動などの授業や行事における人権教育の

推進 
教育指導課 

● ジェンダー平等の視点に立った教材・副読本の選定 
● 一人ひとりの個性を重視した進路指導の推進 

07 
 

 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進 
● 理科、保健体育科、特別活動などの授業における実施状況に 

ついて、指導主事が指導助言 
教育指導課 

● スクールハラスメントの防止・啓発 
● 人権、環境、平和教育担当者会の開催 
● 思春期保健指導の実施 子ども健康課 

08 
 

 教育相談の充実 
● スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーによる

相談環境の充実 
教育指導課 

09 
 

 教育現場におけるジェンダー平等の職場づくりと研修の推進 
● 教職員へのジェンダー平等やセクシュアルハラスメント 

（スクールハラスメント）に関する研修と実践事例の情報 
提供 

教育指導課 

学務保健課 

  

重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 

２  具体的事業一覧 
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10 
 

 生涯を通じたジェンダー平等学習の充実 
● 男性の家庭・地域への参画を促進する学習機会の提供 

生涯学習総務課・公民館 
● ジェンダー平等をテーマにした講座等の実施 

11 
 

 人権施策の総合的な推進 
● 藤沢市人権施策推進指針による着実な推進 

人権男女共同平和課 ● 人権教育及び人権啓発に関する施策の推進 
● 人権啓発講演会、研修会の開催 
● 人権啓発の推進 

教育総務課 
● 他市教育委員会との連携による人権施策の推進 
● 人権教育についての指導資料の作成、配布 

教育指導課 
● 教職員への研修と実践事例の情報提供 
● 人権をテーマとした講座等の開催 生涯学習総務課・公民館 

12 
 

 互いの文化を尊重した多文化共生のまちづくりの充実 
● 市民主体の国際化推進事業の実施 

人権男女共同平和課 ● 多様な国際交流推進事業の実施 
● 国際交流の場の提供 
● 青少年の国際交流事業の推進 青少年課 

 

（２）重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 

 

13 
 

 議会、審議会、市職員など、市政（政治・行政分野）に対する女性の参画促進 
● 審議会等の女性登用比率アップ対応方針の徹底 人権男女共同平和課 
● 市職員の女性管理職登用に向けたキャリアアップ支援の 

充実 
職員課 

● 郷土づくり推進会議をはじめとした地域のまちづくりへの
女性参画の促進 

市民自治推進課 

● 教員の能力・適性に応じた女性管理職登用の促進 学務保健課 
● 女性消防職員の経験・適性を生かした職域の拡大 消防総務課 
● 女性議員が活動しやすい環境づくりと市政への関心を高める

ための意識啓発の促進 
議会事務局総務課 

● 市政への関心を高めるための若年層への意識啓発の促進 選挙管理委員会事務局 
14 

 
 企業・団体などにおける女性登用の促進 
● 企業・団体等に向けた女性登用についての意識啓発及び 

情報提供の促進 
人権男女共同平和課 

● 広報等さまざまな媒体による市内企業・団体等に向けた 
情報提供・意識啓発の実施 

産業労働課 

15 
 

 女性のエンパワーメントのための学習の充実 

● 女性を対象にした学習機会の提供 
生涯学習総務課・公民館 
市民自治推進課 

 

  

重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 
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16 
 

 男女共同参画ネットワーク協力員による事業展開 
● 男女共同参画ネットワーク協力員への研修 

人権男女共同平和課 
● 男女共同参画ネットワーク協力員と連携した啓発活動 

17 
 

 女性のキャリア形成支援 
● 女性向けセミナーの開催 

産業労働課 

● キャリアカウンセリングの実施 
● 資格取得講座の実施 
● コミュニティビジネス起業セミナーや事業者見学会などの開催

支援 
● コミュニティビジネス創業者や創業希望者に対する相談業務や

専門家による事業診断の実施 
● 事業所開設時の事業所にかかる賃借料及び改装工事費の助成 

18 
 

 女性の雇用・就労機会の促進 
● 湘南合同就職面接会の開催 産業労働課 

19 
 

 女性の活躍推進に関する協議の場の設置 

● 労働問題懇話会の開催 
産業労働課 
人権男女共同平和課 

20 
 

 職場におけるハラスメント等防止に向けた労働関連法令の遵守についての情報提供 
● 職場におけるハラスメント防止に向けた周知・啓発 産業労働課 

21 
 

 女性の労働相談体制の充実 
● 一般労働相談の実施 

産業労働課 
● 街頭労働相談会の開催 

22 
 

 国・県などの労働関係機関との連携 
● かながわ労働センター湘南支所との連携 

産業労働課 
● 湘南地域雇用対策推進協議会に参加 

23 
 

 ＮＰＯなど市民活動への支援、情報提供と連携 
● 市民活動推進委員会の運営 

市民自治推進課 
● 市民活動支援施設の管理運営 

 
● 市民活動団体を支援する制度の実施 

（ミライカナエル活動サポート事業） 
 ● ＮＰＯ法人の設立認証事務 

24 
 

 ジェンダー平等についての情報提供、学習機会・学習相談の充実 
● 情報紙の発行やホームページ等での情報提供 人権男女共同平和課 
● 生涯学習に関する情報の提供 

生涯学習総務課・公民館  ● 学習相談の充実 
 ● 藤沢市生涯学習活動推進室（フラッポ）を通じた支援 

25 
 

 人材登録制度の充実 
● 生涯学習人材バンク「湘南ふじさわ学びネット」の運営 

生涯学習総務課 
● 藤沢市生涯学習活動推進室（フラッポ）を通じた支援 

26 
 

 地域コミュニティにおける世代間交流の促進 
● 郷土づくり推進会議への多世代参画の促進 市民自治推進課 
● 地域活動を促進するための講座の開催や世代間交流、協働活動

の推進 
生涯学習総務課・公民館 
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27 
 

 学校・家庭・地域の連携強化、ＰＴＡ活動への支援 
● 中学校区を基本とした15の地域協力者会議の開催等を通じた

地域課題の協議 
教育総務課 ● 各地区の特徴を生かした事業の実施 

● ＰＴＡ育成事業の充実 
● ＰＴＡ役員研修会の開催 

28 
 

 保育つき事業の促進と保育者活動への支援 
● 各種事業開催における保育つき事業の実施 

生涯学習総務課・公民館 ● 保育ボランティア研修会の開催 
● 保育者セミナーの開催 

29 
 

 自主防災組織、消防団活動の充実強化に向けたジェンダー平等の促進 
● 地域防災計画の策定及び調整へのジェンダー平等意識の反映 

防災政策課 
● 地域防災会議における女性の積極的登用 
● 防災リーダー研修、指定避難所等での運営訓練等への女性

の参加促進 危機管理課 
● 国民保護協議会等の委員への女性委員の登用促進 

 ● 女性団員が活動しやすい環境整備の促進 
警防課 

 ● 研修への女性団員の参加促進 
30 

 
 ジェンダー平等に配慮した指定避難所等運営の促進 
● ジェンダー平等を意識した指定避難所等運営の改善 

危機管理課 ● 女性やセクシュアルマイノリティへの対応を取り入れた 
避難施設マニュアルの配布 

 

 

（３）重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 
 

31 
 

 長時間労働抑制・職場環境の改善等に向けた企業や関係機関との連携 
● 関係機関との連携 

産業労働課 
● ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議の開催 
● ワーク・ライフ・バランス推進に関する企業向け、市民向け

事業の実施 
32 

 
 仕事と生活の両立についての意識啓発 
● 情報紙やホームページ等を活用した啓発 人権男女共同平和課 
● 関係機関との連携 

産業労働課 
● ふじさわワーク・ライフ・バランス推進会議の開催 
● ワーク・ライフ・バランス推進に関する企業向け、市民向け

事業の実施 
33 

 
 男性の家事、育児への参加促進 
● 情報紙やホームページ等を活用した啓発 人権男女共同平和課 
● 両親学級（マタニティクラス）の開催 

子ども健康課 
● 父子手帳の交付 
● 男性を対象とした育児講座等の開催 生涯学習総務課・公民館 

 

 

重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 
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34 
 

 男性の介護への参加促進 
● 家族介護者教室の開催 地域包括ケアシステム 

推進室 ● 在宅介護者の会の運営 
35 

 
 乳幼児の保育・教育の充実 

● 待機児童の解消に向けた保育所等の整備 
子育て企画課 
保育課 

● 一時預かり事業、延長保育事業などの充実 
子育て企画課 
保育課 

36 
 

 発達に課題がある子どもの支援体制の充実 
● 子ども発達支援事業の実施 

子ども家庭課 ● 特別支援保育に対する補助の実施 
● 障がい児通所支援 

37 
 

 地域における子育て支援の促進 

 
● 「第２期藤沢市子ども・子育て支援事業計画」に基づく子ども・

子育て支援施策の展開 

子育て企画課 
 ● 子育て支援センター事業の実施 
 ● つどいの広場事業の実施 
 ● 子育てふれあいコーナー事業の実施 
 ● 市民との協働事業の実施 
 ● ファミリー・サポート・センター事業の実施 

子ども家庭課 
 

● 子育て短期支援事業（ショートステイ事業・トワイライトステ
イ事業）の実施 

 
● 保育所における地域の子育て家庭を対象とした相談・交流事業

の充実 
保育課  ● 園庭開放、体験保育、世代間等交流事業の実施 

 ● 子育て支援センターとの連携による子育て支援事業の実施 
 ● 放課後児童健全育成事業の実施 

青少年課 
 ● 放課後子ども教室推進事業の実施 
 ● 青少年指導員の研修の充実 
 ● 青少年健全育成事業の推進 

38 
 

 小児に対する医療の充実 
● 小児への医療費助成の充実 

子育て給付課 ● 未熟児養育医療の給付 
● 育成医療の給付 

39 
 

 育児、介護休業制度の普及促進 

● 情報紙やホームページ等を活用した啓発 
人権男女共同平和課 
産業労働課 
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40 
 

 高齢者介護、障がい者介護に関するサービスの充実 
● 生活支援型ホームヘルプサービスの実施 

地域包括ケアシステム 
推進室 

● 一時入所サービスの実施 
● 紙おむつの支給 

 ● 寝具乾燥消毒サービス 
 ● 緊急通報サービス 
 ● 認知症等行方不明ＳＯＳネットワークシステムによる支援 
 ● 短期入所支援 

障がい福祉課 
 ● ホームヘルパーの派遣 
 ● 訪問入浴サービス 
 ● 施設での入通所サービスの実施 

 

（４）重点目標４ あらゆる暴力の根絶 

 

41 
 

 あらゆる暴力防止のための周知啓発 
● 情報紙の発行やホームページ等による啓発の実施 

人権男女共同平和課 
● 「ＤＶ相談窓口のご案内カード」の配布による相談窓口の周知 
● 広報ふじさわやホームページ等による児童虐待防止の啓発及び

周知 
子ども家庭課 

● 市民や関係機関に向けた児童虐待防止に関する研修や講座の
開催 

42 
 

 被害の早期発見の促進 

● 市内医療機関への情報提供 
人権男女共同平和課 
生活援護課 

● 民生委員児童委員等への情報提供 
人権男女共同平和課 
生活援護課 

● 福祉保健総合相談の実施 地域包括ケアシステム 
推進室 ● 高齢者虐待専門相談窓口の実施 

● 障がい者虐待防止センターの運営 
障がい福祉課 ● 障がい者虐待防止に関する啓発 

● 関係機関との連携 
● 児童・生徒を体罰（暴力）から守るための情報共有 教育指導課 

● 子どもに関係する機関との連携 
子ども家庭課 
教育指導課 

43 
 

 子ども・青少年に対する暴力を認めない社会づくりへの理解促進 
● デートＤＶなどの防止に向けた啓発の実施 人権男女共同平和課 
● 保育園などにおけるジェンダー平等の視点からの成長段階に

応じた指導・育成 
保育課 

● さまざまな青少年事業を通じた啓発の実施 青少年課 
● 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の

推進 
教育指導課 ● 児童・生徒に向けたセクシュアルハラスメント（スクール 

ハラスメント）防止及びデートＤＶ防止に関するリーフレット
等の作成・配布 

重点目標４ あらゆる暴力の根絶 
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44 
 

 相談機能の整備・充実 
● 女性相談の実施 生活援護課 
● 福祉保健総合相談の実施 地域包括ケアシステム 

推進室 ● 高齢者虐待専門相談窓口の実施 
● 要保護児童の支援を目的としたネットワークの充実 

子ども家庭課 
● 子ども・子育て相談の実施 
● 市政相談、一般相談をはじめとする各種相談の実施及び相談に

関する情報提供 
市民相談情報課 

45 
 

 相談時におけるプライバシーの保護と安全の確保 

● 相談者に関する情報の保護・管理の徹底並びに関係各課等との 
連携による相談時及び移動時等における安全確保に向けた 
体制づくり 

生活援護課 
市民窓口センター 
市民相談情報課 
子ども家庭課 

● 福祉保健総合相談の実施 地域包括ケアシステム 
推進室 ● 高齢者虐待専門相談窓口の実施 

46 
 

 一時保護、安全の確保に向けた支援 
● 神奈川県配偶者暴力相談支援センター等との連携強化 

生活援護課 
● 一時保護における同行支援 

47 
 

 ＤＶ被害者の子どもへの支援 
● 児童相談所等と連携した心理的虐待を受けた児童へのケアの

充実 
子ども家庭課 

● 母子保健事業の実施 子ども健康課 
 ● 保育所等入所申請手続きや利用についての支援 保育課 
 ● 子どもの教育を受ける権利の保障に向けた就学手続き等の支援 学務保健課 

48 
 

 推進体制の充実 
● 県、近隣市町村及び警察との情報共有・情報交換を通じた連携の

強化 
人権男女共同平和課 
生活援護課 

● 女性保護シェルターの運営やＤＶ相談を実施している民間団体
との情報交換等を通じた連携の強化 

人権男女共同平和課 
生活援護課 

● 庁内連絡会議の開催 
人権男女共同平和課 ● ＤＶ対応マニュアルの作成 

● 職員に対する研修の実施 
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49 
 

 住まい、就労などの経済的支援 
● 女性保護シェルター等との連携による住まいの確保に向けた

支援 
生活援護課 ● ジョブスポットふじさわ（ハローワーク常設相談窓口）、就労

支援員との連携による就労の支援 
● 必要に応じた生活保護の申請支援 
● 母子生活支援施設への入所支援 子育て給付課 
● 市営住宅入居申込時における優遇措置の設置 住宅政策課 
● 住民基本台帳制度における支援措置の実施 市民窓口センター 
● 税証明交付事務における支援措置の実施 税制課 
● 国民健康保険、国民年金、後期高齢者医療など各種制度における

支援 
保険年金課 

● 選挙人名簿の閲覧制限によるプライバシーの保護 選挙管理委員会事務局 
50 

 
 セクシュアルハラスメントや虐待の防止に向けた意識啓発・相談の充実 
● 情報紙やホームページ等を活用した啓発 人権男女共同平和課 
● 市職員に対するハラスメントの防止に向けた周知・啓発 

職員課 
● 市職員に対する相談窓口の整備・充実 
● 一般労働相談の実施 

産業労働課 ● 街頭労働相談の実施 
● 市内企業に対する啓発 
● 児童虐待防止対策の強化や子ども・子育て相談の実施 

子ども家庭課 
● 児童虐待に関する情報収集、調査、対応の充実 
● 高齢者虐待相談窓口の充実 地域包括ケアシステム 

推進室 ● 高齢者虐待防止ネットワーク会議の開催 

● 研修会の開催及び啓発活動の実施 
子ども家庭課 
地域包括ケアシステム 
推進室 

● 障がい者虐待防止センターの運営を通じた相談窓口の充実と
養護者への支援 障がい福祉課 

● 障がい者虐待防止に関する啓発 
● 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の

推進 
教育指導課 

● セクシュアルハラスメント（スクールハラスメント）の防止に
向けた周知・啓発 
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51 
 

 性犯罪・ストーカーなどの防止に向けた意識啓発 
● 性犯罪・性暴力防止に向けた啓発 

人権男女共同平和課 
● 関係機関との連携 
● 園児等を性犯罪等から守るための情報共有や啓発活動の促進 保育課 
● さまざまな青少年活動を通じた啓発 青少年課 
● 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の

推進 
教育指導課 ● 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進 

● 児童・生徒を性犯罪から守るための情報共有や啓発活動の 
促進 

52 
 

 メディアにおける性表現・暴力表現の防止、性の商品化の防止 
● 情報紙やホームページ等を活用した啓発 人権男女共同平和課 
● 青少年のための社会環境浄化活動と非行防止活動の推進 青少年課 
● 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の

推進 
教育指導課 ● 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進 

● 児童・生徒を性の商品化から守るための情報共有や啓発活動
の促進 

 

 

（５）重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 
 

 

53 
 

 差別や偏見をなくすための啓発や研修の実施 
● 藤沢市人権施策推進指針による着実な推進 

人権男女共同平和課 ● 人権教育及び人権啓発に関する施策の推進 
● 人権啓発講演会、研修会の開催 
● 市職員に対するセクシュアルマイノリティへの理解に向けた

啓発及び研修の実施 職員課 
● 市職員に対する相談窓口の整備・充実 
● 企業・団体等に対するセクシュアルマイノリティへの理解に

向けた意識啓発及び情報提供の促進 
産業労働課 

● セクシュアルマイノリティをテーマとした講座等の開催 生涯学習総務課・公民館 
54 

 
 子ども・青少年に対する心身の発育・発達と性に関わる教育の推進 
● 園児等へのジェンダー平等に関する意識づけ 

保育課 ● 保育に関わる職員、保護者に対するセクシュアルマイノリティ 
への理解に向けた意識啓発及び情報提供の促進 

● さまざまな青少年活動を通じた啓発 青少年課 
● 学校生活におけるジェンダー平等の視点に立った教育課程の

推進 
教育指導課 ● 心身の発育・発達と性に関わる教育の推進 

● セクシュアルマイノリティの児童・生徒への支援と居場所 
づくり 

重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 
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55 
 

 セクシュアルマイノリティの支援に向けた制度の検討・導入 
● パートナーシップ宣誓制度の導入 人権男女共同平和課 

56 
 

 関係機関との連携強化 
● 人権関連団体及びセクシュアルマイノリティを支援する団体等

との連携強化 
人権男女共同平和課 

 

 （６）重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 

 

57 
 

 ひとり親家庭及び養育者家庭などへの支援 
● 母子・父子自立支援員によるひとり親家庭相談の実施 

子育て給付課 

● ひとり親家庭等日常生活支援事業の実施 
● ひとり親家庭などへの医療費の助成 
● ひとり親家庭への自立支援給付金事業の実施 
● 児童扶養手当の給付 
● 養育者支援金の給付 

58 
 

 生活に困難がある人々への支援 
● 自立相談支援事業の実施 

地域包括ケアシステム 
推進室 

● 就労準備支援事業の実施 
● 家計改善支援事業の実施 
● 地域福祉プラザの運営 福祉健康総務課 
● 母子・父子世帯への市営住宅入居申込時における優遇措置 住宅政策課 

59 
 

 外国につながりのある市民への生活支援 
● 多言語、やさしい日本語による情報提供 

人権男女共同平和課 

● 外国につながりのある市民の居場所づくり 
● 外国につながりのある市民を支援する各種団体との連携 
● 藤沢市外国人市民会議を運営し、外国につながりのある市民の

意見等を施策に反映 
● 外国人相談事業の充実 市民相談情報課 

 ● 外国人市民の子どもたちの就学に向けた支援 学務保健課 
60 

 
 健やかな妊娠・出産や育児のための支援の充実 
● 母子健康手帳の交付 

子ども健康課 

● 両親学級（マタニティクラス）の開催 
● こんにちは赤ちゃん事業 
● 乳幼児訪問指導 
● 離乳食教室、食事教室、食物アレルギー教室 

 ● 乳児期の教室 
 ● 未熟児・慢性疾患児保健指導（教室・相談・訪問） 
 ● お母さんと子どもの健康相談 
 ● 産後ケアの充実 
 ● 特定不妊治療費の助成 
 ● 不育症治療費の助成 

 

  

重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 



 

108 

第
３
章 

 

重
点
目
標
と
課
題
・
施
策
の
方
向
性 

61 
 

 障がいの早期発見と健康管理体制の充実 
● 乳幼児の各種健康診査の実施 

子ども健康課 
● 妊婦健康診査の実施 
● 経過検診療養生活相談の実施 
● 心理相談経過観察 

62 
 

 生涯を通じた女性の健康づくり 
● 女性特有のがんに関する意識啓発 

健康増進課 ● がん検診の実施と受診啓発 
● 生涯を通じた女性の健康教育・相談の実施 

63 
 

 ライフステージに応じた健康管理と健康づくり 
● 生活習慣病対策の強化 

健康増進課 
● 健康診査の実施と受診啓発 
● 食生活を通しての健康づくりの推進 
● 身体活動促進のための環境整備 
● 子どもの食事教室 

子ども健康課 
● 訪問指導の充実 
● スポーツ教室・スポーツ事業等の開催 

スポーツ推進課 ● 女性のスポーツ参加の促進 
● 女性競技者のキャリア支援に向けた検討 
● 学校給食の充実 学校給食課 
● いのちを支える自殺対策の実施 

保健予防課 
● 精神障がい者の地域生活支援の実施 

64 
 

 ＨＩＶ・エイズ、性感染症防止についての啓発 
● 検査及び相談事業の実施 

保健予防課 
● エイズ予防等に向けた啓発活動の実施 

65 
 

 薬物乱用の防止、喫煙、飲酒等の問題に関する啓発 
● 関係機関との連携及び情報提供や意識啓発による薬物乱用防止

の推進 
地域保健課 
青少年課 

● タバコに関する知識の普及とのぞまない受動喫煙防止対策の
強化 

健康増進課 
● 禁煙しやすい相談支援体制の整備 
● 受動喫煙を受けない環境整備 

● 飲酒についての正しい知識の普及啓発 健康増進課 
保健予防課 

 ● 飲酒に関する相談支援体制の整備 保健予防課 
 



 

1 
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第１章 計画策定の趣旨と背景 

 

 

 

 

 

ジェンダー平等に関する施策は、行政の各分野や市民生活のさまざまな分野にわ

たります。そのため、市民、ＮＰＯ、ボランティア、大学、企業など多様な主体と

協働して施策を進めるとともに、持続可能な社会として“ジェンダー平等のまち「ふ

じさわ」”の実現をめざします。 

 

（１）ふじさわジェンダー平等プラン推進協議会 

ジェンダー平等社会の実現に向けて、学識経験者、関係団体等からの推薦委員、

市民公募委員で構成される外部組織である推進協議会が、「ふじさわジェンダー平

等プラン2030～藤沢市男女共同参画計画～」に掲げた関係施策が総合的、効果的

に推進されるよう協議するとともに、積極的な情報収集、情報提供と意見提案に

努めます。 

 

（２）藤沢市ジェンダー平等推進会議 

「藤沢市男女共同参画推進会議」（担当副市長及び各部局長で構成）を庁内推進

体制として組織し、ジェンダー平等の推進に向けて施策の充実を図るとともに、

「ふじさわジェンダー平等プラン2030～藤沢市男女共同参画計画～」の具体的事

業に関与する課で構成する幹事会を組織し、関係部局との連携を保ちながら総合

的かつ効果的に施策の推進を図ります。 

 

（３）市民、ボランティア、ＮＰＯ、大学、企業との連携協働 

ジェンダー平等社会の実現には、市が実施する施策だけではなく、市民やＮＰ

Ｏ、ボランティアによる自主的、主体的な活動が重要です。市民による自発的な

参加や活動を促し、多様な働き方やジェンダー平等についての理解が図られるよ

う、こうした活動を支援し、ネットワークを強化していきます。また、ワーク・

ライフ・バランスの推進、次世代を担う若年層への意識啓発などの取組は、大学、

企業などが担う役割が大きいことから、連携を強化し、協働して取組を進めてい

きます。 

（１）ふじさわ男女共同参画プラン推進協議会 

（２）藤沢市男女共同参画推進会議 

（３）市民、ＮＰＯ、ボランティア、大学、企業との連携・協働 

第４章  推進体制と進捗管理 

１  推進体制 
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（４）国・県等関係機関との連携協働 

「ふじさわジェンダー平等プラン 2030～藤沢市男女共同参画計画～」を着実に

推進していくために、かながわ男女共同参画センターをはじめ、国、県などとの連

携強化や情報収集に努めるとともに、国や県が広域的に実施すべき事項等について

は、積極的に働きかけを行います。また、茅ヶ崎市、寒川町との２市１町のネット

ワークや近隣自治体との広域連携による交流と情報交換などにより、効果的な施策

の推進を図ります。 

 

 

 

 

 

本計画において位置づけた各施策を着実に推進するため、年度ごとにＰＤＣＡサ

イクルに基づいた事業の進捗管理を行います。 

 

 

 

 

 

 

  

（４）国・県等関係機関との連携・協働 

２  計画の進捗管理 

推進体制図

Action

Do

CheckPlan

● ジェンダー平等社会の形成に向けた施策の推進
● 市民、NPO 、ボランティア、大学、企業との連携・協働
● 国・県等関係機関との連携・協働

● 施策及び事業の推進・見直し

● ふじさわ男女共同参画プラン推進協議会
（外部組織）

● 藤沢市男女共同参画推進会議（庁内組織）

● ふじさわジェンダー平等プラン2030
～藤沢市男女共同参画計画～

計画の改定についての基本的な考え方

市民意識調査等の実施

ジェンダー平等などの状況について
市民の意識を明らかにするため
おおむね５年ごとに実施します。

ふじさわジェンダー平等プラン2030 
～藤沢市男女共同参画計画～

社会情勢の変化、計画の進捗状況、
市民意識調査の結果などを踏まえて、
おおむね５年ごとの改定を予定しています。
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成果指標 
指標内容 

改定時実績 
（平成 28 年度） 最新値 

目標値 
（令和２年度） 

■男女の地位の平等感 

社会通念・慣習・しきたりで、「平等になっている」 

と回答した市民の割合 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

10.８％ 
（平成 25 年実施） 

9.7％ 
（平成 30 年実施） 

30.0% 

■固定的な性別役割分担意識について 

 反対と思う人の割合 
｢男は仕事、女は家庭｣という考え方に対して、 

｢反対｣｢どちらかといえば反対｣と思う人の割合 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

53.8％ 
（平成 25 年実施） 

61.2％ 
（平成 30 年実施） 

70.0% 

■男女共同参画（社会）ということばの 

 認知状況※１ 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

64.2% 
（平成 25 年実施） 

63.2% 
（平成 30 年実施） 

100.0% 

※１ 内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標 

 

 

 

成果指標 
指標内容 

改定時実績 
（平成 28 年度） 最新値 

目標値 
（令和２年度） 

■市の政策・方針決定過程への 

 女性の参画 
地域を含めた藤沢市独自の審議会などへの女性登用比率 

（藤沢市審議会等の女性の登用状況調査） 

42.0％ 
（平成 27.4.1 現在） 

41.7% 
（令和 2.4.1 現在） 

50.0% 

■市内企業の管理職（課長相当職以上） 

 に占める女性の割合※１ 
 

（産業労働課） 

6.5％ 
（平成 26 年度神奈川県 

男女共同参画推進条例 

に基づく事業所からの 

届出結果から算出） 

10.0％ 
（平成 30 年度藤沢市 

ワーク・ライフ・バランス

にかかる企業調査結果） 

15.0% 

■地域活動に参加したことのある 

 男性の割合（直近２年間） 
町内会・自治会、ＰＴＡ、地域での自主的なグループ・ 

サークル活動などに参加したことのある男性の割合 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

49.3％ 
（平成 25 年実施） 

57.3% 
（平成 30 年実施） 

70.0% 

※１ 内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標 

 

 

 

重点目標２ あらゆる分野への男女共同参画の促進 

３  ふじさわ男女共同参画プラン2020（改定版）
成果指標の達成状況 

重点目標１ 人権を尊重した男女共同参画社会づくり 
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成果指標 
指標内容 

改定時実績 
（平成 28 年度） 最新値 

目標値 
（令和２年度） 

■ワーク・ライフ・バランス推進の 

 仕組みを導入している市内企業の割合 

 

（産業労働課） 

54.3％ 
（平成 26 年度藤沢市 

労働施策にかかる 

企業調査結果） 

83.7% 
（平成 30 年度藤沢市 

ワーク・ライフ・バランス

にかかる企業調査結果） 

65.0% 

■６歳未満の子どもを持つ夫の 

 育児・家事関連時間※１ 
６歳未満の子どもを持つ夫婦と子どもの世帯の夫の 

１日あたりの「家事」「介護・看護」「育児」及び 

「買物」の合計時間（週全体平均） 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

1 日あたり 67 分 
（平成 23 年度総務省 

社会生活基本調査） 

1 日あたり 
277.3 分 

（平成 30 年実施） 

※総務省調査とは調査の 

方式は異なる 

1日あたり150分 

■保育の充実度 
待機児童数 

（保育課） 

83 人 
（平成 27.4.1 現在） 

20 人 
（令和２.4.1 現在） 

0 人 

※１ 内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標 

 

 

 

成果指標 
指標内容 

改定時実績 
（平成 28 年度） 最新値 

目標値 
（令和２年度） 

■ドメスティック・バイオレンス 

 (ＤＶ)被害を受けた男女の割合 
配偶者・恋人間で何らかの暴力（無視をする、怒鳴る 

などの精神的暴力を含む）を受けたことのある男女の 

割合 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

女性：27.0％ 
男性：12.2％ 
（平成 25 年実施） 

女性：24.7％ 
男性：11.8％ 
（平成 30 年実施） 

女性：20.0％ 
男性：  8.0％ 

■ＤＶ相談窓口の認知状況※１ 

ＤＶ相談窓口を知っている人の割合 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

58.9％ 
（平成 25 年実施） 

41.3％ 
（平成 30 年実施） 

100.0%※2 

■セクシュアルハラスメントや 

 パワーハラスメント被害を受けた 
 男女の割合 

職場・地域・学校などでセクシュアルハラスメントや 

パワーハラスメントを受けたことのある男女の割合 

（藤沢市男女共同参画に関する市民意識調査） 

女性：48.5％ 
男性：18.1％ 
（平成 25 年実施） 

女性：50.1％ 
男性：20.0％ 
（平成 30 年実施） 

女性：40.0％ 
男性：12.0％ 

※１ 内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標 

※２ 国の目標値は 70％ 

 

  

重点目標４ 性の尊重とあらゆる暴力の根絶 

重点目標３ 男女の仕事と生活の調和 
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成果指標 
指標内容 

改定時実績 
（平成 28 年度） 最新値 

目標値 
（令和２年度） 

■女性特有のがん検診の受診率※１ 

 ①子宮頸がん検診の受診率 
①26.8％ 

（平成 26 年度実績） 
①28.2％ 

（令和元年度実績） 
①50.0％ 

②乳がん検診の受診率  

 （健康増進課） 

②20.3％ 
（平成 26 年度実績） 

②27.2％ 
（令和元年度実績） 

②50.0％ 

■両親学級 

（マタニティクラス）の参加者数 

（子ども健康課） 

1,326 人 
（平成 26 年度実績） 

1,291 人 
（令和元年度実績） 

1,500 人 

※１ 内閣府策定第４次男女共同参画基本計画の成果目標 

  

重点目標５ 男女の健康支援と安心して暮らせる環境づくり 
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「ふじさわジェンダー平等プラン 2030～藤沢市男女共同参画計画～」に基づく

取組を実施し、ジェンダー平等の社会を実現するために、取組がどのような成果を

もたらすかを把握することを目的として、指標を定め、数値目標を設定します。 

 

 

 
成果指標 

指標内容 根拠調査等 現状 現状調査年度 
目標値 

（令和 12 年度） 

■男女の地位の平等感 
社会通念・慣習・しきたりで、「平等になって

いる」と回答した市民の割合 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 

9.7％ 平成 30 年度 30.0% 

■固定的な性別役割分担意識 

 について反対と思う人の割合 
｢男は仕事、女は家庭｣という考え方に対して、 

｢反対｣｢どちらかといえば反対｣と思う人の割合 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 
61.2％ 平成 30 年度 70.0% 

■「ジェンダー」ということばの 

 認知状況 

 

内閣府男女共同参画社会 

に関する世論調査 55.8％ 令和元年度 70.0% 

 

 

 
成果指標 

指標内容 根拠調査等 現状 現状調査年度 目標値 
（令和 12 年度） 

■市の政策・方針決定過程への 

 女性の参画 
地域を含めた藤沢市独自の審議会などへの女性 

登用比率 

藤沢市審議会等の 

女性の登用状況調査 

（人権男女共同平和課） 

41.7％ 令和２年度 50.0% 

■市職員の管理職（課長補佐相当職 

 以上）に占める女性の割合 

女性活躍推進法第21条の規

定に基づく女性の職業選択

に資する情報の公表 
23.5% 令和２年度 26.5% 

■市内企業の管理職（課長相当職 

 以上）に占める女性の割合 

藤沢市ワーク・ライフ・ 

バランスにかかる企業調査 

（産業労働課） 
10.0％ 平成 30 年度 15.0% 

■地域活動に参加したことのある 

 男性の割合（直近２年間） 
町内会・自治会、ＰＴＡ、地域での自主的な 

グループ・サークル活動などに参加したことの

ある男性の割合 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 

57.3% 平成 30 年度 70.0% 

■自治会における女性会長の割合 

 
藤沢市 市民自治部 

市民自治推進課調べ 13.8％ 令和２年度 20.0% 

■郷土づくり推進会議における 

 女性の割合 

 

藤沢市審議会等の 

女性の登用状況調査 

（人権男女共同平和課） 

36.2％ 令和２年度 50.0% 

■藤沢市防災会議における女性の

割合 
藤沢市 防災安全部 

防災政策課調べ 5.0％ 令和２年度 15.0% 

４  ふじさわジェンダー平等プラン2030 
～藤沢市男女共同参画計画～の指標項目 

重点目標１ 人権を尊重したジェンダー平等の社会づくり 

重点目標２ あらゆる分野でのジェンダー平等の促進 
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成果指標 

指標内容 根拠調査等 現状 現状調査年度 目標値 
（令和 12 年度） 

■待機児童数 藤沢市 子ども青少年部 

保育課調べ 
20 人 

令和２年４月１日 

現在 
0 人 

■市の男性職員の育児休業取得率 
勤務条件等に関する調査 

1.9％ 

（令和元年度実績） 
令和２年度 15.0% 

■男性の育児休業取得率 藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 
0.3％ 平成 30 年度 5.0% 

■介護休暇・介護休業の取得率 藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 
1.9% 平成 30 年度 5.0% 

 
 

 
 

成果指標 
指標内容 根拠調査等 現状 現状調査年度 目標値 

（令和 12 年度） 

■DV を受けたことのある男女の 

割合 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 

女性：24.7％ 

男性：11.8％ 
平成 30 年度 

女性：20.0％ 

男性：  8.0％ 

■DV 相談窓口を知っている人の 

割合 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 
41.3％ 平成 30 年度 70.0% 

■セクシュアルハラスメントや 

 パワーハラスメント被害を 

受けた男女の割合 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 

女性：50.1％ 

男性：20.0％ 
平成 30 年度 

女性：40.0％ 

男性：12.0％ 

■デート DV ということばの 

認知状況 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 
37.9％ 平成 30 年度 60.0% 

 

 

 
成果指標 

指標内容 根拠調査等 現状 現状調査年度 目標値 
（令和 12 年度） 

■セクシュアルマイノリティの人 

にとって生活しづらい社会だと 

思う人の割合 

「思う」「どちらかといえば思う」の合計 

藤沢市男女共同参画 

に関する市民意識調査 

（人権男女共同平和課） 

76.8% 平成 30 年度 50.0% 

 

  

重点目標３ ワーク・ライフ・バランスの推進 

重点目標５ 多様な性を尊重する社会づくり 

重点目標４ あらゆる暴力の根絶 
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成果指標 
指標内容 根拠調査等 現状 現状調査年度 目標値 

（令和 12 年度）

■女性特有のがん検診の受診率 
 

①子宮頸がん検診の受診率 

藤沢市 福祉健康部 

健康増進課調べ 

28.2％ 

（令和元年度実績） 
令和２年度 50.0% 

②乳がん検診の受診率 
藤沢市 福祉健康部 

健康増進課調べ 

27.2％ 

（令和元年度実績） 
令和２年度 50.0% 

■両親学級 

（マタニティクラス）の参加者数 藤沢市 子ども青少年部 

子ども健康課調べ 

1,291 人 

（令和元年度実績） 
令和２年度 

1,200 人 

※出生数の 

減少及び 

実施方法の

見直し等を

踏まえ設定 

■日頃運動をしている人の割合 

  週に１～２日以上運動している人の割合 

 

①20～39 歳 

元気ふじさわ健康プラン 

藤沢市健康増進計画 

（第２次） 

女性：32.2% 

男性：48.0% 
平成 30 年度 

54.0% 

※目標値は 

令和６年度 

②40～64 歳 
女性：45.5% 

男性：48.9% 

68.0% 

※目標値は 

    令和６年度 

■自殺死亡率 
ふじさわ自殺対策計画 

警察庁自殺統計 
9.2% 令和２年度 

11.0%以下 

※目標値は 

令和３年度 

 

重点目標６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり 
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第資料編 

 

 

１ 策定の経過 

 

プラン策定までの経過 

 

年 月 日 ふじさわ男女共同参画 
プラン推進協議会 

藤沢市男女共同参画 
推進会議 庁内 その他 

2018 年 

（平成 30 年） 

11 月 

   

男女共同参画に関する市民

意識調査の実施 

（11 月 12 日～11 月 30 日） 

2020 年 

（令和２年） 

２月 

「次期ふじさわ男女共同

参画プラン」策定に向けて

の意見提案（２月 18 日） 

   

５月 第１回会議（5 月 28 日） 

※書面開催 
 政策会議（５月 21 日）  

７月 第２回会議（７月 30 日） 第１回会議（７月２日）   

10 月 
第３回会議（10 月８日） 第２回会議（10 月 15 日）  

パブリックコメントの実施

（10 月 13 日～11 月 11 日） 

11 月 第４回会議（11 月 26 日）  政策会議（11 月 12 日）  

12 月 
   

素案について市議会総務常

任委員会報告（12 月４日） 

2021 年 

（令和3年） 

１月 

第５回会議（１月 22 日） 第３回会議（１月 21 日）   

2 月 

  政策会議（２月４日） 

パブリックコメントの実施

結果公表 

（２月 10 日～３月 11 日） 

案について市議会総務常任

委員会報告（２月 24 日） 

3 月 策定 

 

１ 男女共同参画に関する市民意識調査の実施 

 

調査期間 2018年（平成30年）11月12日（月）から11月30日（金）まで 

調査対象 藤沢市在住の満18歳以上の男女3,000人 ※無作為抽出 

調査方法 郵送による配布・回収方式 

有効回収数・有効回収率 1,149人 38.3％ 

 

１  策定の経過 

（１）計画策定までの経過 

（２）男女共同参画に関する市民意識調査の実施 

資料編 
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２ パブリックコメント（市民意見公募）の実施 

①実施概要 

件 名 「（仮称）ふじさわジェンダー平等プラン２０３０（素案）」について 

公募期間 2020年（令和２年）10月13日（火）から11月11日（水）まで 

配布資料等 「（仮称）ふじさわジェンダー平等プラン２０３０（素案）」 

配布資料の閲覧場所 
人権男女共同平和課、市役所（本庁舎・分庁舎）総合案内、市政情報コーナー、 

各市民センター・公民館または市ホームページ 

周知方法 広報ふじさわ９月２５日号、市ホームページ 

意見等を提出できる方 市内在住・在勤・在学の方、市内に事業所などを有する方、その他利害関係者 

意見公募方法 
所定の意見提出書または任意の用紙に、氏名・住所・意見等の必要事項を記入し、

郵送、ファクス、持参、市ホームページの専用提出フォーム（電子申請）の方法 

で人権男女共同平和課に提出いただきました。 

②実施結果 

意見提出者数及び件数 13人 42件 

意見提出方法の内訳 【郵送】５人 ６件  【市ホームページ】８人 36件 

提出された意見の内訳 

(1) 計画の基本的な考え方に関するもの 13件 

(2) 藤沢市の現状に関するもの ６件 

(3) 重点目標と課題・施策の方向性に関するもの 20件 

(4) その他 ３件 

意見等の反映状況 

(1) 計画に反映させる ２件 

(2) 計画に考え方が含まれている 18件 

(3) 施策等として取り組んでいる ４件 

(4) 今後の取組の参考とする 18件 

実施結果の公表 
2021年（令和３年）２月10日（水）から３月11日（木）まで市の考え方を付

して公表しました。 

 

 

  

（３）パブリックコメント（市民意見公募）の実施 
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２ ふじさわ男女共同参画プラン推進協議会要綱 

 

 

（目的及び設置） 
第１条 男女共同参画の総合的な推進に資するため，この市にふじさわ男女共同参画プラン推

進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 
（審議事項） 
第２条 協議会は，次に掲げる事項について調査し，及び審議する。 
（１） ふじさわ男女共同参画プランの推進に関し必要な事項 
（２） 前号に掲げるもののほか，男女共同参画を推進するために必要な事項 
（委員） 
第３条 協議会の委員の人数は，１８人以内とし，次に掲げる者のうちから，市長が委嘱する。 
（１） 学識経験を有する者 
（２） 男女共同参画に関係する団体に属する者 
（３） 企業又は労働団体に属する者 
（４） この市が設置する審議会等の委員 
（５） 市民 
（６） その他市長が認める者 
（委員の任期） 
第４条 委員の任期は，２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とする。 
２ 委員は，再任されることができる。 
 （会長及び副会長） 
第５条 協議会に，会長及び副会長１人を置き，委員の互選によりこれを定める。 
２ 会長は，議事その他の会務を総理し，協議会を代表する。 
３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を

代理する。 
（会議） 
第６条 協議会は，市長の要請に基づき，会長が招集する。 
２ 協議会は，半数以上の委員の出席がなければ，会議を開き，議決をすることができない。 
３ 協議会の議事は，出席委員の過半数でこれを決し，可否同数のときは，会長の決するとこ

ろによる。 
（意見の聴取等） 
第７条 会長は，会議の運営上必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させ，

説明を求め，又は意見を聴くことができる。 
（専門部会） 
第８条 会長は，専門的事項について審議する必要があると認めるときは，協議会に専門部会

（以下「部会」という。）を置くことができる。 
２ 部会に属すべき委員は，協議会の委員のうちから会長が指名する。 
３ 部会に，部会長を置き，当該部会に属する委員のうちから会長が指名する。 
４ 部会長は，当該部会の事務を掌理する。 
５ 部会長に事故があるときは，当該部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名す

る者が，その職務を代理する。 
６ 部会長は，必要があると認めるときは，当該部会に諮って委員以外の者を部会に出席させ

て意見を聴くことができる。 
７ 第６条の規定は，部会の議事について準用する。この場合において，同条中「協議会」と 

２  ふじさわ男女共同参画プラン推進協議会要綱 
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あるのは「部会」と，「市長」とあるのは「会長」と，「会長」とあるのは「部会長」と読み
替えるものとする。 

８ 部会長は，専門的事項の審議が終了したときは，その結果を会長に報告するものとする。 
（審議結果の報告） 
第９条 会長は，第６条第１項の要請に基づく審議を終了したときは，遅滞なく，市長に対し，

当該審議の結果を報告しなければならない。 
（庶務） 
第１０条 協議会の庶務は，男女共同参画に関する事務の所管課において総括し，及び処理す

る。 
（委任） 
第１１条 前各条に定めるもののほか，協議会の運営その他協議会に関し必要な事項は，会長

が協議会に諮って定める。 
 
附 則（略） 
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３ ふじさわ男女共同参画プラン推進協議会委員名簿（第 16 期） 

 

2020 年（令和２年）４月１日～2022 年（令和４年）３月 31 日 

氏  名 役 職 等 選出区分 

東 浩司 
特定非営利活動法人 ファザーリング・ジャパン 

研修講師・理事 
関係団体 

飯島 薫 
特定非営利活動法人 かながわ女のスペースみずら 

事務局長 
関係団体 

井澤 美幸 
藤沢市民間保育園園長会 

藤沢ひばりっこ保育園園長 
関係団体 

（副会長） 

井上 匡子 

神奈川大学 

法学部教授 
学識経験者 

小野 隆弘 藤沢市体育協会顧問 学識経験者 

片岡 理智 フリージャーナリスト 学識経験者 

（会 長） 

木村 麻紀 

株式会社ＴＲＥＥ 

ＳＤＧｓ．ＴＶ編集ディレクター 
学識経験者 

小林 朋子 藤沢市青少年指導員協議会委員 審議会等 

高橋 晴子 市民公募委員 公募 

田坂 宜文 藤沢市人権擁護委員会 委員 関係団体 

富山 渉 市民公募委員 公募 

樋浦 敬子 市民公募委員 公募 

星谷 けい子 藤沢商工会議所女性会 会長 企業・労働団体 

宮川 祥子 
慶應義塾大学 

看護医療学部准教授 
学識経験者 

宮城 宏之 ＮＴＴ労働組合 湘南分会 分会長 企業・労働団体 

敬称略・五十音順 

 

３ ふじさわ男女共同参画プラン推進協議会委員名簿（第16期） 
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４ 藤沢市男女共同参画推進会議委員名簿 

 

 
 

2020 年（令和２年）4 月 1 日現在 

役職等 職   名 氏  名 

会 長 副市長 宮治 正志 

副会長 企画政策部長 佐保田 俊英 

委 員 総務部長 林 宏和 

財務部長 松崎 正一郎 

防災安全部長 平井 護 

市民自治部長 藤本 広巳 

生涯学習部長 神原 勇人 

福祉健康部長 池田 潔 

保健所長 阿南 弥生子 

子ども青少年部長 宮原 伸一 

環境部長 宮沢 義之 

経済部長 中山 良平 

計画建築部長 奈良 文彦 

都市整備部長 川﨑 隆之 

道路河川部長 古澤 吾郎 

下水道部長 鈴木 壯一 

市民病院事務局長 吉原 正紀 

消防局長 衛守 玄一郎 

教育次長 須田 泉 

教育部長 松原 保 

議会事務局長 黒岩 博巳 

監査事務局長 小泉 英明 

選挙管理委員会事務局長 新田 昌幸 

農業委員会事務局長 嶋田 勝弘 

 

  

４  藤沢市男女共同参画推進会議委員名簿 
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５ 1975 年国際婦人年以降の男女共同参画関連の動き 

 

年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

1975年 

（昭和50年） 

 

国際婦人年 

・「国際婦人年世界会

議（第１回世界女性

会議）」開催（メキシ

コシティ） 

「世界行動計画」採

択 

・国連総会1976年

～85年の10年間を

「国連婦人の十年」

に決定 

・「国際婦人年にあた

り、婦人の社会的地

位 の 向 上 を 図 る 決

議」採択 

・総理府に「婦人問

題企画推進本部」「婦

人問題担当室」設置 

・県議会で「婦人の

社会的地位向上をは

かる決議」採択 

 

1976年 

（昭和51年） 

 ・改正「民法」施行

（離婚後における婚

氏続称号制度新設） 

・知事室県民課に婦

人関係行政の窓口設

置 

 

1977年 

（昭和52年） 

 ・「国内行動計画」策

定 

・「国内行動計画前期

重点目標」発表 

  

1978年 

（昭和53年） 

  ・「新神奈川計画」に

「 婦 人 総 合 セ ン タ

ー」（当時のかながわ

女性センター）が位

置づけられる 

 

1979年 

（昭和54年） 

・国連総会「女子差

別撤廃条約」採択 

   

1980年 

（昭和55年） 

・「国連婦人の十年中

間年世界会議」開催

（コペンハーゲン） 

「国連婦人の十年後

半 期 行 動 プ ロ グ ラ

ム」採択、「女子差別

撤廃条約」署名式（日

本を含む51カ国署

名） 

   

1981年 

（昭和56年） 

・ 国 際 労 働 機 関

「 156 号 条 約 」

「165号勧告」採択 

・「女子差別撤廃条

約」発効 

・改正「民法」「家事

審判法」施行（配偶

者の相続分1/3から

1/2へ、寄与分制度

新設） 

・「国内行動計画後期

重点目標」発表 

  

５  1975年国際婦人年以降の男女共同参画関連の動き 
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年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

1982年 

（昭和57年） 

  ・かながわ女性元年 

・「かながわ女性プラ

ン」決定 

・「かながわ女性会

議」結成 

・県民部に「婦人企

画室」設置、労働部

に「勤労婦人班」設

置 

・「婦人総合センタ

ー」（藤沢市江の島）

開館 

 

1983年 

（昭和58年） 

  ・県審議会等への女

性の参加推進要綱制

定 

 

1985年 

（昭和60年） 

・「国連婦人の十年最

終年世界会議（第３

回世界女性会議）」開

催（ナイロビ） 

「西暦2000年に向

けての婦人の地位向

上のためのナイロビ

将来戦略（ナイロビ

将来戦略）」採択 

・改正「国籍法」「戸

籍法」施行（父母両

系主義、帰化条件の

男女平等） 

・生活扶助基準改定

（男女格差改定） 

・女子差別撤廃条約

批准（86年発行） 

 ・「婦人問題行政連絡

会議」設置 

・「婦人問題講演会」

開催 

1986年 

（昭和61年） 

 ・「男女雇用機会均等

法」施行 

・改正「国民年金法」

施行（基礎年金制度

実施） 

 ・「藤沢市新総合計画

第二次基本計画（昭

和61年～65年）」に

婦人行政の推進を位

置づけ 

・「婦人問題に関する

女性の意識と実態調

査」実施 

・「藤沢市婦人問題懇

話会」設置 

1987年 

（昭和62年） 

 ・「西暦2000年に向

けての新国内行動計

画」決定 

・所得税法改正（配

偶者特別控除制度新

設）、施行 

・「新かながわ女性プ

ラン」決定 

 

・自治文化部市民相

談課に婦人問題行政

窓口設置 

・婦人問題情報紙創

刊（年2回） 
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年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

1988年 

（昭和63年） 

 ・改正「労働基準法」

施行（週40時間制） 

 ・市長室に「婦人企

画担当」設置（課と

しての位置づけ） 

・藤沢市婦人問題懇

話会より「藤沢市女

性行動計画の策定に

向けて」提言 

・「藤沢市女性に関す

る行政推進会議」設

置 

1989年 

（昭和64年/ 

平成元年） 

・「子どもの権利条

約」採択 

  ・「藤沢市女性行動計

画推進協議会」設置 

1990年 

（平成２年） 

・国連経済社会理事

会「婦人の地位向上

のためのナイロビ将

来戦略の実施に関す

る第１回見直しに伴

う勧告及び結論（ナ

イ ロ ビ 将 来 戦 略 勧

告）」採択 

  ・「ふじさわ女性行動

計画」策定 

・女性問題情報紙（第

7 号から）年4回発

行 

・「ふじさわ女性フォ

ーラム'90」開催 

1991年 

（平成３年） 

 ・「西暦2000年に向

けての新国内行動計

画」第一次改定 

・「新かながわ女性プ

ラン改定実施計画」

策定 

・「婦人総合センタ

ー」が「かながわ女

性センター」に名称

変更 

・「第8回日本女性会

議」開催（藤沢市民

会館） 

1992年 

（平成４年） 

・「環境と開発に関す

る国連会議」開催（リ

オデジャイネイロ） 

・改正「育児休業法」

施行 

 ・第2期「藤沢市女

性行動計画推進協議

会」委員委嘱 

1993年 

（平成５年） 

・「国連世界人権会

議」開催（ウィーン） 

「女性の人権擁護を

強調したウィーン宣

言」採択 

・国連「女性に対す

る暴力の撤廃に関す

る宣言」採択 

・中学校家庭科男女

必修開始 

・「パートタイム労働

法」施行 
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年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

1994年 

（平成６年） 

・「国際人口・開発会

議」開催（カイロ） 

「カイロ行動計画」

採択 

・「子どもの権利条

約」批准 

・高校家庭科男女必

修開始 

・総理府に「男女共

同審議会」「男女共同

参画参画室」設置 

・内閣に「男女共同

参画推進本部」設置 

・「今後の子育て支援

のための施策の基本

的方向について（エ

ンゼルプラン）」策定 

・「第１回東アジア女

性フォーラム」（現ア

ジア女性友好交流会

議）をかながわ女性

センターにて開催 

・「共に生きるフォー

ラムふじさわ’94」

開催 

・「まちづくり市民意

識調査」実施  

「男女共同社会の実

現」を特定課題とし

て調査  

・第3期「藤沢市女

性行動計画推進協議

会」委員委嘱 

「ふじさわ女性行動

計画」後期計画見直

しに向けて諮問  

1995年 

（平成７年） 

・「第４回世界女性会

議」開催（北京） 

「北京宣言」「行動綱

領」採択 

・国際労働機関

「156号条約」批准 

・改正「育児・介護

休業法」施行 

・「かながわ女性セン

ター」の利用者が開

館以来200万人を

達成 

・藤沢市女性行動計画

推進協議会より「ふじ

さわ女性行動計画」見

直しへの提言 

1996年 

（平成８年） 

 ・「男女共同参画

2000年プラン」決

定 

・「かながわ女性セン

ターの今後の運営に

ついて」（答申） 

・「ふじさわ女性行動

計画」第一次改定版

「男女共同参画社会

を実現するふじさわ

プラン」策定 

・第4期「藤沢市女

性行動計画推進協議

会」委員委嘱 

1997年 

（平成９年） 

 ・「男女雇用機会均等

法」「労働基準法」「育

児・介護休業法」の

一部改正 

 

・「かながわ女性プラ

ン21」決定 

・「かながわ女性セン

ター」で女性総合相

談窓口スタート 

 

1998年 

（平成10年） 

   ・女性問題啓発小冊

子「これからは男尊

女尊」発行 

・第5期「藤沢市女

性行動計画推進協議

会」委員委嘱 

「新女性行動計画策

定にあたっての総合

的施策のあり方」に

ついて諮問 

・「藤沢市男女平等に

関 す る 市 民 意 識 調

査」実施 
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年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

1999年 

（平成11年） 

 ・改正「男女雇用機

会均等法」施行 

・「男女共同参画社会

基本法」施行 

・「県民総務室人権・

同和担当」と「女性

政策室」を再編し「人

権男女共同参画課」

を設置 

 

2000年 

（平成12年） 

・国連特別総会「女

性2000年会議」開

催（ニューヨーク） 

・「ミレニアム開発目

標（MDGs）」設定（目

標3：ジェンダー平

等推進と女性の地位

向上） 

・「介護保険法」施行 

・「ストーカー規制

法」施行 

・「男女共同参画基本

計画」策定 

・「かながわ女性セン

ター」で「女性への

暴力相談」窓口設置 

・藤沢市女性行動計

画推進協議会より

「新女性行動計画」

策定への提言 

・第6期「藤沢市女

性行動計画推進協議

会」委員委嘱 

2001年 

（平成13年） 

 ・内閣府に「男女共

同参画会議」「男女共

同参画局」設置 

・第１回「男女共同

参画週間」実施 

・「ＤＶ防止法」施行 

・改正「育児・介護

休業法」施行 

・配偶者暴力相談窓

口設置 

・「ふじさわ男女共同

参画プラン2010」

策定 

・「ふじさわ総合計画

2020」スタート 

2002年 

（平成14年） 

  ・「県男女共同参画推

進条例」施行 

・「配偶者暴力相談支

援センター」開設 

・「かながわ女性セン

ター」開館20周年記

念事業開催 

・第7期「藤沢市女

性行動計画推進協議

会」委員委嘱 

2003年 

（平成15年） 

 ・男女共同参画推進

本部決定「女性のチ

ャレンジ支援策の推

進について」 

・「次世代育成支援対

策推進法」施行 

・「少子化社会対策基

本法」施行 

・「母子家庭の母の就

業の支援に関する特

別措置法」施行（時

限法：平成20年３月

31日） 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン」策

定 

・「男女共同参画啓発

講演会」開催 

・「藤沢市女性行動計

画推進協議会」を「ふ

じさわ男女共同参画

プラン推進協議会」

に名称変更 

・「藤沢市女性に関す

る行政推進会議」を

「藤沢市男女共同参

画推進会議」に名称

変更 

・「男女共同参画週間

講座」開催 

・「藤沢市男女共同参

画に関する市民意識

調査」実施 

 



 

132 

資
料
編 

  

年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

2004年 

（平成16年） 

 ・改正「ＤＶ防止法」

施行 

 ・第8期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

「ふじさわ男女共同

参画プラン 2010 

後期見直しにあたっ

ての総合的施策のあ

り方」について諮問 

2005年 

（平成17年） 

・「国連『北京＋10』

世界閣僚級会合（第

49回国連婦人の地

位委員会）」開催（ニ

ューヨーク） 

・改正「育児・介護

休業法」施行 

・「男女共同参画基本

計画（第２次）」決定 

・「女性の再チャレン

ジ支援プラン」策定 

・「かながわ女性セン

ター」に「かながわ

女性キャリア支援セ

ンター」開設 

・ふじさわ男女共同

参画プラン推進協議

会より「ふじさわ男

女共同参画プラン 

2010」について提

言  

・「男女共同参画週間

公開講座」を生涯学

習課と共催 

2006年 

（平成18年） 

 ・「男女雇用機会均等

法」改正 

・「女性の再チャレン

ジ支援プラン」改定 

・「かながわ被害者支

援プラン」策定 

・「ふじさわ男女共同

参画プラン 

2010(改定版)」策定 

・第9期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」 委員委

嘱 

2007年 

（平成19年） 

 ・「仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・

バランス）憲章」「仕

事と生活の調和推進

のための行動指針」

策定 

  

2008年 

（平成20年） 

 ・改正「ＤＶ防止法」

施行 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン（第

2次）」策定 

 

・第10期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

・「藤沢市男女共同参

画に関する市民意識

調査」実施 

2009年 

（平成21年） 

 ・「育児・介護休業法」

の一部改正 

・「男女共同参画社会

に関する世論調査」

実施 

・「かながわ被害者支

援プラン」改定 

・「男女共同参画課」

に人権施策などを含

めた組織として「共

生社会推進課」を新

設 
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2010年 

（平成22年） 

・「第54回国連婦人

の地位委員会（北京

＋15）」開催（ニュ

ーヨーク） 

・男女共同参画会議

「第3次男女共同参

画基本計画策定に当

たっての基本的な考

え方」について答申 

・改正「育児・介護

休業法」施行 

・「第3次男女共同参

画基本計画」決定 

 ・ふじさわ男女共同

参画プラン推進協議

会より次期プランに

向けた中間報告書の

提出 

・第11期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

2011年 

（平成23年） 

・「ジェンダー平等と

女性のエンパワーメ

ントのための国連機

関（UN Women）」

正式発足 

  ・「ふじさわ男女共同

参画プラン 2020」

策定 

・「藤沢市新総合計

画」スタート 

・「藤沢市外国人市民

意識調査」実施 

2012年 

（平成24年） 

・「第56回国連女性

の地位委員会」開催 

「自然災害における

ジェンダー平等と女

性のエンパワーメン

ト」決議案採択 

・「『女性の活躍促進

による経済活性化』

行動計画」策定 

 

 ・第12期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

・「ふじさわワーク・

ライフ・バランス宣

言」作成 

2013年 

（平成25年） 

 ・「母子家庭の母及び

父子家庭の父の就業

の支援に関する特別

措置法」施行 

・「男女共同参画の視

点からの防災・復興

の取組指針」作成 

・改正「ストーカー

規制法」施行 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン（第

３次）」策定 

・「ふじさわDV防

止・被害者支援計画」

策定 

・組織改正により「人

権男女共同参画課」

設置  

・「藤沢市男女共同参

画に関する市民意識

調査」実施 

2014年 

（平成26年） 

・「第58回国連女性

の地位委員会」開催 

「自然災害における

ジェンダー平等と女

性のエンパワーメン

ト」決議案採択 

・改正「ＤＶ防止法」

施行 

・「すべての女性が輝

く社会づくり本部」

設置 

 

・「かながわＤＶ被害

者支援プラン」策定 

（「かながわ被害者

支援プラン」から名

称変更） 

・「藤沢市市政運営の

総合指針2016」策

定 

・第13期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 
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2015年 

（平成27年） 

・「第59回国連女性

の地位委員会（北京

＋20）」開催（ニュ

ーヨーク） 

・「第３回国連防災世

界会議」開催（仙台） 

「仙台宣言」採択 

・「UN Women日本

事務所」開設 

・「持続可能な開発の

ための2030アジェ

ンダ（SDGs）」採択

（目標５：ジェンダ

ー平等を達成し、す

べての女性及び女児

の能力強化を行う） 

・男女共同参画会議

「第４次男女共同参

画基本計画策定に当

たっての基本的な考

え方について」答申 

・「第４次男女共同参

画基本計画」決定 

・「かながわ女性セン

ター」を県藤沢合同

庁舎に移転、「かなが

わ男女共同参画セン

ターかなテラス」に

名称変更 

・「かながわ女性の活

躍応援団」結成 

・ふじさわ男女共同

参画プラン推進協議

会より「『ふじさわ男

女 共 同 参 画 プ ラ ン 

2020』改定に向け

ての意見提案」の提

出 

2016年 

（平成28年） 

・「Ｇ７伊勢・志摩サ

ミット」開催 

「女性の能力開花の

た め の Ｇ ７ 行 動 指

針」「女性の理系キャ

リア促進のためのイ

ニ シ ア テ ィ ブ

（WINDS）」に合意 

・「女性活躍推進法」

完全施行 

・「女子差別撤廃条

約」実施状況第７回

及び第８回報告審議 

 

 ・「ふじさわ男女共同

参画プラン 2020」

改定 

・第14期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

2017年 

（平成29年） 

 ・改正「育児・介護

休業法」施行 

・「かながわ性犯罪・

性暴力被害者ワンス

トップ支援センター

かならいん」開設 

・「かながわリケジ

ョ・エンカレッジプ

ログラム」始動 

・「藤沢市市政運営の

総合指針2020」策

定 

・組織改正により「人

権男女共同平和課」

設置 

2018年 

（平成30年） 

 ・「候補者男女均等

法」施行 

・「セクシュアル・ハ

ラスメント対策強化

に つ い て ～ メ デ ィ

ア・行政間での事案

発生を受けての緊急

対策～」策定 

・「かながわ男女共同

参画推進プラン（第

４次）」策定 

・第15期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

・「藤沢市男女共同参

画に関する市民意識

調査」実施 

2019年 

（平成31年/ 

令和元年） 

 ・「働き方改革関連

法」施行 

・「労働施策総合推進

法」改正 

・「婦人保護事業の運

用面における見直し

方針」検討 

・「かながわＤＶ防

止・被害者支援プラ

ン」改定 
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年 世界の動き 国の動き 神奈川県の動き 藤沢市の動き 

2020年 

（令和２年） 

・「第64回国連女性

の地位委員会（北京

＋25）」開催（ニュ

ーヨーク） 

・改正「ＤＶ防止法」

施行 

・改正「女性活躍推

進法」等施行 

・「性犯罪・性暴力対

策の強化の方針」決

定 

・男女共同参画会議

「第５次男女共同参

画基本計画策定に当

たっての基本的な考

え方について」答申 

・「第５次男女共同参

画基本計画」決定 

 ・ふじさわ男女共同

参画プラン推進協議

会より「『次期ふじさ

わ男女共同参画プラ

ン』策定に向けての

意見提案」の提出 

・第16期「ふじさわ

男女共同参画プラン

推進協議会」委員委

嘱 

 

2021年 

（令和３年） 

   ・「ふじさわジェンダ

ー平等プラン2030

～藤沢市男女共同参

画計画～」策定 

・「藤沢市パートナー

シップ宣誓制度」導

入 

《出典・参考》 
●内閣府・男女共同参画推進連携会議「ひとりひとりが幸せな社会のために～令和２年版データ」 
●神奈川県「かながわ男女共同参画推進プラン（第４次）」「かなテラスのあゆみ」 
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６ 男女共同参画社会基本法 

 

 

平成11年法律第78号 
平成11年法律第102号 改正 
平成11年法律第160号 改正 

 
我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に

向けた様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお
一層の努力が必要とされている。  

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対
応していく上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりな
く、その個性と能力を十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題と
なっている。  

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する
最重要課題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関す
る施策の推進を図っていくことが重要である。  

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来
に向かって国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計
画的に推進するため、この法律を制定する。 
 
 
第一章 総則 

（目的）  
第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで

活力ある社会を実現することの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関し、基本理
念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の責務を明らかにするとともに、男女共同参画
社会の形成の促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、男女共同参画社会の
形成を総合的かつ計画的に推進することを目的とする。  

（定義）  
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社
会のあらゆる分野における活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、
経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任を担うべき社会を
形成することをいう。  

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格差を改善するため必要な範囲内
において、男女のいずれか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。  

（男女の人権の尊重）  
第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊厳が重んぜられること、男女が性

別による差別的取扱いを受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確保される
ことその他の男女の人権が尊重されることを旨として、行われなければならない。  

（社会における制度又は慣行についての配慮）  
第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会における制度又は慣行が、性別による固

定的な役割分担等を反映して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない影響を及
ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害する要因となるおそれがあることにかんが 

６  男女共同参画社会基本法 



 

137 

資
料
編 

  

み、社会における制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して及ぼす影響をできる
限り中立なものとするように配慮されなければならない。  
（政策等の立案及び決定への共同参画）  
第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な構成員として、国若しくは地方公

共団体における政策又は民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画する機会が
確保されることを旨として、行われなければならない。  

（家庭生活における活動と他の活動の両立）  
第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、

子の養育、家族の介護その他の家庭生活における活動について家族の一員としての役割を円
滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うことができるようにすることを旨として、行
われなければならない。  

（国際的協調）  
第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における取組と密接な関係を有しているこ

とにかんがみ、男女共同参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければならない。  
（国の責務）  
第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社会の形成についての基本理念（以

下「基本理念」という。）にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策（積極的
改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施する責務を有する。  

（地方公共団体の責務）  
第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関し、国の

施策に準じた施策及びその他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定し、及び
実施する責務を有する。  

（国民の責務）  
第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあらゆる分野において、基本理念に

のっとり、男女共同参画社会の形成に寄与するように努めなければならない。  
（法制上の措置等）  
第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を実施するため必要な法制上

又は財政上の措置その他の措置を講じなければならない。  
（年次報告等）  
第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の状況及び政府が講じた男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての報告を提出しなければならない。  
2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形成の状況を考慮して講じようとする

男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これを国会に提
出しなければならない。  

 
 
第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策  

（男女共同参画基本計画）  
第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を

図るため、男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参画基本
計画」という。）を定めなければならない。  

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  
一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 
二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 
3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男女共同参画基本計画の案を作成し、

閣議の決定を求めなければならない。  
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4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、男女共同参画基
本計画を公表しなければならない。  

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について準用する。  
（都道府県男女共同参画計画等）  
第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女

共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同
参画計画」という。）を定めなければならない。  

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。  
一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策の大綱 
二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策を総合的かつ計画的に推進するために必要な事項  
3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の

区域における男女共同参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市
町村男女共同参画計画」という。）を定めるように努めなければならない。  

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は市町村男女共同参画計画を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（施策の策定等に当たっての配慮）  
第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策

を策定し、及び実施するに当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければならない。  
（国民の理解を深めるための措置）  
第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本理念に関する国民の理解を深め

るよう適切な措置を講じなければならない。  
（苦情の処理等）  
第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策又は男女共同参

画社会の形成に影響を及ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要な措置及
び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社会の形成を阻害する要因によって人権が
侵害された場合における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなければならない。  

（調査研究）  
第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響に関する

調査研究その他の男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研究を推
進するように努めるものとする。  

（国際的協調のための措置）  
第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に促進するため、外国政府又は国

際機関との情報の交換その他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円滑な推
進を図るために必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援）  
第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策及び民

間の団体が男女共同参画社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の提供そ
の他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

 
 
第三章 男女共同参画会議  

（設置）  
第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）を置く。  
（所掌事務）  
第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  
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一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定する事項を処理すること。 
二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣の諮問に応じ、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議すること。 
三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要があると認めるときは、内閣総理大臣

及び関係各大臣に対し、意見を述べること。 
四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の実施状況を監視し、及び

政府の施策が男女共同参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めるときは、
内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べること。  

（組織）  
第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組織する。  
（議長）  
第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。  
2 議長は、会務を総理する。  
（議員）  
第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣が指定する者 
二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者のうちから、内閣総理大臣が任命

する者  
2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の十分の五未満であってはならない。  
3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員の数は、同号に規定する議員の総数

の十分の四未満であってはならない。  
4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。  
（議員の任期）  
第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。ただし、補欠の議員の任期は、

前任者の残任期間とする。  
2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。  
（資料提出の要求等）  
第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要があると認めるときは、関係行政機

関の長に対し、監視又は調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その他必
要な協力を求めることができる。  

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要があると認めるときは、前項に規定する者
以外の者に対しても、必要な協力を依頼することができる。  

（政令への委任）  
第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員その他の職員その他会議に関し

必要な事項は、政令で定める。 
 
附 則 (略) 
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